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シンポジウム講演録
主　催　白鷗大学法政策研究所
開催日　2018年12月1日
福祉施設内の権利擁護と虐待防止に向けて
―行政と法はどう対応すべきか―
岡田順太（司会）　ただいまより法政策研究
所主催シンポジウムを開始させていただきま
す。本日、司会進行は法政策研究所長を務め
ております岡田が担当いたします。今日はご
多忙中にもかかわらずお越し頂きまして誠に
ありがとうございます。
　それでは、まず最初に法学部長よりごあい
さつをさせていただきたいと思います。よろ
しくお願いいたします。
清水正義（法学部長）　白鷗大学法学部長の
清水正義でございます。どうぞよろしくお願
いいたします。本日、法政策研究所で福祉施
設内の権利擁護と虐待防止に向けてという
テーマのシンポジウムが開催されますことを
大変喜んでおります。一言ごあいさつをさせ
ていただきます。
　今朝たまたまニュースを見ておりましたら、
厚労省の審議会のワーキンググループが児童
虐待防止のための児童相談所の機能を強化す
る、そういう報告をまとめるという、こうい
うニュースがございました。今年3月になる
と思いますが、東京都目黒区であった幼い子
どもの虐待死をめぐる事件が多くの国民の注
目を引きました。虐待防止といった問題につ
いてさまざまな事件が起こるたびに国民の注
目を浴びているわけです。障害者施設、高齢
者施設、保育施設等の福祉施設内部での権利
擁護あるいは虐待防止といった問題について
もますます多くの国民の関心を引いていると
いうふうに思います。
　社会福祉の問題、社会政策の問題というの
は国民の関心が非常に高いわけでありますけ
れども、こうした福祉施設の問題などについ
て見直しあるいは改善といったことを考える
ということは非常に重要でありますし、法学
部で学ぶ私たちといたしましても、この問題
は避けて通れない非常に重要な課題であると、
こう思っております。そのような意味で、今
回法政策研究所がこのシンポジウムを開催す
るということについては大変大きな意味があ
るというふうに思っております。
　本日、このシンポジウムに協力くださいま
したパネリストの皆さん、私は小島先生、安
田先生、竹澤先生のお名前は案内で知ってお
りましたが、それ以外にもこの会場の中にも
いろんな専門家の方が来ていらっしゃるよう
で、改めましてお忙しいところ足を運んでい
ただきまして、法学部を代表いたしまして厚
く御礼申し上げます。どうもありがとうござ
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います。
　それから、きょうの基調講演を担当してく
ださいます法学部の畑中祥子先生、法政策研
究所長の岡田順太先生に対しましてもお礼を
申し上げます。本日、この講演と討論が私ど
もの関心をさらに高めて問題を深めていく、
そういうきっかけになるかと思っております。
どうぞよろしくお願いいたします。ありがと
うございました。
岡田　どうもありがとうございました。
　ここで、本日のシンポジウムを主催いたし
ます法政策研究所より、企画趣旨の説明をさ
せていただきます。ご案内のとおり、昨年の
4月、県内の知的障害者施設におきまして職
員による虐待事件がございました。入所者の
男性が腰の骨を折る重傷を負っていたという
ことが明らかになりまして、男性は体調不良
ということで病院に搬送されました。一時は
意識不明の重体ということであります。その
後回復をいたしますが、報道によりますと腹
腔内に1リットル以上の血液がたまっていた
ということでありまして、家族が警察に相談
したというところから発覚して、栃木県警が
昨年の9月、元施設職員の男と、それから当
時施設に勤務していた運営法人の職員の女を
逮捕いたしました。宇都宮地裁は昨年の12
月にそれぞれ執行猶予付きの有罪判決を下し
ております。また、この事件に関連しまして
は職員の証拠隠滅も刑事事件になっておりま
して、一時期報道でも大きく取り上げられた
ところでございます。
　この事件はかなり極端な事例ではございま
すが、こうした悲惨な事態に至るまで防ぐ手
だてはなかったのか、あるいは有罪となった
職員は他の施設、同じ法人が運営する別の自
治体にある他の施設でも虐待を行っていたと
されておりまして、もっと早く事件として表
に出なかったのかと思うところであります。
　とかく、福祉施設内の虐待事案というもの
は発覚しにくく、事件が大きくならなければ
行政や法が対応しにくい領域です。もちろん、
障害者虐待防止法が施行されましたのが平成
24年10月でありますから、施設内の虐待防
止の施策というのはまだ発展途上の段階にあ
ると思っております。この点が児童虐待とか
なり違って、遅れている領域であるといって
もいいと思います。過去の虐待事例を参考に
して今後の課題を検討していくということが、
われわれに今できる現段階での事柄であろう
というふうに思っております。
　そこで、本日のシンポジウムでは施設内の
入所者、主として障害者施設ですが、同じよ
うなことが高齢者施設でも起こり得るところ
でありますのでそちらも念頭に置きつつ、そ
の権利擁護ないしは虐待防止をいかに図るか
ということを考えていきたいと思っておりま
す。
　特に行政機関、警察あるいは医療機関など
施設の外部の機関がどうやって対応するのか
ということ、日常での対応、それから緊急時
の対応が、それぞれ考えられるかと思います。
また、外部へ通報されるべき時期、タイミン
グ、あるいは内部から通報を処理する体制、
こういったものに問題がないか、施設の外部
の視点から法律的あるいは行政的な施策につ
いての議論をしていきたいと思っております。
　後ほどフロアの方からご意見、ご質問を踏
まえた上での議論をしたいと思っております。
　本日の進行につきましては、まず初めに本
学法学部の畑中祥子先生から基調講演をいた
しまして、障害者虐待防止法など法制度の概
要と過去の施設内虐待事例の紹介、その分析
などを内容とする講演を行っていただきます。
およそ1時間ほどになろうかと思っておりま
す。畑中先生は労働法および社会保障法の専
門分野を担当されております。
　その後、栃木県手をつなぐ育成会会長小島
幸子先生、警察大学校元校長で内閣府では犯
罪被害者支援担当の審議官を務められており
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ました安田貴彦先生、そして弁護士で栃木県
運営適正化委員会苦情解決委員長として長年
県内の福祉施設の苦情対応に当たられており
ました竹澤一郎先生、以上3名のパネリスト
にもご登壇いただきまして、シンポジウムを
行ってまいります。パネリストの詳しいご紹
介、ご案内は後ほどさせていただきます。
　なお、本日のシンポジウムでは現在、栃木
県自立支援協議会権利擁護虐待防止部会が作
成しております虐待事案の事例集、これを題
材といたします。来年の3月頃に公表される
資料でございまして、本日お手元にはお配り
できませんが、個別の事例における対応策、
今後の整備が必要な制度、措置、法治的な課
題などについて検討する際、この資料に言及
させていただきますことをあらかじめご承知
おきいただければと思います。
　それでは、初めに畑中先生からの基調講演
を行いたいと思います。畑中先生、よろしく
お願いいたします。
［基調講演］　
障害者虐待防止法に基づく施設虐待への対応
と課題
畑中祥子（白鷗大学法学部准教授）
畑中祥子（白鷗大学法学部准教授）　初めま
して。白鷗大学准教授の畑中祥子と申しま
す。今ご紹介いただきましたとおり、専門は
労働法、社会保障法であります。本日は「障
害者虐待防止法に基づく施設虐待への対応と
課題」ということで基調講演をさせていただ
きます。それでは始めます。
はじめに
　障害者虐待防止法が施行されて今年で6年
となりました。各市町村には障害者虐待防止
センターが設置され、厚生労働省は各施設の
中に虐待防止委員会を設置して、施設に対し
虐待の早期発見と通報に努めるように指導を
してきました。しかし、虐待が発生しても通
報義務を果たさず、調査に対し事実を否認
し、証拠を隠す施設が後を絶ちません。施設
内で行われる虐待は、たとえ通報があっても
虐待と認定される割合が低いのが特徴です。
市町村の障害者虐待防止センターの職員や専
門的な知識を有する職員が足りていないな
ど、行政の調査能力に問題があるように思わ
れます。さらには、施設側が通報した職員に
対して施設の名誉、信頼を傷付けられたとし
て損害賠償請求をする事案も出ており、虐待
を受けた障害者本人や通報者を守り、より被
害を訴えやすい環境の整備が必要です。
　2016年7月に発生した相模原の障害者施設
での元職員による大量殺傷事件が社会に与え
た衝撃は大きいものでした。さらに、最近で
はほとんど全ての省庁で公務員の障害者雇用
率の水増しが行われていたことが発覚するな
ど、障害者の権利や福祉の在り方について今
まさに社会的注目が集まっています。その一
方で、障害者に関連する問題は大きな事件が
起こるたびに注目されますが、時の経過とと
もに忘れられ、十分な対策、対応が取られぬ
ままになっていることも多いのではないので
しょうか。本日のシンポジウムを通して少し
でも社会全体で互いを尊重し尊厳を守る、そ
ういう当たり前の認識がより一層浸透してい
くことを願ってやみません。
　ここで、まず障害者の権利擁護に関する主
要な法律の規定を概観してみます。全ての法
律の根源である日本国憲法第13条前段には、
『すべて国民は、個人として尊重される』と
規定されています。それから14条1項には、
『すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、
信条、性別、社会的身分又は門地により、政
治的、経済的又は社会的関係において、差別
されない』と規定されています。個人の尊厳
と法の下の平等は、障害の有無にかかわらず
全ての人に保障される基本的人権にあること
が明確に定められています。
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　また、障害者施策の基本方針を定める障害
者基本法は、『この法律は、全ての国民が、
障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権
を享有するかけがえのない個人として尊重さ
れるものであるとの理念にのつとり、全ての
国民が、障害の有無によつて分け隔てられる
ことなく、相互に人格と個性を尊重し合いな
がら共生する社会を実現』することを法の目
的に掲げています。そして、その上で『全て
の障害者が、障害者でない者と等しく、基本
的人権を享有する個人としてその尊厳が重ん
ぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障さ
れる権利を有すること』、『全て障害者は、社
会を構成する一員として社会、経済、文化そ
の他あらゆる分野の活動に参加する機会が確
保されること』、『何人も、障害者に対して、
障害を理由として、差別することその他の権
利利益を侵害する行為をしてはならない』こ
とを定めています。そして、これらについて
の国や地方公共団体の責務を明確にしていま
す。
　また、障害者総合支援法においては、『障
害者及び障害児が基本的人権を享有する個人
としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会
生活を営むことができるよう』必要な給付、
支援を行い、『障害の有無にかかわらず国民
が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らす
ことのできる地域社会の実現に寄与すること
を目的とする』と法の目的を規定しています。
　さらに、総合支援法が障害者福祉サービス
事業者と障害者施設の設置者に対して、『障
害者等の人格を尊重するとともに、この法律
又はこの法律に基づく命令を遵守し、障害者
等のため忠実にその職務を遂行しなければな
らない』として、いわゆる障害者に対する「人
格尊重義務」を定め、この義務を怠ったこと
を事業者の指定取り消しの根拠としています。
　次に、障害者差別解消法では、『この法律は、
障害者基本法の基本的な理念にのっとり、全
ての障害者が、障害者でない者と等しく、基
本的人権を享有する個人としてその尊厳が重
んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障
される権利を有する』と定め、8条で『事業
者は、その事業を行うに当たり、障害を理由
として障害者でない者と不当な差別的取扱い
をすることにより、障害者の権利利益を侵害
してはならない』、そして第2項に、『事業者は、
その事業を行うに当たり、障害者から現に社
会的障壁の除去を必要としている旨の意思の
表明があった場合において、その実施に伴う
負担が過重でないときは、障害者の権利利益
を侵害することとならないよう、当該障害者
の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会
的障壁の除去の実施について必要かつ合理的
な配慮をするように努めなければならない』
として、いわゆる「合理的配慮義務」を定め
ています。
　法律の紹介が長くなりましたが、こうした
障害者に関する主要な法律には障害者の権利
擁護に関する規定が多く存在しています。し
かしながら、法律はあっても障害者に対する
偏見や差別、無理解は後を絶たず、法の目的
や理念の実現にはほど遠い状態にあると思い
ます。
　障害者に対する虐待は被害が発覚しにくい
ことが指摘されます。これは、被害者である
障害者本人に虐待を受けた認識がないこと、
畑中祥子准教授
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あるいは障害により被害を訴えることが困難
であるといった障害者側の事情や、特に障害
者施設の中での虐待は施設という空間の密室
性、閉鎖性という問題があり、さらに障害者
の家族においては施設に面倒を見てもらって
いるという意識などから、虐待が疑われても
なかなか被害を訴えづらい現状に置かれてい
るなど、多くの要素が複合的に関連し合うこ
とで虐待の事実の発覚が遅れ、深刻化してし
まうと考えられます。従って、虐待の早期発
見のための仕組みを整えることが重要です。
　障害者虐待防止法が制定される前に、既に
児童虐待防止法、高齢者虐待防止法が制定さ
れておりました。このような中で、2006年
第61回国連総会で、障害のある人の権利に
関する条約を採択しました。この障害者の権
利条約第16条は搾取、暴力、および虐待か
らの自由と題して、あらゆる形態の搾取、暴
力、および虐待から家庭の内外で障害者を保
護するための立法上、行政上、社会上、教育
上、その他の措置を取ることを締約国に義務
付けています。
　この権利条約、日本は2007年9月に署名し
ております。2014年1月に批准をし、同年の
2月に日本国内において効力が発生している
と、こういうことでございます。こうした国
内外の状況の中で障害者虐待防止法は2011
年6月に成立し、翌年2012年の10月から施行
されています。
　続きまして、障害者虐待防止法と、既にあ
りました児童虐待防止法、高齢者虐待防止法、
これら三つの虐待防止法の適用関係について
整理しています。まず、年齢による区分とし
て、児童虐待防止法は18歳未満の障害児を
含めた児童に対する虐待について定めた法律
です。それから、高齢者虐待防止法は65歳
以上の高齢者に対する養護者、すなわち同居
の家族や介護施設従事者等による虐待につい
て定めた法律です。
　しかしながら、虐待を受けた人の所在場所
によっても適用関係が変わりまして、例えば
高齢者でかつ障害者でもある人に対する養護
者、すなわち家庭における家族からの虐待の
場合は障害者虐待防止法、こちらが適用され
ます。また、障害者総合支援法が適用される
施設における施設従事者による虐待の場合は、
虐待された人が18歳未満であっても、また、
65歳以上であっても障害者虐待防止法のほ
うが適用されます。さらに、児童福祉法に基
づく障害児入所施設における施設従事者の虐
待については児童福祉法という法律になりま
す。それから、介護保険法に基づく高齢者施
設における高齢者に対する虐待は高齢者虐待
防止法、こちらが適用されます。
　こちらの資料の表にあるように、法の適用
関係は各法の適用対象者やどの法律に基づく
施設にいるかによって異なり、なかなか一度
説明を聞いただけでは理解が難しいと思いま
す。虐待に対処するための法律という法の目
的が同じならば統一的な「虐待防止法」のよ
うなものを作ればいいように思いますが、現
状は三つの法律の縦割り状態です。このよう
に、虐待に限らず障害者施策というのは多く
の法律が入り組んでいます。こうした分かり
にくさ、例えば相談したくても相談窓口が多
岐に分かれていてどこに行くべきなのかよく
分からない状況など、第三者からのみならず
当事者から見ても障害者の権利擁護のための
仕組みは複雑で分かりにくいものとなってい
るように思います。
障害者虐待防止法の概要
　次に、障害者虐待防止法の概要について見
ていきます。まず、障害者虐待防止法の目的
の規定ですけれども、『障害者に対する虐待
が障害者の尊厳を害するものであり、障害者
の自立及び社会参加にとって障害者に対する
虐待を防止することが極めて重要であること
等に鑑み、障害者に対する虐待の禁止』、『国
等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対す
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る保護及び自立の支援のための措置』、養護
者に対する支援のための措置等を定めること
により、『障害者虐待の防止、養護者に対す
る支援等に関する施策を促進し、もって障害
者の権利利益の擁護に資することを目的とす
る』と定めています。この法の目的から明ら
かなことは、同法は虐待をした行為者を処罰
するための法律ではないということです。同
法は虐待の防止と障害者および障害者を擁護
する人への支援のための法律であるというこ
とです。従って、この法律のいわば支援法と
しての趣旨目的にかなう虐待対応が求められ
ることになるということになります。
　続きまして、この法律の保護対象となる障
害者に関する規定ですが、『身体障害、知的
障害、精神障害（発達障害を含む。）その他
の心身の機能の障害がある者であつて、障害
及び社会的障壁により継続的に日常生活又は
社会生活に相当な制限を受ける状態にあるも
のをいう』という定義になっております。従
いまして、同法における障害者の範囲は非常
に広いです。例えば高次脳機能障害であった
り、難病、その他障害者手帳を持たない障害
者も対象となりますし、本人に障害者である
という自覚も必要ではありません。
　次に、障害者虐待防止法における障害者虐
待の類型について説明をします。こちらの三
つが対象となる虐待累計ということです。一
つ目の養護者による虐待、これは家庭内での
家族による虐待の類型です。二つ目の障害者
福祉施設従事者等による虐待というのは、こ
れが施設内での虐待ということで、これが本
日のシンポジウムの中心であります。対象と
なる施設の種別についてはこちらの表一覧に
まとまっておりますのでご覧ください。それ
から、使用者による虐待というのは、障害者
を雇用する事業主による虐待ということにな
ります。以上の三つの類型のみがこの法律の
対象となる虐待類型ということでありまして、
現状では学校であったり、保育所であったり、
医療機関における障害者虐待というのがこの
障害者虐待防止法の対象ではありません。
　続きまして、法律における虐待の種類が5
つあります。身体的虐待、性的虐待、心理的
虐待、放置・放棄、それから経済的虐待、こ
の5つということになります。それぞれの定
義と具体例というのを見てきたいと思いま
す。こちらこちらに掲載した具体例は、厚労
省が出している市町村向けのマニュアルの中
に載っている具体例ということになっており
ます。法律上の定義は、一番上の太い字で書
かれているものだけです。
　まず、身体的虐待の法律上の定義というの
は、『障害者の身体に外傷が生じ、若しくは
生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な
理由なく障害者の身体を拘束すること』とい
う定義になっています。具体例については皆
さんお読みください。また、性的虐待につい
ては、『障害者にわいせつな行為をすること
又は障害者をしてわいせつな行為をさせるこ
と』という定義になっています。それから心
理的虐待については、『障害者に対する著し
い暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別
的言動その他の障害者に著しい心理的外傷を
与える言動を行うこと』という定義になって
います。それから、放棄、放置、いわゆるネ
グレクトですが、『障害者を衰弱させるよう
な著しい減食又は長時間の放置、他の利用者
による、1から3までに掲げる行為と同様の
行為の放置、その他の障害者を擁護すべき職
務上の義務を著しく怠ること』という定義で
す。そして最後の経済的虐待は、『障害者の
財産を不当に処分することその他当該障害者
から不当に財産上の利益を得ること』、この
ような定義になっております。
　こうした虐待の法律上の定義を見ていきま
すと、性的虐待の定義は解釈の余地が非常に
広い、言ってしまえば緩い定義となっていた
と思いますが、身体的虐待、心理的虐待、そ
れから放棄や放置、ネグレクトがかなり厳格
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な定義となっておりまして、相当ひどい目に
遭わなければ法律上の虐待と認められないよ
うになっています。
　続いて、国や地方公共団体の責務に関する
規定ですけれども、関係機関との連携の強化
であったり、体制の整備、職員の研修、そし
て広報、啓発活動ということが責務となって
います。また、この法律は国民の責務という
ものも定められております。理解を深めるこ
ととか、施策に協力することということです
ね。それから、虐待の早期発見ということで、
市町村や都道府県は虐待の早期発見に努めよ
という規定になっています。ここでの早期発
見とは先ほど確認した虐待の定義に該当する
行為を早く発見せよということだと思います
が、痛ましい虐待が発生するのを防止すると
いう虐待の予防については、この法律は特に
何も定めていないように思います。
　次に、虐待に関する通報や届け出について
見ていきます。まず、通報に関してですけれ
ども、虐待を受けたと思われる障害者を発見
した者は速やかにこれを市町村に通報しなけ
ればならないとされております。また、虐待
を受けた障害者はその旨を市町村に届け出る
ことができるということで、障害者本人が虐
待の被害を届け出るということも想定してい
ます。こうした通報や届け出先というのは基
本的に市町村、あるいは市町村が設置してい
る障害者虐待防止センターが通報先というこ
とになります。
　この通報義務に関してなんですが、虐待を
受けたと思われる障害者と規定されているの
で、通報の時点では先ほど確認した法律にお
ける定義に該当していることは要件ではあり
ません。従って、通報者の主観で判断すれば
よいということになります。従いまして、通
報者が法律に定める虐待かどうかは分からな
いけれど、これはよくない言動だと感じたと
きは通報していいということです。障害者を
取り巻く人々の人権意識が高ければ高いほど、
痛ましい虐待が起きる前に対処できる可能性
が高まることになります。たとえ通報した後
それが虐待と認定されなくても、いったん行
政に介入させることが虐待防止、予防につな
がると思います。
　また、通報義務は誰が負う義務かも限定さ
れていませんので、施設関係者のみならず障
害者の家族、知人、あるいは通りすがりの人
でも、誰でも虐待と思われる場合は通報義務
を負うことになります。さらに、通報者が職
務上の守秘義務を負う場合であっても、虐待
通報に関しては刑法上の秘密漏示罪に問われ
ることはありませんし、職員としての守秘義
務違反を問われることもありません。さらに、
施設従事者による通報の場合は、通報したこ
とを理由とする解雇、その他不利益取り扱い
も法律で禁止されており、通報者に対する保
護も規定されています。ただ、この通報義務
に違反した、すなわち虐待だと思われる事態
に直面したのに通報しなかったといった場合
であっても、罰則は規定されていません。従っ
て、障害者やその家族から虐待の相談を受け
た施設側が通報義務を果たさず事実を隠ぺい
した場合などは、社会福祉法や障害者総合支
援法に定められた都道府県による施設の指定
取り消しなどといった権限行使の根拠となり
ます。
　続いて、虐待の3類型ごとの通報や届け出
後の流れを見ていきます。このスライドが三
つ全部まとめて載っているものなんですが、
特に養護者による虐待、それから施設従事者
による虐待については少し細かい手続きの状
況を見ていきたいと思います。
　まず、養護者による障害者虐待にかかる通
報に関してですが、通報先は市町村、障害者
虐待防止センターということになります。市
町村は虐待を受けたとされる障害者の、まず
安全の確認と事実確認を行います。このとき
障害者に生命あるいは身体に重大な危険が生
じている恐れがあると認められるようなとき
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は、障害者を一時的に保護するということに
なります。また、必要に応じて居室の確保や
住居への立ち入り調査を行い、警察に対する
援助要請を行うことができます。その他、虐
待を行った養護者と障害者の面会の制限をす
ることもあります。このように、虐待を受け
た障害者の安全確保と保護を実施した上で、
虐待を行った側である養護者に対しても負担
やストレスの軽減を図るなどの支援も法律で
規定されているのが養護者による虐待の対応
の特徴です。
　それに対しまして、障害者施設の従事者に
よる障害者虐待についての対応を見ていきま
す。通報先は同じように基本的には市町村、
虐待防止センターですが、通報を受けた市町
村にはその旨を都道府県に報告することが義
務付けられています。施設虐待への対応は市
町村が対応主体となって虐待の事実の調査、
確認を行い、市町村から報告を受けた都道府
県が施設への権限行使を行うということが定
められているだけです。従って、被害者であ
る障害者を他の施設に移して保護するなど、
事後のケアについては特に法律は定めていま
せん。従って、多くの場合障害者は虐待を受
けた施設にとどまることになり、再発防止は
施設頼みの状況で、障害者の不安感は大きい
のではないでしょうか。
　また、使用者による障害者虐待の報告を受
けた場合の措置は、最初の表でいうと一番下
の所になるんですが、使用者による虐待の通
報先、これは市町村ではなくて主に都道府県
ということになっています。都道府県が通報
を受けた後労働局に報告をし、労働基準監督
署や公共職業安定所が労働基準法や障害者雇
用促進法、その他労働関係法規の規定による
権限を適切に行使していくという流れです。
使用者による虐待の多くは最低賃金法違反の
低賃金で障害者を就労させるなど経済的虐待
が大半を占めていることから、労働行政によ
る是正勧告や法律による罰則の適用によって
解決を図ることが可能であるということから、
このような仕組みとなっていると思われます。
施設における障害者虐待の状況（全国）
　続きまして、厚労省が公表している調査結
果を基に、障害者虐待防止法が施行された後
の、特に施設内での障害者虐待の状況につい
て概観していきます。まず、全国の状況を見
ていきます。障害者虐待防止法が施行された
平成24年度の施設虐待に関する相談、通報
件数は939件から始まっています。そして市
区町村等による虐待判断ケース、すなわち通
報された虐待のうち法律に該当する虐待であ
ると判断された件数が80件、それから被虐
待者数は176人ということでした。その後、
表にあるように全体として増加の一途をたど
りまして、直近の平成28年度は相談通報件
数2115件、虐待判断件数401件、被虐待者数
672人となっており、通報件数は2倍強、虐
待件数は5倍に、そして被虐待者の数は4倍と、
大きく増加しているのが分かります。
　こうした増加傾向は、施設における虐待そ
のものが増えたと見るよりも、防止法の周知
が進んだことで相談、通報、届け出、こういっ
た件数が増えたということが大きな要因では
ないかと思います。また、通報件数が2倍に
なったのに対して虐待と判断されたケースが
5倍となっている点については、どういう行
為が虐待に該当するのかの理解が進んだこと
で確度の高い通報が増えたであるとか、ある
いは行政による虐待の調査判断が成熟してき
たというふうに見ることもできるかもしれま
せん。いずれにせよ、施設における虐待の可
視化が進んでいるということであるならば、
虐待防止法の効果として評価することができ
るのではないでしょうか。
　ただし、これは2016年の調査結果ではあ
りますが、相談、通報件数に占める虐待認定
件数の割合は、養護者による虐待の場合は
33.4％ということになっているんですけれ
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ども、施設従事者による虐待は19％、そし
て使用者による虐待ですとかなり増えまして
78％ということで、施設虐待、施設従事者
による虐待の認定率が他の2つに比べて著し
く低い結果となっています。施設虐待の認定
率の低さを見るに、やはり市町村による調査
判断の難しさを物語っているように思います。
　次に、施設虐待の相談、通報、届け出者
の内訳を見てみます。本人による届け出が
18.9％ということで最も多い1位です。以下、
2位が当該施設事業所の職員、3位が家族、
親族、4位が当該施設事業所の設置者、管理
者、5位が相談支援専門員という形になって
います。ちなみに、本人による届け出という
のは、使用者による虐待の場合でも1位です。
一方、養護者による虐待では警察が1位でし
て、2位が本人による届け出となっている状
況です。このように、障害者本人による施設
虐待の届け出が1位であるということをどう
評価するかですが、本人による届け出には障
害者本人に意思表示の能力や届け出をすると
いう行動能力が不可欠であるということから、
こうした能力を欠く重度の障害者については
届け出ができないわけですので、統計に表れ
ている施設における虐待件数はもしかしたら
氷山の一角で、実際にはもっと多い虐待が潜
在化している疑いがあるというふうにも考え
られます。従って、施設における虐待では、
施設の職員や管理者といった施設側からの通
報を増やして施設の透明性を図っていくこと
が必要であるように思います。
　次に、虐待行為者、すなわち加害者の性別
や年齢、職種の内訳というのを見てみます。
男性が加害者になっていることが多いような
統計になっています。年代については特にど
の年代が加害者になってるということはない
ようです。施設虐待の行為者の職種について
ですが、1位が生活支援員、40.1％というこ
とで、2位がその他従事者、3位が管理者、4
位が指導員、5位が世話人となっています。
障害者にとって身近な施設従事者である生活
支援員からの虐待が非常に多いということが
分かります。
　また、職員の雇用形態、一番下の表ですけ
れども、雇用形態は正規職員が加害者になっ
てることが52.9％、非正規職員が17.1％と
なっており、不安定雇用になりがちな非正規
の職員が虐待の行為者に多いのかなというイ
メージは間違っていたのかなとも思えるの
ですが、しかし、一番下の不明という欄が
30％もありまして、一概には断定すること
ができません。むしろ不明がこれだけ多いと
いうことが施設職員の雇用の不安定さを物
語っているように思います。
　続きまして、行われた虐待行為の類型は身
体的虐待が最も多くて、心理的虐待、性的虐
待、経済的虐待、放棄、放置という形になっ
ています。かつ、虐待の程度については大半
が軽度のものであるという状況であります。
それから、虐待を受けた被害者の性別、年
齢、それから障害種別を見ていきますと一番
下の所、赤で囲った部分がありますが、障害
者種別については知的障害を負っている人が
68.6％と、圧倒的に被害に遭いやすいという
ことが分かります。障害により虐待の被害を
認識できなかったり訴えられない、そういう
知的障害者が虐待の被害になりやすいという
ことが伺える結果となっています。
　続きまして、施設虐待の発生要因について
見ていきます。割合の大きい順に上から並ん
でおります。1位が教育や知識、介護技術等
に関する問題が原因である、2位が倫理感や
理念の欠如、3位が職員のストレスや感情コ
ントロールの問題、4位が虐待を助長する組
織風土や職員間の関係性の悪さ、5位が人員
不足や人員配置の問題および関連する多忙さ
ということになっております。
　この要因の1位と3位というのは相互に深
く関連し合っているように思われます。つま
り、経験や知識が増えたり技術レベルが上が
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るとともに倫理感や理念が醸成されるもので
はないかということです。したがって、施設
職員の知識、経験、技術の未熟さ、職務に対
する意識の低さが虐待につながっているとい
うことでしょう。それから、2位と4位、5位
もまた相互関連性が非常に深いと思います。
施設従事者の労働環境、労働条件の悪さとい
うのがよく指摘されているところですし、そ
うしたことへのストレスと現実に日々障害者
と向き合う中で抱える身体的、精神的負担と
が相まって虐待へと向かわせてしまうという
ふうに考えられるのではないでしょうか。
　その他、市町村や都道府県の対応状況、あ
るいは施設の対応状況についてはこちらの2
枚のスライドで確認をしてください。
栃木県における障害者虐待の状況
　次に、栃木県の施設虐待の状況について見
ていきます。調査初年度の平成24年の相談、
通報、届け出件数9件から増えていっており
まして、平成27年度は前年度の3倍に急増し
ています。その後、平成28年、平成29年度
と相談、通報、届け出件数というのは20件
を超えています。ただし、虐待と認定された
件数は平成28年度が6件ということで少し多
くなっていますが、大体、2件から4件程度
で推移をしており、通報件数の伸びと認定件
数の伸びは比例していないというようです。
　このことをどう評価するかは実態を詳しく
見なければ正確な分析はもちろんできません
が、もし施設虐待に関して相談、通報、届け
出がしやすい環境が整ってきたことで通報件
数が伸びたとするならば、今後の虐待防止、
予防にとっては肯定的な評価をすべきだろう
と思います。その一方で、相談、通報、届け
出をした人から見れば勇気を出して相談、通
報、届け出したにも関わらず、その多くが虐
待と判断されなかったことになり、虐待と認
定されなかった事案がどのようなものなのか、
なぜ認定されなかったのか、非常に気になる
ところであります。そして、こちらが虐待の
種別についての統計がこちらの44ページの
スライドということになります。栃木県が公
表している統計資料というのは以上でありま
す。
栃木県の施設虐待の事例集（素案）（＊後掲
のパワーポイント資料35頁～43頁参照）
　次に、現在栃木県が作成を進めている、施
設における障害者虐待対応事例集の草案とい
うものをお借りして、ここで6件の虐待事案
の内容と行政の対応がまとめられております
ので、こちらのケースについて紹介をしてい
きます。こちらのケースについては書かれて
いる内容を紹介するのにとどめて、後のシン
ポジストとの議論の中で中身を深めていきた
いと思います。
　まず、事例の1について見ていきます（資
料46頁から48頁参照）。基本情報ということ
ですけれども、まず施設としては自立訓練の
施設である、虐待の種類は身体的虐待、被害
者は10代男性、発達障害を持つ方というこ
とです。行為者、すなわち加害者ということ
になりますが、30代男性の生活支援員とい
うことでした。概要ということで、市町の児
童福祉担当課を経由し市町村担当課に通報が
あった。調査を実施したところ、本人は虐待
行為を否認したけれども、第三者を含む関係
者の証言が一致しているということで虐待を
認定したということです。そして最終的に事
業者に対し再発防止の勧告を行った。概要と
してはこのような状況。
　そして3番、原因、背景等ということで、
4択になっていまして、ここに当てはまる所
にチェックを入れるような形式になっていま
す。詳しい対応経過が次の資料ということに
なります。通報当日から始まりまして、1日
後にはもう市町村担当課に引き継がれている
ということです。県にも報告がされている。
通報内容としては、行為者が被害者の襟をつ
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かんで倒しビンタした。行為者による複数の
利用者への暴力や暴言がひどい。こういった
内容の通報であったということです。
　1日後の段階で緊急性を判断しているとい
うことです。複数の利用者による常習性のあ
る虐待の疑いがあるということで、速やかな
事実確認が必要であると判断、このように
なっております。従いまして、1日後には既
に市町村担当課と県障害福祉課が合同で事業
所に対し監査を実施したということでありま
す。結構動きは迅速にされているんだなとい
うことに驚きました。それから5日後、引き
続き事業所の監査を実施という形になってお
りまして、スライド3ページの所にいきますと、
事実確認の結果どういう状況だったか、先ほ
ど概要の所でも述べましたが、行為者、加害
者本人は否認していると。それから、施設の
管理者については見てないし報告も受けてい
ないということで、施設側も否認をしたとい
うことですが、第三者、従事者を含む関係者
への聴取の結果、証言が一致ということで1
カ月後に虐待認定、身体的虐待ということで
認定をされております。
　最後、結果としましては、県による権限行
使の中身ですけれども、再発防止策を講じる
ように改善勧告を行った。そしてその後改善
が行われることを確認したというふうに記述
されております。事業者はどんな対応をした
のかというと、全従業員に対して虐待防止研
修を実施した。それから、体制を見直して報
告、連絡、相談がしやすい体制を整えた。こ
ういうふうになっております。
　続きまして、事例の2（資料49頁から51頁
参照）、こちらも身体的虐待に関する事例で
あります。短期入所の施設が舞台でありまし
て、40代男性、知的障害、行動障害を持つ
方です。加害者としては60代男性の生活支
援員ということであります。概要としまして
は、事業所の管理者から市町村の担当課およ
び県福祉課に通報があった。管理者からの通
報の事例ということです。先ほどの事例の1
は通報者は誰かということがここでは明記さ
れていないのですけれども、こちらは管理者
のほうから通報されてるということです。
　それから原因、背景については4択のうち
上二つにチェックが入っております。それか
ら具体的な対応経過ですけれども、通報当日
に事業所の管理者から市町村担当課、県に通
報があったと。通報内容は、被害者が行為者
を殴った。まず被害者が行為者を殴ってし
まった。行為者、加害者のほうが防衛本能的
に被害者に殴り返したということが通報内容
でした。
　緊急性の判断においては、事実関係が明ら
かになっている、速やかな通報も管理者のほ
うから行われているということで緊急性は低
いと判断されております。そこから5日後に
事業所の調査を実施して、今回の暴力は反射
的なものであって常習性はないと。それから
被害者に対する危険性は低いという形で判断
されております。どの程度の力で殴ったのか
とか、けががあるかどうかということについ
てはここには一切記載はされておりません。
　そこから1カ月後に実地調査を実施したと
いうことであります。事実確認の結果、行為
者が殴ったという虐待行為については認めて
おりまして、スライドの3ページのほうにい
きますと、被害者については別の利用者の衣
服を着用してるのを行為者、加害者のほうが
発見し、行為者がこれを注意し衣服を脱がそ
うとしたところ、被害者が行為者の顔面を
殴った。行為者がとっさに殴り返してしまっ
たという事案でした。これについて1カ月半
後、身体的虐待ということで虐待認定をされ
ております。県の権限行使の中身としては、
事業者に対し虐待の再発防止を文書で指導し
たと。事業者としては虐待防止委員会を設置
し、再発防止策を策定したということで終
わっております。
　続いて、事例の3を見ていきます（資料52
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頁から54頁参照）。これは身体的虐待、心理
的虐待、二つにまたがる事案です。被害者は
30代の男性、知的障害、行動障害がある方。
行為者、加害者は60代女性の生活支援員で
す。こちらの事例3も先ほどの事例2と同様、
事業所の管理者からの通報でありました。調
査を実施したところ、虐待行為を行為者本人
が認めたということで虐待認定していると。
こういう形で、再発防止の文書指導。原因や
背景についても4択の1番目と3番目にチェッ
クがされております。
　対応経過に関してですけれども、通報当日、
事業者の管理者が市の担当課に通報があっ
た。通報内容としては、行為者が被害者をト
イレの用具入れに閉じ込め施錠し放置したと
いう通報内容ということです。緊急性の判断
においては、被害者の身体、生命への影響は
少ないということですね。それから、通報内
容から虐待である可能性は高いということで、
事業所の調査を実施することにしたというこ
とであります。そして1日後に実際に事業所
の調査を実施しているということです。
　事実確認の結果の所ですけれども、虐待
の認識は行為者自身は否定したわけですが、
やった行為自体は認めた。軽い気持ちで行っ
たものであり常習性はないと本人は主張した
ということです。被害者については障害の状
態から意思疎通が困難な状態であったという
ことで、聞き取りはできなかったということ
だと思います。そして虐待の有無の判断とい
うことですが、19日、これも比較的早い段
階で認定がされて、身体的虐待、心理的虐待
ということです。そして結果ということで、
県の権限行使としては、先ほどの事例の2と
同じですね。再発防止の文書指導、それから
事業者としては防止研修の徹底を図る、それ
から県の虐待防止研修にも積極的に参加す
る、このような形です。この事例2と3とい
うのは管理者からの通報だということで、行
政の対応としては管理者以外からの通報より
も緩やかな対応なのかなというふうにも思え
たりします。後で議論をしてみたいと思いま
す。
　それから、事例の4を見ていきます（資料
55頁から57頁参照）。これは心理的虐待の事
例です。男性ということなんですが、小学校
の低学年の男性、発達障害を持つということ
です。虐待の行為者は40代女性の保育士と
いうことであります。概要としましては、保
護者から相談を受けた計画相談支援機関が市
町村の担当課に、利用児童の保護者から県セ
ンターに、それぞれ通報があったということ
です。調査を実施したところ、療育の一環と
称して利用児童の体に粘着テープを二重に巻
いたこと、および利用児童に対する暴言が確
認されたということで虐待を認定した。
　事業所に対して十分な管理体制の整備、再
発防止の勧告を行ったという概要であります。
原因背景は1番目と4番目にチェックがされ
ております。対応経過ということですけれど
も、通報当日、利用児童がおびえていると。
それから、保育士に粘着テープでグルグル巻
きにされると子どもが言っていると保護者か
ら通報内容ということです。緊急性の判断と
いうことなんですが、日時や被害者等は特定
されていないが、虐待行為が継続している可
能性があるということで、市町村担当課それ
から県の障害福祉課が合同で当日中に事業所
調査を実施するということになっております。
当日に行われているというところが特徴です。
　それから、当日の調査から20日後に新た
な虐待行為が認められた。暴言、行為丸2と
書いてある、暴言が新たに認められたという
ことであります。そして事実確認の結果、行
為1、グルグル巻きにされるほうの行為1は
主たる行為者が主導で触覚過敏の児童の訓練
の一環として行われていた。行為を疑問視す
る従業者等はいたが、主たる行為者が経験年
数が長かったことから他の従業員が意見を言
うことができなかったということでした。
- 13 -
福祉施設内の権利擁護と虐待防止に向けて
―行政と法はどう対応すべきか―
　本件通報の半年前に法人本部では行為1に
疑いがあることを把握していたにも関わらず
何ら対応を取らなかったということも明らか
になり、この通報以外に利用児に対して「臭
い」などの暴言行為2は確認されたというこ
とであり、1カ月後に虐待認定、心理的虐待
ということで認定されております。結果とい
うことで、県の権限行使ですけれども、組織
管理体制の充実を指導した、改善勧告を行っ
た、改善状況を確認した、このような形になっ
ておりまして、事業所における対応はこのよ
うに書かれておるわけですけれども、下から
二つ目、保護者など第三者の意見を聞く仕組
みも導入した。主たる行為者は懲戒解雇した
という結果になっております。
　そして事例の5ということで、これが性的
虐待の事例であります（資料58頁から60頁
参照）。被害者は40代の女性、精神障害を持
つ方です。虐待の行為者は60代男性、法人
代表者兼生活支援員です。概要としては、被
害者から相談を受けた知人から市町村セン
ターおよび県センターに通報があったという
ことです。調査を実施したところ、行為者が
被害者の同意を得ず不適切な身体的接触を
行ったことが確認され、性的虐待が認められ
行政処分を行った、こういった形です。
　原因、背景については上三つにチェックが
されております。対応経過としましては、通
報当日に知人から相談を受けて、その知人か
ら通報という流れになっておりまして、通報
内容は虐待の行為者から肩、背中、ふくらは
ぎ等をもまれた、これまで2回もまれたこと
があるという通報内容であったということで
す。緊急性に関しては、通報時には既にこの
施設への通所を被害者自身がやめていたこと
から、被害者の安全は確保されていると判断
しているということです。ただ、安全確認と
いうことで1日後には県と市が合同で事業所
を訪問し、事実確認をしているということで
す。
　事実確認の結果、行為者はマッサージにつ
いて虐待の認識は否定したが行為自体は認め
た。当該行為について行為者の証言と被害者
の証言が一致したということであります。行
為の内容としては背中、肩、ふくらはぎを2
回にわたりもんだ、それから当該行為を行う
に当たり被害者から行為者に明確な同意はな
かった。それから管理者は1回目の行為の後、
被害者から相談を受けていたが管理者は対応
を取らなかった、こういったことが分かった
ということです。
　そして、かなり迅速です。6日後に性的虐
待の虐待認定が行われております。行為者が
行為を認めていることと、行為者は虐待と認
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識していないが行為者の自覚は問わない、要
するにこれは虐待だと思っていなくてもやっ
た行為から虐待と認定したと、こういうこと
であります。結果として県は監査を実施し、
行政処分ということで新規受け入れ停止6カ
月の処分をしました。その行政処分の1カ月
後、この事業所は廃止をしているということ
であります。
　そして最後、事例の6番、経済的虐待の事
案です（資料61頁から63頁参照）。被害者は
男性、40代、知的障害の方。行為者は40代
女性の世話人です。概要としまして、管理者
から県の福祉課に通報があったということで
あります。県障害福祉課から市町村担当課、
県外市町村担当課に引き継がれたということ
です。調査を実施したところ、行為者が被害
者から預かった通帳を隠し持ち、不正に引き
出していたことが確認された。事業者に対し
再発防止の文書指導を行ったと概要でまとめ
られております。
　原因、背景については下の二つにチェック
がされております。対応経過としましては、
通報当日管理者から県の障害福祉課に通報が
あった。通報内容としては、行為者が既に警
察に逮捕されたということでした。それから
行為者が被害者の二つある口座のうち一つの
通帳およびキャッシュカードを隠し持ち、そ
れらを利用して預金の約20万円を不正に引
き出していたというものでした。
　緊急性としては、既に行為者の身柄が警察
にあることから新たな被害発生の可能性は低
いと判断していますが、早急な調査を行うこ
ととするということで、4日後に合同で事業
所の調査を実施しています。そして結果、通
帳の記録等から着服の事実が確認されたとい
うことであります。虐待の内容については、
おのおのお読みください。そして1カ月半後
に経済的虐待の認定がされております。結果
としまして、県の権限行使としては預かり金
管理体制の整備、再発防止を文書指導、それ
から改善状況につき現地調査を実施し改善さ
れていることが確認したということです。事
業所における対応としては預かり金管理規定
を見直し、再発防止策を徹底した。そして事
業者が被害者に対して被害金額全額を弁済し
た。こういう形で終了しているということで
あります。
障害者虐待防止法の問題点
　長くなっております。時間を超過しそうで
すけれども、最後に私のほうから問題提起を
3点させていただきたいと思います。
　まず1点目としまして、厳格過ぎる虐待の
定義ということで一つお話をしたいと思いま
す。先ほど虐待防止法の概要の所で法律にお
ける五つの虐待の定義を紹介しましたが、こ
れらの定義は厳格過ぎるのではないかという
ことを指摘したいと思います。同法の制定の
きっかけとなった障害者の権利条約では、虐
待を類型ごとに個別に定めるやり方をしてい
ません。それなのになぜ障害者虐待防止法が
この5類型に当てはめることにしたのか。こ
うした虐待の類型化や厳格な定義が虐待防止
や早期発見、ひいては障害者の権利擁護に有
益か否かは疑問です。
　例えば、施設職員による障害者に対する軽
いからかいや、SNSなどに写真を無断で掲載
する。あるいは実際にあったケースとして、
私はうそつきですと記載されたカードを知的
障害者の首から下げさせるといった行為があ
りましたが、こういった行為は障害者虐待防
止法の虐待の定義には当てはまりません。例
えば、心理的虐待の定義に戻っていただきま
すと、お手元の資料でいうとパワーポイント
の22ページ、心理的虐待の定義の所でしたが、
心理的虐待の定義は障害者に対する著しい暴
言、または著しく拒絶的な対応、または不当
な差別的言動、その他障害者に著しい心理的
外傷を与える言動を行うことと定義されてい
ます。
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　特に虐待の被害に遭いやすい知的障害者の
場合は、私はうそつきですというカードを首
から下げさせられたとしても著しい心理的外
傷を自覚していない、あるいは自覚できない
場合があり、障害者本人に著しい心理系外傷
を与える言動という心理的虐待の定義には当
てはまりません。
　また、例えば職員が障害者の服を着替えさ
せる際に障害者が言うことを聞かなかったと
き、軽く頭をはたくような行為もまた、身体
的虐待の定義には当てはまりません。パワー
ポイントのページ数でいうと20ページに身
体的虐待の定義が載っておりますが、障害者
の身体に外傷が生じ、もしくは生ずる恐れの
ある暴行を加え、または正当な理由なく障害
者の身体を拘束することという定義が身体的
虐待の定義なので、外傷を負わせるような程
度ではない行為は法律上の身体的虐待ではな
いということになります。
　しかし、これらの行為は明らかに人の尊厳
を無視した行為ではないでしょうか。ちなみ
に先ほど、首から私はうそつきですというカー
ドを下げさせられたという実際に起こった事
案については、これは姫路市の事案だったの
ですが、姫路市の施設で発生しておりまして、
障害者総合支援法、虐待防止法ではなくて障
害者総合支援法における「人格尊重義務」違
反ということで姫路市が施設の指定を6カ月
停止処分としました。その後この施設は事業
廃止したということであります。
　こうした厳格な虐待の定義は、恐らく虐待
防止法として日本で最初に制定された児童虐
待防止法の定義をその後に作られた高齢者虐
待防止法や障害者虐待防止法でもそのまま
使っていることからきているものだと思いま
す。児童虐待の場面では行政の介入の際に必
ず親の親権が壁となって立ちはだかります。
従って、児童虐待の場合は親の親権の一部で
ある親の懲戒権の行使としてのしつけと虐待
とを厳格に線引きすることで親権の壁を越え
て行政が家庭内に介入し子どもを救済するこ
とを正当化するために厳格な虐待の定義が必
要となるわけです。一方、高齢者虐待防止法
の対象となる高齢者や障害者虐待防止法の対
象となる障害者は、基本的に大人です。認知
症や障害があっても1人の独立した人格とし
て尊重されるべき存在なので、厳格な定義は
不要であり、かえって権利擁護の妨げになる
と考えます。
　また、障害者虐待防止法の目的を確認した
ところでも指摘をしましたが、障害者虐待防
止法は虐待をした加害者を処罰する法律では
ありません。もし処罰法、すなわち刑事法で
あれば罪刑法定主義の要請からいかなる行為
が犯罪行為となるかを厳格に定義しなければ
ならないわけですが、虐待防止法はむしろ虐
待の予防や被害者の保護・支援のための法律
なわけですから、被害者の視点に立って、法
律の定義に必ずしも当てはまらないささいな
からかいや、けがを負わせるまでに至らない
暴力、障害者本人の承諾なく撮影した写真を
SNSに投稿されるなど、通常であれば他人の
人格や尊厳を傷付けると判断して決してしな
いことを障害者に対しては行う、こういうこ
とは全て虐待として相談、通報、届け出の対
象とするべきだと考えます。
　先ほど紹介した栃木県の事例集において明
らかですが、現場においては障害者本人の虐
待をされたという被害の自覚を問わない取り
扱いがされています。しかし、現在の法律の
定義はそうなっていません。現場の判断と法
の定義は乖離しているといえます。そもそも
虐待という言葉が通報をためらわせる要因と
もいえます。すなわち虐待という言葉の持つ
意味や響きは比較的重い、被害の大きい行為
としての身体的虐待や性的虐待を一番に想起
させるでしょう。
　従って、五つの虐待類型の後に、例えば「そ
の他障害者の尊厳や人格を傷付ける行為」と
いうのを定めることで、厳格な定義から漏れ
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落ちる行為も法の対象とすることができると
思います。その意味で現在の虐待防止法は障
害者の権利擁護の面で不十分だと考えます。
虐待は一回的、突発的に生じるものもありま
すが、多くは日頃の障害者に対する尊厳軽視
の態度、言動の積み重ねの中で徐々にエスカ
レートしていくものであることを考えれば、
最終的に表面化した結果だけを虐待と捉える
のは狭過ぎるように思うのです。通常であれ
ば他人にはしない、すべきでないことを認知
症の高齢者や障害者にはする、これだけで虐
待という扱いをしていいと思います。早期の
介入が権利擁護につながると思います。
　ただし、早期の介入、過度な介入がかえっ
て権利侵害となることもありますので、虐待
対応には専門的知識、資格を有する専門家の
判断が不可欠でしょう。その意味で現在の市
町村における障害者虐待防止センターの職員
の専門性は十分なのかというところが疑問に
思います。また、障害者総合支援法において
は、福祉サービスの給付の面では三つの障害
を統一化することになりましたが、個々の障
害が持つ特性は変わっていないわけです。特
に障害者虐待の被害者の多くは知的障害者で
あること考えれば、知的障害者の権利擁護、
虐待の防止や届け出、通報の支援を知的障害
者に重点的に行う必要があるのではないで
しょうか。
　2点目の指摘として、施設虐待における責
任体制について見ていきたいと思います。施
設内の虐待では基本的に市町村が虐待か否か
の調査、判断をするわけですが、市町村の調
査能力は、先ほども言いましたが、十分でしょ
うか。統計でも表れていたように、施設虐待
の認定率の低さが、調査能力が十分でないこ
とが影響しているように思われます。市町村
の調査能力が十分でないならば、専門的な資
格を持つ職員を配置するとか、警察等との関
係機関との連携をより積極的に検討していく
必要があるのではないでしょうか。
　また、市町村などに寄せられる施設に関す
る苦情や、施設のほうから出される事故報告
書の中に虐待事案が潜んでいる可能性があり
ます。必ずしも市町村の虐待防止センターへ
の通報や届け出ではなかったとしても、虐待
か否かを調査し判断する仕組みを虐待防止法
の中に明確に定めるべきだと思います。こう
した目的に使えそうな制度がさまざまな法律
に散らばっていますので、それらを整理、統
合し、特に横のネットワークをしっかりつくっ
ていくことが必要ではないかと思います。さ
らに、先ほども述べましたが、虐待防止法で
は通報に対する市町村の初期対応と調査確認
から都道府県による権限行使までしか定めら
れていません。その後の施設への長期継続的
な監視や監督、あるいは被害者である障害者
やその家族へのケアの視点が欠けています。
施設や被害者らに対する長期的な監督と支援
というものも必要でしょう。
　行政による虐待防止に向けた体制の整備に
ついて、防止法自体、厚労省、通達の類いも
数多く存在し、対応がマニュアル化されてい
ますが、何をどの程度整備すればよいか判断
しにくいことも問題です。こういう状況の中
で、虐待対応の最前線に立たされ責任を課せ
られる行政の負担感は大きいと思います。し
かし、その一方で虐待防止のために何をどこ
までやるのかは行政の本気度に委ねられてい
るというふうにも言えるわけです。今一度法
の趣旨、目的すなわち虐待の防止と障害者へ
の支援、保護という法の趣旨、目的に立ち
返って行政には早期介入のためのシステム構
築により、分かりやすくかつきめ細やかな対
応により、虐待の根絶に向けた本気の取り組
みを検討し実行していくことを期待してやみ
ません。
　そして最後に3点目として、虐待発生の要
因と防止対策について見ていきたいと思いま
す。虐待の発生要因は先ほど紹介した調査結
果から職員の知識、経験、技術不足が圧倒的
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に多く、施設職員の経験不足や障害に対する
理解が不足していることが虐待の引き金に
なっていることが分かります。また、職員の
感情面や倫理観といった職員の内面の問題も
大きく、資質が備わっていない職員が虐待の
加害者となってることが分かります。こうし
た職員が定期的な研修で知識を蓄え経験を積
むことで虐待を減らすことはできそうですが、
研修制度を再チェックすることもまた必要で
はないでしょうか。例えば、各地で毎年研修
が行われていますが、研修に参加している施
設従事者は正規雇用の職員や職場の管理職ク
ラスだけになっていないか、施設職員全員に
研修内容がいき渡っているのかという点につ
いては疑問です。
　また、座学や講演会形式、つまり話を聞い
ているだけの研修にとどまらず、もしかした
ら既にやっていることかもしれませんが、例
えば他の施設の職員らとの意見交換や問題を
共有できる場を設けたり、職員と障害者やそ
の家族を含めた意見交換会を実施するなど、
より実践的な研修を重ねていくことで一つの
施設の問題として矮小化するのではなく、全
ての障害者施設全体で情報や問題を共有して
いくことが必要ではないでしょうか。また、
こうした研修内容が職員に十分に理解されて
いるのかを検証する仕組みも重要ではないで
しょうか。施設従事者の専門性を要請すると
同時に、職員が障害者との接し方に1人悩ん
で精神的、肉体的に追い詰められることがな
いようにしていくべきではないでしょうか。
　障害者虐待防止法は養護者による虐待の場
合については虐待をした養護者のストレスや
負担を軽減する支援措置が定められています
が、施設従事者による虐待の場合は施設従事
者の負担を軽減する支援は法律では定められ
ていません。施設は福祉のプロだから虐待が
ないのは当たり前と施設任せの態度が伺えま
す。障害者施設は確かに障害者福祉の専門家
なので、施設内での虐待には行政による厳し
い対応はもちろん必要ですが、それだけでは
福祉の現場は持たないと思います。施設は障
害者の生活の場です。その施設が監視、監督
のギスギスした状態では居心地が悪く、とて
も生活の場とは言えないのではないでしょう
か。
　施設と職員の関係は労働契約に基づく労使
関係にあります。一般の企業と会社員の関係
と同じです。従って、労働環境や労働条件に
ついて互いに対等に話し合える状況にはなく、
施設職員の労働条件や職場環境の改善、仕事
による精神的、肉体的負担の軽減については、
雇い主としての施設がその責任を負うわけで
すが、施設任せでは労働環境、労働条件の改
善は難しいのが現実ではないでしょうか。福
祉施設に営利企業が参入している中で非正規
の職員が増加し、賃金等労働条件の低さも指
摘されています。法や行政の積極的な介入に
よる改善というのが不可欠ではないでしょう
か。
　最後になりますが、福祉における措置から
契約への流れの中で、福祉における行政の責
任は軽減されるかに見えましたが、行政の役
割はむしろ大きくなったと考えます。特に障
害者福祉の分野においては、生産性や効率性
の名の下に障害者の尊厳がないがしろにされ
る危険度が増したと思われるからです。行政
による一層の権利擁護のための取り組みの重
要性を指摘して、私からの基調講演を終わり
にします。ご清聴ありがとうございました
[パネル・ディスカッション]
畑中祥子（コーディネーター）　それでは、
まず初めに各先生がたから簡単な自己紹介と、
今回の事件についての率直な感想などをお話
しいただければと思います。よろしくお願い
いたします。
　まず最初に、栃木県手をつなぐ育成会会長
の小島幸子先生、お願いします。
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小島幸子（栃木県手をつなぐ育成会会長）　
皆さま、こんにちは。座ったままで失礼いた
します。栃木県手をつなぐ育成会の会長の小
島幸子と申します。自己紹介ですが育成会は
全国組織になっていまして、全国手をつなぐ
育成会連合会の副会長をさせていただいてお
ります。私は権利擁護担当の副会長でござい
ます。関東甲信越ブロック長と、栃木県では
栃木県心身障害児者親の会連合会の会長と、
栃木県の自立支援協議会の委員をしておりま
す。
　私の息子は28歳で最重度の知的障害があ
る自閉症でございます。毎日、家の近所の生
活介護事業所に元気に通っております。今年
度、国の、厚労省が主催の障害者虐待防止・
権利擁護研修のほうで、保護者の気持ちとい
うことで30分のコマをいただきお話しして
まいりました。栃木県におきましても3年前
から障害者虐待防止・権利擁護研修会の講師
を務めさせていただいております。手をつな
ぐ育成会につきまして、ご存じない方も会場
にいらっしゃると思いますので簡単に説明い
たしますと、私たちの育成会は1952年に、
知的に障害がある子どもがいる3人のお母さ
んから始まりました。その頃は本当に座敷牢
に入れられたりしている子どもさんが多かっ
た時代です。その時代にわが子にも人権を、
教育を、そして権利をということで、始まっ
た会でございます。
　栃木県の会員は1000人ほどですが、全国
に20万人の会員がおります。障害のある人
の権利擁護と政策提言を主な活動にしており
ます。最近の動きですが、畑中先生のお話に
も先ほどありましたが、公的機関における障
害者雇用水増し問題に対しまして、障害者雇
用促進法における行政の不作為の改善を求め
る声明文を発出いたしました。また旧優生保
護法強制的不妊手術に関しては学識者による
検証委員会を設置いたしました。その答申に
基づきまして、私どもの久保厚子会長が近々、
記者会見を行う予定でございます。
　瑞宝会の事件のほうに入りたいと思います。
私の資料は私どもが出した声明分の1枚になっ
ておりますので、ご覧いただけたらと思いま
す。まず、この事件をテレビのニュースで一
番初めに知りました。被害者の方は私の息子
と同じような年齢です。しかも最重度の知的
障害、自閉症そして行動障害があるという、
同じような障害の方でした。本当に私はどん
なに痛かったか、苦しかったかと思うと胸が
張り裂けそうな思いでした。しかも、証拠隠
滅を県警OBが行っているっていう事実が分
かりました。とんでもない事件だと思いまし
た。私はとんでもない施設が起こした、とん
でもない事件だというふうに片付けるはずで
したけれども、法人からの依頼で虐待事件の
検証委員会の委員の1人になり、検証委員会
の結果が年度末に公表される予定ですので、
今、皆さまの前で話せることは限られていま
すが、お話をさせていただきたいと思います。
　続きまして、事件の概要について触れてい
きたいと思いますが、私どもが声明文を出し
た後に、暴行時の防犯カメラの映像メモ等を
消去したという事実が判明いたしまして、証
拠隠滅の疑いで県警OBを含む法人の幹部が
逮捕されたっていうことが分かりました。事
件としては、本当に利用者が重傷を負うよう
な許し難い虐待行為です。そして、さらにそ
れを組織的に隠蔽していました。栃木県と宇
都宮市とそれと栃木市でも事件がありました
ので、その三つの行政による調査や改善指導
が行われているでしょうけれども、これだけ
の事件ですので、第三者の目を入れた徹底し
た要因の分析と改善策の提示、実行が求めら
れると考えております。その際には事業所指
定の権限を持つ宇都宮市、栃木市、栃木県、
そして、利用者の援護主体である支給決定市
町村が密に連携することが求められると思い
ます。
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　続きまして、瑞宝会なのですが、瑞宝会は
強度行動障害ですとか、刑務所から出た障害
者の人が多く利用しておりました。被害者の
方も東京都からの利用者の方でした。やはり、
そういう方を見てくれる施設っていうのはと
ても少なくて、私は東京都の行政の責任放棄
ではないかというふうに考えております。ど
んな重い障害のある人でも、生まれ育った地
域で生き生きと暮らせるように行政が政策を
立てていくのが、必要なことだと思っており
ます。これからは、今いる利用者が安全に暮
らせるように支援していくことが必要ですし、
他の事業所に移りたいっていう人がいればそ
れに真摯に向き合って移動をしてもらうこと
も必要でないかと思っております。
　また、行政は瑞宝会に対して何度も監査や
実地指導を行っております。しかしこの虐待
の目に気付かなかったっていうことは、監査
自体の問題もあるというふうに考えておりま
すので、これは全国的なことですので、国（厚
生労働省）の積極的な関わりも重要であると
いうふうに考えております。瑞宝会は障害者
の虐待だけでピックアップされました、この
虐待をなくすように解決していくような努力
も必要ですけれども、それと並行してどんな
重い障害がある人でも生まれ育った地域で暮
らしていくというような行政の積極的な取り
組みが必要だというふうに考えております。
　瑞宝会の事件に関しましては大変早口では
ございますが、私のほうの意見です。これで
終わらせさせていただきます。ありがとうご
ざいます。
畑中　小島先生、ありがとうございました。
続きまして、元警察大学校校長、また元内閣
府大臣官房審議官でもいらっしゃいました安
田貴彦先生、お願いします。
安田貴彦（元警察大学校長・元内閣府大臣官
房審議官）　ご紹介いただきました安田でご
ざいます。元々警察庁の役人でございまして、
警察庁や都道府県警察で勤務をさせていただ
きました。警察の各部門のほか、内閣府等他
の役所でも勤務させていただいたのですけれ
ども、そうした中で私自身が一番取り組んで
参りましたのが、犯罪被害者の支援でござい
ます。私のライフワークと位置付けているつ
もりでございますけれど、内閣府におきまし
ても、共生社会政策担当の大臣官房審議官と
して、犯罪被害者の問題を担当させていただ
きました。内閣府というのはやたらといろん
なことをやっておりまして、私自身もその他
にも自殺対策とか薬物対策、あるいは子ども・
若者育成支援政策などの政府の全体の政策の
取りまとめを幅広く担当させていただきまし
た。
　昨年の夏に、警察大学校という全国の警察
幹部の研修や様々な警察活動に関する研究を
行う機関の長を最後に退官しまして、現在は
NTT東日本などに勤務する傍ら、京都大学
大学院で特任教授として授業させていただい
たり、全国被害者支援ネットワークという民
間団体の顧問を仰せつかって、一ボランティ
アとして活動をさせていただいたりしており
ます。
　本来私は、福祉の専門家でも何でもないわ
けございますけれども、本日は岡田先生のご
指示をいただいて参りました。岡田先生とは、
以前私は警察政策研究センターという所で所
長をしていたのでございますけれども、その
ときに15年ほど前から現在も続いている慶
應大学出身の憲法学の先生方との共同研究で
ご一緒させていただき、また、岡田先生には
警察大学校において憲法の講義もお願いをし
ているという大変お世話になっている関係上、
私の立場としてはお断りし切れずに、ここに
参った次第でございます。
　資料として年表等をお配りしておりますの
でご参照いただければと思います（資料1）。
被害者支援には平成の初め頃から、直接間接
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に関わって参ったのでございますけれども、
実はこの被害者支援という政策は、30年ほ
ど前には全く何もなかったといってもいい分
野でございます。皆様方の中には法律を専門
としておられる方々も多いと思いますが、今
は大学の講義等で被害者についても勉強され
る機会があるかと思います。しかし、私の大
学時代は全くそんなことは教えてもらったこ
とがございません。犯罪の被害者は、最初に
人権を侵害された人々であるにもかかわらず、
全く社会からも国家からも放置されていた存
在であったといってもいいかと思います。
　しかしながら今日では、研究者や被害者自
身、あるいは民間のボランティアの方々の献
身的な運動等もありまして、そしてまた行政
機関もそれに応える形で努力をして参った結
果、状況は大きく変わりました。年表にあり
ますとおり、20世紀の終わりごろからどん
どんいろんな法律もできて参ります。あるい
は民間団体も整備されていきまして、この栃
木でも「被害者支援センターとちぎ」が活発
に活動しているところでございます。
　本日のテーマであります虐待という問題に
関しましても、99年に児童虐待防止法がで
きまして、あるいは必ずしも虐待に限りませ
んが、ストーカー規制法とか、DV 防止法、
高齢者虐待防止法、そして障害者虐待防止法
と、次々と弱い立場に置かれてこれまで声を
上げることが困難であった人々に対する被害
を防止して救済するための立法がなされてき
ました。これも被害者支援の運動の高まりと
共鳴する動向であったということが言えると
思います。
　警察といたしましても、以前は過去に発生
した犯罪を、犯人を処罰するために捜査をし
て証拠を収集して犯人を検挙し刑事手続に乗
せるという伝統的な刑事司法の考え方に則っ
た捜査活動をしてきたわけでございますけれ
ども、先ほど申し上げたような動向とも絡む
わけですが、特に2000年以降、犯罪の予防
とか未然防止、被害の拡大防止をより重視す
る政策をとるようになって参りました。
　例えば、ストーカー事案に典型的にみられ
るような恋愛感情のもつれ等に起因する暴力
事案を始めとしまして、放置すると人身の安
全に極めて重大な危険が及ぶおそれがあるこ
とから早急に対応を迫られる事案、これを「人
身安全関連事案」（資料2）と申しておりま
すけれども、こういった仕組みで警察の関係
部門の総力を結集して一元的に対応するとい
う体制を確立して、被害者の安全の確保、す
なわち、刑事事件として立件するしないとい
う以前に、被害者の安全の確保を最優先にあ
らゆる法令を積極的に活用して、加害者の検
挙のほか、被害者の安全な場所への避難とか、
身辺の警戒とか、そういった執り得る措置等
を組織的に行うという方針を確立しておりま
す。人身安全関連事案に関しましては、ス
トーカー等だけではなく、児童、高齢者、障
害者の虐待も対象であるということが明記さ
れています。
　さらに、被害者支援という立場から申し上
げますと、96年に警察庁がわが国の行政機
関として初めて犯罪被害者を対象とする政策
を取りまとめた「被害者対策要綱」というも
のを策定しましたが、2004年には「犯罪被
害者等基本法」ができまして、犯罪被害者の
問題が政府全体の重要政策として位置付けら
れました。この法律に基づき基本計画を作っ
て、5年ごとに改定をしているのですけれども、
現行の第3次計画は、私が内閣府におります
ときに取りまとめ責任者として策定させてい
ただきました。資料3に基本法と基本計画の
関連部分を抜粋しております。アンダーライ
ンを引いてある所をご覧になっていただけれ
ばお分かりになると思いますが、潜在化しや
すい被害者への着目が、この第3次基本計画
では新たな視点として盛り込まれたところで
ございます。
　これは私自身極めて重要な政策だと考えて
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計画に盛り込んだものでございます。声の大
きい、というと変な言い方ですが、積極的に
発言をされる被害者の方々のご意見は当然
我々伺っているわけですけれども、一方で、
最も弱い人ほど、最も支援が必要な人ほど、
なかなか声を上げられないという現実を、我々
はもっともっと認識をしなければならないと
いうことでございます。そういった方々が、
被害が潜在化したまま支援の手が差し伸べら
れずに放置されているのではないかという懸
念を持ったわけでございます。
　では、どういった方々がそれに当たるかと
考えたときに、女性の性犯罪被害者や子ども
の虐待というのも当然なのですけれども、基
本計画の策定過程では高齢者や障害者、外国
人、あるいは男性の性犯罪被害者や性的な少
数者といった方々の事例が議論になったとこ
ろでございます。また、一定の社会集団に属
していることによって、閉鎖的で同調圧力の
強い団体等に所属をしている中で、声が上げ
られないこともかなりあるのではないか。必
ずしも「施設」というものに直接着目したわ
けではなかったのですけれども、例えば学校
とか企業、スポーツ集団、あるいは宗教団体
などの中でも、そういった声の上げられない
被害者がいるのではないかという議論がなさ
れました。
　そういった意味で、このシンポジウムのテー
マである施設内の虐待事案は、まさしく自ら
被害を訴えることが困難な被害者の方々であ
り、最も弱い立場でひどい被害に苦しめられ
て心身ともに傷付けられている存在ではない
かと思います。こういった人々に支援の手が
差し伸べられることなく放置をすれば、さら
に被害が拡大をして長期化するということで
ありますので、国の犯罪被害者政策という観
点から考えても極めて重要な課題ではないか
と思います。
　とは申しましても、こういった潜在化して
いる被害者をいかに発見し、いかに手を差し
伸べて支援して、再被害者化を防いでいくか
というのは、そう簡単に解が見つかる問題で
もないと思っております。今回、せっかくの
機会をいただきましたので、私自身も何らか
の実践のヒントをつかんで帰りたいと思って
いるところでございます。
　瑞宝会の事件について少し申し上げますと、
これもご家族が異変に気が付いたからよかっ
たようなものの、そうでなければこういった
事態が常態化していった可能性というのはか
なり高く、また、余罪も解明されているわけ
ですけれども、これらも闇に葬られた可能性
は非常に高かったのではないかと思います。
　さらに、信じられないことでございますけ
れども、県警のOBまで加担をして証拠隠滅
を図ったということ考えますと、単に一、二
の職員が犯した事件というよりも、組織全体
として暴力的な体質があったとみなさざるを
得ないのではないかという個人的な感想を持
ちます。特に職員が何の研修も受けていな
かったということ、あるいは日常的に入所者
に体罰を加えていた中で、別に周囲が止めた
り注意したりしたようなこともなかったこと、
その上で、先ほど申し上げたように、証拠隠
滅とか虚偽の報告がなされていたということ
でありますから、個人も施設も厳しく処断さ
れて当然の事件かと思われました。
　ただ、いくつか疑問に思ったこともありま
す。例えば、被害に遭われた障害者の方を緊
急搬送した救急隊員、あるいは運ばれた病院
では、この事案に接して虐待という観点を持
たなかったのだろうか。あるいは、この種の
施設での研修というものを考えたとき、こう
いったデリケートな処遇を要する方々を扱っ
ているにもかかわらず、研修が法的には義務
付けられてはいないとしても、施設管理者と
して施設の適正な運営の必要性の観点から当
然研修はやらなければならないものとは考え
ないのだろうか、というのがちょっと不思議
な感じがします。それから、再発防止策を拝
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見すると、市が事前通告なしの巡回指導を実
施するための要員を確保したということは分
かったのですけれども、果たしてそれだけで
再発防止策として十分なのかというのは、
ちょっと疑問に思いました。
　こういった施設内の虐待への対応の困難性
とか、警察の介入の困難性については後ほど
の議論の中で申し上げられればと思っており
ます。以上でございます。
畑中　安田先生、ありがとうございました。
続きまして弁護士であり、また元栃木県運営
適正化委員会、苦情解決委員長でもありまし
た、竹澤一郎先生、お願いいたします。
竹澤一郎（弁護士・元栃木県運営適正化委員
会苦情解決委員長）　竹澤です。それでは3
点ばかりお話ししたいと思います。ご紹介い
ただきましたとおり、運営適正化委員会の苦
情解決委員会で十何年か委員長をしておりま
して、その役割などについては、後でまた触
れる機会があると思いますので。
　1点目は、弁護士っていうのがどういう仕
事するのかっていうことについて、若干お話、
弁護士として来たのでお話ししたいと思うん
ですけど、私が思うには弁護士は法律実務家
なので政策的な観点というより、現在の法制
度がどうなっているか、その中で問題が起き
たときに何がどういうふうに処理されるのかっ
ていう、現在の仕組みを理解する、それを関
係者にお伝えするのが、仕事なのかと思って
おります。なんだ、それだけかと思うかもし
れませんが、法律の条文読んで、その法律、
法体系の意味が分かることはほとんどありま
せん。条文を読んだだけじゃ分からず、解説
を読めば分かるかというと、解説を読んでも
分からない所はかなり出てきます。じゃ、解
説を読んで分からない所はどうするかってい
えば、普通は裁判例で補っていくということ
で、法体系を理解するっていうのは実は簡単
ではないことなんです。ただそれをやってる
から専門家としてそれなりの意味があるのか
というふうに思っております。
　2番目は、それに関連して、成年後見とい
う制度について一言お話したいと思います。
成年後見については、畑中先生の資料の解決
スキームの15ページに出てきます。それか
ら私の資料が配布されていれば資料３の1に、
厚生労働省のほうで障害者虐待の防止と対応
の手引きというのを今年の6月に出しており
まして、そこでも成年後見制度の活用を通し
て権利擁護を行っていくっていうような、何
か成年後見に期待を持たせるようなことが書
かれております。しかし現実の成年後見って
いうのは、一般にイメージされているのと実
際の法制度では、かなり違うんだろうという
ところを、ちょっとお話ししておきたいと思
います。
　一般に思われているのが、成年後見人にな
れば、本人のためにかなりのことができるん
じゃないかと、と思われる方が多いんではな
パネリスト（左から）安田貴彦氏、小島幸子氏、竹澤一郎氏
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いかと思いますが、実際は違うんです。確か
に民法の条文上、財産的な行為に関しては本
人を代表するっていうふうになってるんです
けど、財産的でない問題については本人の意
思を尊重しないといけないっていうことには
なってるわけです。この本人意思の尊重って
いうのがなかなか難しくて、障害者の方の本
人の意思を成年後見人がどうやって確認して
いくのか、いうことになりますと、これは福
祉施設となかなか協力しないと実際には難し
いことが多いだろうと思います。
　それで、厚生労働省の方もその障害者の意
思決定支援ガイドラインというものを作って
いて、成年後見人が事業者と方針の齟齬が生
じないように参加して協力してやっていった
らいいんじゃないかというようなガイドライ
ンを作っています。そうすると、成年後見人っ
ていうのは何でもできるわけではなくて、本
人意思を尊重しないと問題になる。この点に
ついては解説資料には人権侵害になる可能性
があるっていうふうに書かれてるんです。本
人意思を無視して、成年後見人の権限を越え
て何か行ってしまった場合には、人権侵害、
本人の人格権、人権の保護に抵触する問題行
為を起こしてしまう可能性が成年後見人の人
にはあると。これが難しくて、どうやったら
いいのかどこかに分かりやすく書かれている
かっていうと、書かれておりません。
　じゃあ、裁判例があるかっていうと、全く
ないかもしれません。そういう状態で、今の
成年後見人の人は、裁判所から選ばれてちゃ
んと責任感を持って仕事をされているわけで
すが、これは私の個人的感想ですけど、そう
いったことを十分理解して仕事をされている
成年後見人の人が、割合としてどのくらいい
るのかというと、多分かなり心もとないと思
います。世の中ってそんなもんなんかもしれ
ませんけど、法律の制度を理解していく、そ
れを運用していくってのは、なかなか大変だ
なということを理解していただくためにお話
ししました。
　宇都宮の、ビ・ブライトの事件については
資料の4ということで2枚の判決をお出しし
ました。特に2ページ目の最初の所を読んで
いただくと、もう凄惨としか言えないような、
ちょっとグロっていうよりなんか映画で出て
くるリンチみたいな感じですよね。とても凄
惨な場面であるように思われます。あと、障
害者の特性を理解していないというようなこ
とが2ページ目の真ん中、やや上のほうに出
てきますし、障害の特性について教育を受け
ていないというようなことを裁判所は淡々と
書いておりまして、それが問題だとか、そう
いうことは指摘しておらず、また施設組織と
しての問題ということを何も指摘せずに本当
に淡々とこの判決は書いているという印象を
持ちました。もう一点、私が新聞記事で確認
したところでは、この施設に関しては宇都宮
市が去年の8月に改善勧告っていうものを出
したということが記事で出ておりました。こ
こまで凄惨な虐待があったのに、改善勧告っ
ていうのが処分というか措置としてバランス
がとれてるのかどうかは、いろいろ意見があ
るかと思います。以上です。
畑中　竹澤先生、ありがとうございました。
それでは続きまして、先ほど私の基調講演の
中でも扱いました、具体的な虐待事例六つに
ついて、こちらを取り上げて対応方法につい
ての問題点やご意見などを述べていただきな
がら、全体を通して得られる教訓や課題につ
いて、議論してみたいと思います。特に印象
に残った事件だけでも結構ですので、ご自分
の経験なども踏まえてお考えを自由にお述べ
ください。
　それでは小島先生からお願いいたします。
小島　一番初めに障害者虐待の状況、平成
29年度が載っております。これを見ますと
養護者による障害者虐待というのが一番件数
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が多いのですが皆さんご存じのとおりこの障
害者虐待防止法は養護者支援というのも項目
にございます。行政に対して私どもは養護者
支援を強く要望していきたいと考えておりま
す。まだ養護者支援につきましてはマニュア
ル化してないと思うので、ぜひともマニュア
ル化していっていただきたいというふうに思っ
ております。
　先ほど畑中先生のお話にもありましたけれ
ども、養護者というのは施設に対して大変な
子どもを預かってもらっているという意識が
ございます。この子が家にいたならば、親子
心中しなければならないという風にも思って
いて、施設に対していろんな疑問点はありな
がらも生きていくためにはこの施設に預けな
ければならないという、いわゆる、私たちは
いつも人質という言い方をしているのですが、
やはりそういうふうに思っておりますので、
なかなか施設に思ったことを言えないのが、
現状であります。
　虐待防止法につきましては、3年後の見直
しのときにぜひとも学校と病院を私たちは通
報の対象に加えるべきだと主張してまいりま
したが、3年経ちましたがまだその見通しは
ついてございません。皆さまご存じのとおり
愛知県で特別支援学校の教師が生徒を足蹴り
したりする動画がアップされて、大変話題と
なりました。動画をアップしなければなかな
か虐待というのを学校側が隠しているってい
うことがあると思いますので、この辺、私は
何か対策をと考えております。
　具体的な事例につきましては、特に知的障
害そして行動障害がある人が一番虐待を受け
ることが多いわけですが、やはり障害特性の
理解を職員の方にいつもお願いしているとこ
ろでございます。支援者の質の向上が必要だ
と私は、虐待防止研修でありますとか、県の
強度行動障害支援者養成研修で大きい声でい
つも申し上げておりますが、そうはいっても
難しいということは私ども保護者もよく分
かっております。強度行動障害のパニックな
ども、前触れがない場合もございますので、
難しいとは思いますが、前向きに考えていっ
ていただけたらと考えております。
　あとは身体的虐待の事例の2の所で思った
のですが、県外の市町村から来ている場合、
事業所の指定権限を持つ市とその利用者の援
護主体である、支給決定をしている自治体で
すね。そこがやはり密に連携することが、先
ほども申し上げて2回目になりますが、それ
が必要ではないかというふうに考えておりま
す。私は、瑞宝会の虐待事件の取材を新聞社
からすごく受けました。そのときに、新聞記
者が言っていたのは「県に行くと市が～とい
うふうに言って、市に行くと県が～っていう
ふうに言うのです」と新聞記者の人もなかな
か仕組みが分からないのですっていうことを
私に漏らしておられました。私自身もその辺
分からないので先生方に教えていただけてれ
ばいいかと思って、きょう登壇いたしました。
　それで先ほど畑中先生のお話にありました、
その問題提起のところなのですけれども。例
えば、私はうそつきですとプラカードをぶら
下げさせられたり、あとは頭をたたいても外
傷がない限りは虐待とは言えないっていうよ
うな、今の現在の法律だっていう話があった
のですが、やはり虐待防止法の定義に当ては
まらないものは、障害者差別解消法で拾うの
が私は望ましい在り方であると思います。実
際私は、私はうそつきですのプラカードとか、
頭をたたいたりとかっていうのが、虐待とさ
れない、認定されないっていうのは、私はびっ
くりしております。やはり私は、グレーでも
通報して、きちんと市町村が調査に行くべき
だと思っております。こういうことがあると
いうことは、障害者の人権を尊重してないっ
てことがありありとわかるわけですので、事
業所に改善するようにと指導する必要がある
と考えております。
　それから市町村の調査能力のことですけれ
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畑中祥子准教授
ども、市町村は虐待事件をチームで対応して
もらいたいと考えております。市町村の電話
の窓口に出た人の判断だけでは済まさない、
チームで考えて対応すべきであると思います。
きっと埋もれている事件がたくさん私はある
と思っております。問題提起のところで施設
職員の労働環境の整備っていうことがござい
ますが、人員不足は本当に私どもよく分かっ
ていることであります。開かれた施設にする
ために、やはり利用者であるとか、利用者の
保護者が施設に何でも言いやすいような、風
通しのいい施設にしていくことが、虐待防止
のためには必要ではないかというふうに考え
ております。取りあえず、以上です。
畑中　ありがとうございました。続きまして、
安田先生からご発言いただきたいと思います。
お願いします。
安田　通報義務に関して申し上げますと、畑
中先生がおっしゃるように、「思われる」と
いうところで通報する義務を負っているわけ
ですから、確実に虐待だとの判断に至らなく
ても通報する、ということがもっと励行され
るべきだと思うんです。しかしながら、実際
問題としてはどうなのでしょうか。先ほど、
例えば救急隊員や病院はどうだっただろうか
と申し上げた点にも関連しますけども、かな
り疑問だと思います。加えて、仮にひどいこ
とが行われているということを認識したとし
ても、市のどこに言えばいいのかということ
が本当にちゃんと広報されているんだろうか、
皆さんに周知されているのだろうかというと
ころも、気になるところであります。
　障害者虐待防止法における虐待の定義につ
いても先ほど問題提起がありました。それに
ついて専門的に申し上げられるほどの知見は
ありませんが、性的な虐待のようなことは、
いかなる事情があろうとあり得ないことであ
りますので、割とはっきり定義できるのかも
しれませんけれども、例えば施設の方が入所
者を処遇される上において、全く何の有形力
の行使もできないということはなく、ある程
度の有形力の行使との当然あり得ることでは
ないのかとは思うんです。心理的な虐待とい
うのも、ハラスメントにも同じような側面が
あると思いますが、どこまで注意したら厳し
い指導なのか、あるいは虐待なのか、グラデー
ションといいますか、グレイなゾーンがかな
り大きいのかなと感じました。そういった意
味でなかなか厳格に定義しづらいのかなと、
行政にいた立場として、自分が立法するとし
たらどうだろうか、かなり難しい部分もある
のかな、と感想でしかないですけども思った
次第でございます。
　事例集の6つの事例に関して少しずつ申し
上げると、例えば事例1の3で、びんたが指
導の範ちゅうと認識していたというのは、こ
れがその施設全体の共通認識だったんだろう
か、というところが非常に気になったところ
であります。単なる個人の問題なのか組織の
体質の問題なのか、ということを虐待と認定
したときには突き詰めて調査をする必要があ
るのではないかと思いました。
　また、事例1だけではないんですけど、こ
こに挙げられている事例を見ると、ほとんど
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の場合は立ち上がりが非常に迅速だなという
のは、先ほど畑中先生がおっしゃったとおり
かと私も思いました。警察の場合、迅速な立
ち上がりというのはある意味当たり前の組織
でありますし、ましてや先ほど申し上げたよ
うな人身安全関連事案ということであれば、
立ち上がりが遅れて、万が一にも被害者の方
がお亡くなりになるというような事態になっ
たら、もう完全に署長は首が飛ぶという認識
で危機意識を持ってやってるんですけども、
そういった意味で申し上げると、この事例を
拝見している限りでは、市も県も非常に早い
と評価できるのでないかと思ったところでご
ざいます。
　ただ、この事例集で見ているだけだからか
もしれませんが、いろんな改善措置で再発防
止策が講じられたとか、報告、連絡、相談し
やすい体制ができたと書いてありますけれど、
その中身が何か、具体的に何を指してそう評
価できるようになったのかということが、こ
れを見る限りでは、再発防止策や改善措置の
内実が分からないというのが実感です。しか
も、その後、本当にそれがちゃんと実践され
ているかという検証やフォローアップがなさ
れているのだろうかという点も気になったと
ころです。
　それから、事例3を見ると、ちょっと認識
が軽過ぎないかという気がします。用具入れ
に閉じ込めるというのはものすごく心理的な
ダメージが大きいんじゃないかと思います。
その用具入れの狭さとか暗さとか閉じ込めら
れた時間とかを考えたら、例えば閉所恐怖症
や暗所恐怖症の方だったら耐えられない状況
だったろうと思いますし、しかも、他意がな
いとか軽い気持ちで、とありますけれど、警
察にいた人間からすると、こういうことを簡
単にやるものだろうか、本当に初めてやった
んだろうか、と疑いたくなります。もし初め
てであればすごく気になって、忘れて放置す
るなんてできないんじゃないのかという気が
しますし、自分で訴えることのできない方の
ようですから、丸1日でも放置されたかもし
れないわけで、そうしたら亡くなっていたか
もしれないという重大な問題ではなかったか
と考えると、事態の認識が軽いんじゃないの
かと思いました。
　事例4の粘着テープでぐるぐる巻くという
の が 適 切 な 療 養 の 一 環 と い う 認 識 に は、
ちょっとびっくりさせられました。これは明
らかに暴行罪、場合によっては傷害という評
価もされるものだろうと思います。
　そういう事例に比べると、事例5の場合は、
わいせつ、性的な虐待と認定するかどうかも
微妙に感じますし、その割には非常に重い処
分が科されているように見えるんですけど、
他と何が違ってそういう評価を受けたんだろ
うか、法人の代表者の行為だったからなのか、
ちょっと私は分からないなという印象を持っ
たところでございます。取りあえず以上でご
ざいます。
畑中　ありがとうございます。続きまして竹
澤先生からお願いいたします。
竹澤　虐待の定義のところでは畑中先生の資
料の10ページに身体的虐待っていうところ
の説明があって、これは最初に定義があって、
次に解説があって例があるっていう感じなん
ですけど、定義と解説がかみ合ってるのかど
うか、若干疑問かと思います。この「外傷が
生じ、もしくは生じる恐れがある暴行」って
いうのと、次の「傷やあざ、痛みを与えるこ
と」という暴行がイコールなのかどうか、少
なくとも私は分かりません。なのでちょっと
定義がうまくいっていないかなという感じが
します。
　それから11ページの性的虐待なんですけど、
わいせつな行為という定義と、性的な行為と
いう解説は、同じようなものだと思います、
多分。そして具体例もあって、これは説明と
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して割はうまくいってると思うんですよね。
そこで事例5に関していいたいのは、定義が
うまくいってるのに、なんでこうなるのかっ
ていうことです。人によって意見が違うかも
しんないですけど、私は11ページの定義と
か例からこれを性的虐待っていうふうにいう
のは、どうなのかと思います。普通に解釈す
るとちょっとそう当たらないっていうふうな
意見の人のほうが、むしろ多いんじゃないの
か、というのが個人的な感想ですけど。少な
くとも11ページの解説からこれを性的虐待っ
ていうふうに認定するのはかなり勇気が要り
ます。
　そういう勇気が要るという問題もあり、更
に、代表者がやったからといって、６ヵ月の
受け入れ停止というかなり重い処分を、かな
りちょっと11ページの定義からすると勇気
が要る認定をして重い処分を下すというのは、
これは行政の公平の観点から慎重になっても
よかったのではないかと個人的には思います。
ちなみに私はもう公務員、職員の方、県とか
市の職員の方いろいろお会いしていて、皆さ
ん真面目で優秀で全然そういった点で疑念は
ないんですけども、ただやっぱり先ほど最初
に弁護士の仕事のところでご説明しましたよ
うに、なかなか言葉って曖昧なので、うまく
言葉で作り上げたその体制を運用するってい
うのは難しいんですよね。誤解とか解釈のず
れが生じて、数字みたいにいかないんで、そ
ういうところは、そういうことを防ぐような
何かがあった方がよいのではと思います。例
えば11ページの事例5で、もしどうするかっ
ていうときに厚生労働省に解釈を聞いてみる
と、それで性的虐待にあたるという回答であ
ればそれはしょうがないかもしれませんが、
そういうことをやってみてもよかったかなと。
　安田先生もおっしゃったんですけどバラン
スが問題かなと。テープ2重ぐるぐる巻きっ
てとんでもない話で、これが改善勧告でその
肩をもんだら受け入れ停止って、それ明らか
にバランスは悪いですよね。トイレに入れる
のも私かなり問題だと思います。これが改善
勧告で、肩をもんだら受け入れ停止っていう
のも、これもおかしいし、ましてやあのビ・
ブライトが改善勧告っていうと、ちょっとよ
く分かんないですよね。こういう虐待の問
題ってやっぱり行政の方に解決していってい
ただくしかないんだと思うんです。弁護士と
か成年後見人といったところはなかなか先ほ
ど言ったような限界がございますので。行政
の方には誠実にその初動を、何というんです
か、素晴らしいスピードでやってらっしゃる
わけで、その認定、解釈とかその処分のバラ
ンスといったところにも気を付けていただく
と、さらに信頼が高まるのではないかと思い
ます。すいません、長くなって。
畑中　ありがとうございます。最後に私のほ
うからも少し、いいですか。私のほうからも
事例集に関しまして少しお話をさせていただ
きたいと思います。
　まず事例の1に関してなんですけれども、
これは先ほどの話の中でも述べましたが、誰
が通報者なのかということが明記されていな
いのはなぜかという点が気になりました。そ
れから市と県が冒頭で対応する様子が事例1
から事例6まで共通して基本的に見られるの
ですが、合同して対応するっていうのはどん
なケースでもそうやっているのか。あるいは
市だけがやることがあるのかっていったこと
なんかも、ちょっとよく分からないというと
ころがあったと思います。それから事例の2
に関してなんですけれども、暴力、身体的虐
待の暴力の事案でしたが、どの程度の暴力
だったのかっていうのはこの事例集では書か
れていませんでした。例えば同じように、こ
の障害者虐待の事例集を作成している神奈川
県の事例集を見させていただいたことがある
んですが、神奈川県が作った事例集のほうで
は、軽度、中度、重度という形で虐待行為の
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重さの区別っていうのがされていたんですけ
れども、栃木県の事例集ではそういった区別
など、評価などがなされていないということ
が、ちょっとこれを読んだときに、具体的な
虐待の内容が分かりにくくなっている原因で
はないかというふうに思いました。
　それから事例の3に関してなんですけれど
も、これ管理者による通報ということだった
ので、だったからだと思うんですが、19日
後にかなり迅速に虐待認定という形になって
いるっていうふうに思いまして。特に事例の
2と3、それから6に関しては、管理者から通
報されているっていう場合については行政の
対応がちょっと緩やかな印象なのかなという
ふうに思われました。改善の文書指導であっ
たりで、とどめているっていう点が緩やかな
のかなというところなんですが。でもここを
捉えて、むしろ施設のほうには早期の段階で
通報をしたり、程度が軽い状態で通報すれば
ある意味処分が軽いんだよ、軽く済むんだよっ
ていう、そういうのを一つ通報のモチベーショ
ンにさせるっていうこともあるのかな、なん
ていうことをちょっと考えたりもしました。
　それから事例の4に関してなんですけれど
も、これは小学校低学年の障害児童のテープ
でぐるぐる巻きにされちゃうっていうような
発言から虐待が分かったっていうことなんで
すけれども、この子については虐待の被害そ
のものは訴えられなかったとしても、日頃の
家族とのコミュニケーションの重要性という
のがすごく明らかになった事例ではないかと
思いました。会話の中でぐるぐる巻きにされ
るっていうのは、どういうことだろうかって
いうことを保護者が考えたときに、これは虐
待ではないかと異変に気付くことができた、
いうことで通報に至ったということなので、
やっぱり障害者との意思疎通が難しかったと
しても密なコミュニケーションの中で見える
虐待とか、不適切な介護とか、そういったシ
グナルに気付くことができるいい例なのかなっ
ていうふうに思いました。
　それから事例5については、安田先生も、
それから竹澤先生もかなりこれが性的虐待な
のかということを疑問視されている部分も
あったかと思うんですけれども、これもやっ
ぱり資料を見ましても、肩をもまれるとか、
ふくらはぎを2回もまれたっていうようなこ
とを聞いた、これは被害者から相談を受けた
知人ということなんですけれども、これを本
人が被害として知人に話したのか、単に事実
として話したのかっていうようなことも、
ちょっとよくこの記載の仕方だと分からない
んですけれども。例えば、セクハラの場合も
行為者の自覚は問わない、被害を受けた側が
これはセクハラだと思ったらセクシュアル・
ハラスメントになるんだという、そのような
考え方に近い判断が事例5の場合にされてい
るのかなと推測します。ただ、だからといっ
て事例５のような行為が法律の定義としての
性的虐待なのかというと疑問も残るところで
す。細かな事実関係がないので判断しようが
ありません。
　それから、先ほど竹澤先生や安田先生から
もありましたように、処分の重さっていうの
はちょっと事例ごとにかなり幅がありますの
で、その辺りについても詳しいことをお聞き
できれば、ありがたいなっていうふうに思っ
たところであります。
　それから栃木県の事例集全体についてなん
ですけれども、例えば暴行とか傷害とか、そ
の他の刑法犯に該当するんじゃないかという
ような事案もあったと思うんですが、経済的
虐待の事例６以外、警察との連携っていうの
が全く事例集からは見えないんですけれども、
こういった警察との連携についてはどの程度
とられているのか、あるいはとられていない
のかっていうことも、ちょっと気になったと
いうところです。
　それから、事例集の中の虐待の原因・背景
等という箇所があるんですけれども、これは
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この4項目のチェック式になっていることに
ついて、少し疑問を持ちました。例えばそも
そも、その他、みたいな感じで自由記述欄と
いうのは全く設けられていなくて、虐待の行
為者本人とか施設が虐待の発生要因や背景を
自分たちはどのように考えていたのかってい
うことを自由に書いたりする欄が全くないこ
とについて、この4択で十分なんだろうかと
いうことも気になりました。
　例えば、先ほど私の基調講演の中でお話し
させていただいた統計資料においては、厚生
労働省が発表してる統計資料ですが、資料の
ページ数でいいますと20ページの上の段の
所で施設虐待の発生要因上位5位までがここ
に掲載されているわけですけれども、先ほど
の栃木県の事例集ですと、このうちの一番下
の「人員不足や人員配置の問題、および関連
する多忙さ」というのはこの4択の中に入っ
ていないということについて、なぜこれは入っ
ていないのか。それ以外の４つは全部入って
いるのに、この5番目がなぜ入っていないの
かっていうことも、ちょっと疑問に思いまし
た。労働環境の過酷さとか、施設における従
業員の教育訓練の不十分さっていうのが、虐
待に大きく影響していると思われますので、
ちょっとこういった要因の分類の仕方ってい
うのには疑問を持ちました。
　さらに、もう少しお話しさせていただくと、
この全ての事例が並列的に記載されていると
いうことについても少し疑問を持ちました。
虐待はグラデーションがあるというふうに思
うんですけれども、例えば一番重い虐待行為
は、その行為自体が犯罪に該当していて、か
つ、虐待防止法上の虐待の類型にも該当して
いる。そういう事案が第一類型。それで第二
類型としては犯罪にまでは該当しないけれど
も虐待防止法上の虐待には該当してるような
事例、そして、第三類型としては、例えば相
談や届出、通報があったけれども、虐待認定
に至らなかった事例みたいな感じで、グラデー
ションをつけて、事例を整理していったらよ
りいいのではないかというふうに私自身は思
いました。特に虐待予防の観点からすれば、
虐待認定に至らなかったケースがどういうも
のだったのかは是非とも知りたいところだと
いうふうに思いました。私からは以上です。
岡田　すいません。法政策研究所長は本来
ディレクターなんで前に出てこないんですけ
ども、一言。先ほどの事例集の件、取りまと
めの責任者が私でありまして、この虐待防止
の部会の部会長してる関係で補足させて頂き
ます。話題提供という形で事例集が題材と
なっていますが、これは中間段階ですので、
やはりちょっと足りないところは、やはり改
善しなければいけないというところはござい
ます。
　ただ、事例集の各事例に関しては、プライ
バシーの問題がございまして、特定の関係者
が読むと大体分かってしまうことが結構多い
ので、かなり特定がされないような加工とい
うか、そういったものを相当しております。
生のデータはもうちょっと露骨なところがあ
るもんですから、その辺が処分の、何という
か不透明さというか、アンバランスさの一つ
の要因になってる可能性は相当にあるかなと
いう気はしております。
　それと、畑中先生が最後のほうにおっしゃっ
たところなんですが、やはり人員不足ってい
う話ですよね。これはおっしゃるとおりなん
ですが、ありていに言ってしまうと、それは
この事例集を取りまとめるべき部署の所管外
であるというところなってしまうっていうの
が、いや、これ言っちゃうと元も子もないん
ですけども。そういうところが結構あるとい
うところです。人員不足うんぬんっていうの
は、だからそういう意味では外してしまって
るのはそのとおりでして、やはりその虐待に
至った直接の要因は何だろうかってところに
かなり絞った。その他を書くと焦点がボケて
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よく分からなくなってしまうところもあって、
こういうチェックボックスの数になってはい
るんです。要するに情報載せることによる分
かりやすさと、逆に載せ過ぎることによる分
かりにくさというのもあるものですから、そ
の辺のちょっとバランスというところはござ
います。
　ただ、そうはいいながらもやはり今日の話
の中で重要なのは、その枠組みを超える視
点っていうことはやっぱり重要なところがあ
りますので、この資料においては、枠組みに
抑え込んでしまっているのは確かです。
　この際、休憩を挟んで、できるだけお答え
を用意したいと思いますが、いかがでしょう。
畑中　それでは、10分ほど休憩を挟みたい
と思います。
(休　憩)
畑中　それではお時間となりましたので、再
開させていただきます。まず、先ほど事例集
に関するわれわれの指摘に関しまして、岡田
先生のほうから少しコメントをいただけると
いうことですので、お願いいたします。
岡田　まず、この事例集の目的は学術的な研
究ということではないので。やはり詳細につ
いては避けるというところでございます。つ
まり市町村の職員であるとか、あるいはその
施設の職員が読んで、こういうことあるんだ
と。そういうときに、速やかにどう対応する
かとか、どう対応されたかとか、そういうも
のが知ってもらうという。そういう研修等で
使うような目的で作られているということで
ございますので、それぞれ事件の原因究明だ
とかそういったことは、本来的な目的からず
れると。そういう意味では、書けない部分は
書かないでいるというところはございます。
従いまして、例えばケース5の性的な虐待に
ついては、書き過ぎるとかなりプライバシー
に関わるというか、あるいは、なんか聞いた
ことあるなみたいな話になりかねないところ
もあります。というのも、栃木県内で起きた
事件を栃木県で使うというところの限界かと
思います。
　それからケース3についても、これは処分
としてどうなんだ、そのとおりでして。ただ
やはり、施設ぐるみで何か隠蔽をしたとか、
虐待してるということならばいざ知らずば、
むしろ積極的にこれを通報してるというのが
あれば、処分が軽くなるというのはそのとお
り、先ほどご指摘あったとおりでありまして。
それは、言ったもん勝ちじゃないですけど、
正直に言ってくださいというとこですね。こ
れが通常の、恐らく行政の対応であろうと。
この辺は刑事処分とは違って、やっちゃいま
した、ごめんなさいっていう、そういうので
何とかなる場合もあるというところはお含み
おきいただきたいと思います。ケース2につ
いては、暴力は軽度ですが、もうちょっと具
体的に書けるかどうか、事務方との相談をさ
せていただきたいと思っているところでござ
います。
　それから、他県との比較をされて、畑中先
生だと思いますけど。重度というのは事案と
しての重さ軽さというかですね。というのは
確かに非常に分かりやすくて、当初は千葉と
神奈川の事例集を参考にして作ろうと思った
んですが、それほど事例が集まらなかったと。
そこまで虐待がすさんだ県ではないっていう
ふうに、逆に栃木県はそこまで事例が重なっ
てないという、前向きに捉えていただいたほ
うがいいかなというようなところがございま
して。チェックボックスにつきましても、
チェックボックスの上の所に類型の説明があ
りまして。チェックボックスはその、何てい
うか一つの参考資料という形ですので、そこ
に限定されるものではないというところ。そ
ういう読み方なので、その辺は読み方の注意
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が必要かと思います。
　最後に、警察との連携につきましては、実
はこれ目下、福祉部局とそれから警察との協
議というものを進めているところだそうです
ので、その辺の取り組みにつきましては、ま
た別のところでご紹介できればなというふう
に思っています。取りあえず補足させていた
だきます。どうぞよろしくお願いします。
畑中　ありがとうございました。それでは、
フロアの皆さまからいただいた質問について
お答えしていきたいと思います。まず、小島
先生に宛てたと思われるご質問がございます。
「瑞宝会の虐待の件について、東京都はどう
思っているのか、ご存じだったら教えてほし
い。瑞宝会の行政処分について教えてほし
い」、というようなご質問が出ております。
いかがでしょうか。
小島　瑞宝会の虐待事件の件ですね。東京都
と直接話したわけじゃないのですが、国の虐
待防止権利擁護研修で、東京都の行政の方も
見えておりました。やりとりはしておりませ
ん。あと、行政処分についても、私は分から
ないです。以上です。
畑中　ありがとうございます。続きまして、
「地域の自立支援協議会との連携についてど
のように行っているのか教えてほしい」とい
う質問がございまして、竹澤先生にお答えい
ただきたいと思います。。
竹澤　これはですね、地域自立支援協議会は、
私は特に関係はしておりませんので、私は存
じないことになります。
畑中　それでしたら、代わりにといったらな
んですけども。苦情解決委員の委員長をされ
ておられましたけれども、先生の今日の資料
の5にも、苦情処理の状況について資料が入っ
ていたと思うのですが、苦情として来たもの
が、実は虐待だったということが判明するよ
うなケースなどはありますでしょうか。
竹澤　あります。
畑中　そうしますと、それはどうやって虐待
事案として取り上げていっているのかという
ようなことを教えていただけますでしょうか。。
竹澤　はい。苦情解決は簡単に言いますと、
事業者の協力がないと進んでいかない手続で、
裁判所の調停みたいなものに、イメージとし
ては近いんですね。強制権ありませんので。
で、虐待に関しては簡単に言いますと、強制
権のある所に連絡して、県とかあるいは市町
村のほうに通知して、しかるべく対応をお願
いするというのが現実かなと思います。ただ、
強制権の発動が緊急っていうか非常に必要と
考えられる場合、苦情解決委員会は強制権限
ありませんので、やはりそういう権限を持っ
た方へのしかるべき対応を通知してお願いし
ている、いうことになります。
畑中　ありがとうございます。あともう一件、
竹澤先生ご指名のご質問が1件ありまして。
「障害者に対して、例えば後見人などが付い
ていた場合、施設側と後見人側とでは、どこ
まで障害者の権限が施設側で預かることがで
きるのか。また、施設側はどこまで後見人に
対して情報共有する義務があるのでしょうか」
というご質問です。
竹澤　はい。答えはございません。今、どこ
にも答えがないと思うので、これから事例を
積み上げながら、試行錯誤でやっていくしか
ないんじゃないかと思います。無責任な回答
なんですが現状がそういう、答えがない状態
で制度が作られてるってことですので、しょ
うがないと思います。
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畑中　ありがとうございます。お時間、予定
の時間を過ぎておりますがご了承ください。
それから安田先生、竹澤先生宛てにというこ
となんですけれども。「事例1から6へのコメ
ントありがとうございました。事例1から6
は事件化、刑事事件化できるような内容か、
教えてください」、というご質問です。いか
がでしょうか。それでは、安田先生からお願
いします。
安田　結論的に言えば、個別の事例について
これだけの情報で、事件化できるかどうかを
判断するのは極めて困難です。その前提で、
一般論として虐待事案に係る警察捜査につい
て考えてみたいと思います。まず、人と人の
つながりについて、社会学の概念ですが、「公
共圏」（人々の「間」にある共通の問題への
関心によって成立する空間）と、「親密圏」(具
体的な他者の生・生命への関心によって形成・
維持される空間)という区別がつけられるか
と思います（齋藤純一「公共性」2000年より）。
公共圏、親密圏という言葉は、公共性がある
とか親密でいい関係だとか価値判断や規範的
な意味を含むものではなく、価値中立的な言
葉なんですけれども、施設内での事件という
のは親密圏に属する話であると思います。
　親密圏の中での暴力などに関しては、かつ
ての警察は、法は家庭に入らずとか、民事不
介入とか私的自治などを理由に余り介入せず、
社会一般も警察の介入は控えた方がいいとを
思っていた時代があったわけですけれど、今
は全くそういった考え方ではありません。昔
の、犯人を捕まえて刑罰を科すためのものを
「司法警察型捜査」、伝統的捜査というとする
ならば、それにプラスして今は、個人の生活
を守る、個人を被害から守る「個人保護型捜
査」を重視していると理解をしていただけれ
ばと思います。先ほど申し上げたストーカー
対策とか人身安全関連事案も、そうした個人
保護型捜査の考え方に基づくものであります。
　ただ、警察の捜査というのは、いろんな要
素を考慮に入れた難しい判断が必要になって
きます。まず一つは、被害者の被害申告の意
思という問題があります。この場合、障害者
の方ですとなかなか意思表示が難しいかもし
れませんが、そうした場合はご家族の方でも
結構ですし、あるいは必ずしも意思が明示的
に表明されなくても、警察として看過できな
い重大な犯罪であると判断すれば捜査にする
ことになります。ただ、検挙するためには、
被害者側のご協力に加えて、十分な客観的な
証拠が要るということです。刑事事件にする
ということであれば、その人を処罰するに足
る確たる証拠が必要だということです。それ
ともう一つは、これが事件にする価値がある
かどうかという判断をしなければならないわ
けですね。処罰するまでの重さがあるか、「当
罰性」という言い方をしますけれども。それ
と、警察の目的を達成するために必要なのか
どうなのかということもあります。警察のリ
ソースの問題とか優先順位の問題も事件化の
判断の要素として入ってくることになります。
　こうした観点から親密圏の犯罪捜査、特に
施設内での事件を見ると、非常に難しい問題
があると思います。一つは、施設の閉鎖性（施
設という塀の中、一般社会から隔絶）、同調
圧力（構成員の組織への帰属意識、仲間意識、
あるいは仲間から排除される恐怖、異論反論
があっても口にすることがためらわれる「空
気」）、権力関係（入所者は生活を施設に全面
的に依存、物理的にも心理的にも経済的にも
弱者であり、その環境からの脱出が困難）な
ど、様々な事情で事案がなかなか表面化して
こない。あるいは、先ほどの事例もそうです
けれど、証拠隠滅を図られてしまう。被害者
の側も、それが被害がどうかも認識できない
し、どこへ行って相談したらいいのかも分か
らないというような問題もあります。警察と
しても、今申し上げたことと重なりますけれ
ども、事案の認知の困難性（捜査の端緒が得
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られにくい。被害者の被害申告の意思が確認
しづらい）、事件の捜査の困難性（刑事事件
の立件のための証拠のハードルが非常に高い。
情報や証拠が得にくい（証拠隠滅や関係者の
口裏合わせが図られやすい。関係者の協力が
得られにくい。被害者の供述が得られにく
い。））、事件の価値判断（当罰性）の問題（刑
罰を科すほどの結果の重大性、悪質性がある
かどうか。監督行政機関の指導や処分に委ね
るべきではないか）、資源上の限界（限られ
た警察のリソース（捜査力）の合理的な配分
はどうあるべきか）、事件の与える影響に対
する懸念（立件することで、かえって被害者
に不利益をもたらすことはないか。例えば、
被害者の方を受け入れる他の施設があるのか
どうなのか、被害者をもっと傷付けることに
ならないか、名誉やプライバシーを侵害する
ことにならないか）、なども考えなければな
らないわけです。
　もう一つ背景として、関係行政機関と警察
との間に本当に信頼関係があるのかどうかと
いうことも気になるところです。警察の側に
も問題がある面もあり、あるいは警察捜査の
独自性、独立性、秘密性などの特殊性もあり、
また、強権的な部分、強制的に逮捕したりと
か捜索したりということもあって、相談する
のはいいけれど勝手に動かれて、結果どうな
るか分からないという、そういう心配を行政
の方に与えている可能性もあるのではないか
と思います。相談したけれどその結果どう
なったか説明してくれないとかですね。ある
いは捜査ですから立件までに大変に時間がか
かるとか、いろんな問題があります。ですか
ら警察の側も、こういった親密圏の犯罪捜査
を進めるためには、あるいは適正な行政の遂
行をバックアップするためにも相互理解を深
める努力をし、お互いの機能やできることで
きないことを認識し合う必要があるのかな、
と思っています。以上です。
畑中　ありがとうございます。竹澤先生は何
かコメントございますでしょうか。
竹澤　ほとんどないんですけど、私は弁護士
なので、事件化っていうと被害者として告訴
できるかっていうことだと、被害者の障害者
の方が告訴を弁護士に委任できるかっていう
ところがあると思いますし、告訴が受理され
るかっていうことになると、それは客観的な
証拠がないと受理はなかなか至らないことが
多いと思うので、そこは客観証拠がどれぐら
いあるかっていうことが大きいと思います。
あと、告訴の受理は警察段階の問題で、起訴
されるかどうかは検察の判断になって、事情
が変わってきます。告訴としては受理されて
も起訴はされないっていうことはあるかもし
れませんし。それはちょっと、いろんな事情
によっての検察の判断であるということにな
ります。
畑中　ありがとうございます。続きまして、
時間の関係で扱うことができない質問がある
ことを、皆さんご了承ください。あとは、私
に宛てた質問がございまして。「障害者虐待
事例介護事例の2で、行為者は被害者に殴ら
れていると思うのですが、施設の生活支援員
の保護は、障害者の保護と比べて優先されな
いのでしょうか」、という質問ですね。要す
るに、行為者のほうも保護されるべきではな
いかというようなご質問なわけですけども。
確かに暴力を障害者から施設の職員が受けて
いるわけですよね。職員の保護というのも、
もちろん必要です。それ自体は肯定するので
すが、それ以前にまず障害特性をちゃんと理
解をして、こういう行動がもちろんあり得る、
いうことになるので、そこを十分理解してい
たのかということは少し疑問です。
　例えば、先ほど小島先生と少しお話をして
いたときに、行動障害がある障害者であって
も、環境を整えれば問題行動が出ない場合が
- 34 -
多いんだというお話を聞くことができました。
そうしますとますます、環境はどうだったの
かっていうところが、気になるところであり
ます。保護自体は肯定しますけれども、まず
はそれ以前に問題行動が起こらないような対
応を、施設が取るべきではなかったのかとい
うことを、指摘させていただきます。
　それから2点目としましては、私の基調講
演の問題提起②に関してなんですけれども。
「市町村の障害者虐待防止センターは独立の
組織か、専従職員はいるのか。市町村の体力
からすると、専門性の高い職員を確保するこ
とは難しいと思われるが、改善策の提案はな
いのか。それから障害者福祉施設には、虐待
防止責任者を選任する義務などは法制化され
ているのか」、というご質問なんですけれども。
　まず、市町村の障害者虐待防止センターと
いうのは、独立した組織かと言われると、市
町村が設置する組織もありますね。独立して
はいないとは思われるんですが。ただこれ、
民間に委託をするということも可能なセン
ターなんです。少し正確なところは分からな
いんですが。何割かは公的専門機関ではなく
て民間委託されているという現実があります。
　それから市町村の体力からすると、専門性
の高い職員を確保することは難しいと思われ
るっていうことなんですけれども、確かにそ
れはそうだと思うのです。むしろ市町村の虐
待防止の最前線に立ってる人たちっていうの
は、虐待防止の専門家というよりかは行政官
の方々なのです。そうすると、虐待対応をあ
る意味させられていることについて、すごく
難しさを感じておられるんじゃないかなと思
うんですけれども、やっぱり虐待を本当に根
絶していくためには、専門職員の確保という
ことをぜひともやっていただきたいっていう
ことを、私からお願いしたいといいますか希
望したい、ということであります。
　それから施設のほうに虐待防止責任者を選
任する義務などは、法制化されているか、と
いうご質問なんですが、それはされておりま
せん。ただ、施設には虐待防止委員会という
のを設置するようにという厚労省の方から指
導自体はされております。ただ先ほどの事例
の中でも虐待防止委員会がないような施設な
んかもまだあるということですので、その委
員会の設置をぜひとも進めていくべきではな
いかなというふうに思っております。
　私に対する質問は、以上でありまして。そ
れ以外にも何件かご質問をいただいてはいる
のですが、もうかなり予定の時間を過ぎてお
りますので、この辺で質疑応答は終了とさせ
ていただきたいと思います。
それでは、議論も尽きないところではありま
すが、そろそろお時間も迫ってまいりました
ので、まとめに入りたいと思います。各先生
がたから簡単に一言ずつ、ご意見を頂戴でき
ればありがたいと思います。それでは小島先
生からお願いいたします。
小島　ありがとうございました。栃木県のこ
とを先ほどちょっと批判したのですけれども。
栃木県は、障害者虐待防止・権利擁護研修で
当初から保護者（当事者）の話を聞くってい
う時間を設けております。国研修に行きまし
たところ、その保護者の話を聞くというコマ
を設けている所は、全国で3割でした。私た
ちのいる栃木県は、当初からそのコマを設け
ているので、私は素晴らしい取り組みではな
いかなというふうに思っております。
　私は、大事なことは、やはり職員が義務的
に講習を聞き研修を受けに来たということで
はなくて。そうすると皆さんね、私、壇上か
ら話しているから分かるんですけど、つまら
ない話をするとみんな眠り始めるんですね。
だから私は、絶対眠らさないぞっていう思い
でいつも登壇して、皆さまにお話しするので
すけれども、きっと声が大きいので、皆さん
よく聴いてくださるんですけども。やはり心
が動くような話を私たち親も、努力していか
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なければならないっていうふうに思います。
　国研修で聞いたのは、ある事業所で強度行
動障害の人を支援している職員が、ペットボ
トルの空容器を床に投げ捨てた。それだけで
その事業所は虐待通報したそうです。そのよ
うに職員の感情がそういうふうになったって
ことは、やはり何かしら解決していかなけれ
ばない課題があるってことで、虐待通報したっ
ていうことです。そうですね、あとは上司が
隠蔽するとそれを見た若い職員が本当にこん
なことをする事業所なのだなあって思って、
夢も希望も失うと思いますので、やはりグレー
でも通報ということを皆さまにお願いして、
私の話を終わります。ありがとうございまし
た。
畑中　小島先生ありがとうございました。続
きまして安田先生、お願いいたします。
安田　犯罪学の観点から申し上げますと、犯
罪の発生の要因は大きく三つあります。加害
者、犯人がいるから犯罪が起きるというだけ
のものではないんですね。加害者と被害者と、
犯罪を可能にしてしまう環境、この三つの要
素が重なって、初めて犯罪が発生するんです。
そういう意味で申し上げますと、加害者への
着目も当然もっと掘り下げなきゃいけないと
思うんですけれども、それだけじゃなくてやっ
ぱり環境。なんでこういうことが起きてしま
う状況があったんだろうかという点の考察を
深める。そして、私は長年被害者支援をやっ
てきましたから被害者を責めるつもりは全く
ないのですけれども、しかし、なぜ、この被
害者だけが狙われてしまったのか、虐待を受
けてしまったんだろうかということなども、
掘り下げてみる必要があるのではないかと思
います。こういった幾つかの多面的な要素が
関わって、初めて虐待なり犯罪が起きるわけ
ですから、少なくともこうした三つの面から
事案を検討しないと、効果的な防止なり改善
につながってこないんじゃないかなと思いま
す。
　そういう観点も踏まえて、幾つかご提案し
たいことがあります。ひとつは、社会全体と
してマインドセットを変える必要があるんじゃ
ないかなということです。虐待事案の絶無を
期すというのはきれいなのですけれど、はっ
きり申し上げて絶無にはなりません。どんな
組織でも、不心得者とか、あるいは弾みや魔
が差してとかいうのは出てきます。だから、
「絶対ない」ということでなければならない
んだと思い過ぎると、かえって隠蔽体質に走
ることになってしまう危険があります。そう
した事案は起こりうる、ということを前提に、
できるだけ起きにくい環境を整備する、起き
ても被害が極小化される仕組みを考えていく
必要があると思います。
　それと同時にマインドセットという意味で
申し上げると、こうした虐待事案を誰か他人
のことだと思っていては絶対駄目だというこ
とです。施設に今入っている人だけの問題
じゃなくて、ここにいる我々は、今は施設に
入ってない人だけれども、もうすぐ入るかも
しれない人たちなんです。社会がそういう意
識でこの問題を見ないといけないと思います。
被害者の問題も同じなんです。私は、国民と
いうのは、「被害者」＋「未被害者」である
と言い方をするんです。つまり被害に既に
遭った人と、今はまだ被害に遭っていないけ
れどもこれから遭うかもしれない人の総和が
国民なんだということです。だから我々はこ
れから、そういう施設でお世話になるかもし
れない人なんですから、そういった意識で関
心を持っていかないといけないんだろうと思
います。
　それから、兆しの把握と先制的対応が重要
だと思います。警察の中では明治期の近代警
察の創始者川路利良が遺した言葉で「聲なき
に聞き　形無きにみる」という有名な言葉が
あります。自然に耳に入ってくる大きな声だ
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けにとらわれるのではなくて、隠れている真
実があるんだろうという想像力を働かせる必
要があると思います。災害現場では、「サイ
レントタイム」という言葉があります。要救
助者の発する声や物音を聞くために、作業や
重機を止めて騒音の発生を禁止する時間のこ
とです。ヘリコプターがバラバラと大きな音
を立てていると、助けてと物音立てている人
たちの小さな声が聞こえないんですね。いっ
たん静かにしないと分からない。そういう小
さな声を聞き取る努力を意識的にしなければ
ならない。さらに、ブロークン・ウインドー・
セオリー（Broken Window Theory）、破れ
窓理論という考え方があります。要するに街
の建物の窓が割れているとか、小さな兆候や
乱れから対応していかないと、効果的な犯罪
の抑止はできないということです。大きな虐
待事案になったものだけじゃなくて、虐待に
つながりかねないようなささいな言動であり
ますとか、そういった小さな段階から芽を摘
み取っていく取組が必要ではないかなと思い
ます。
　加えて、申し上げたいのは、施設の透明性
の確保ということであります。閉鎖的になり
がちな施設に第三者の目が入るような工夫を
する必要があるだろうと思います。それとも
う一つ重要だと思っているのは、職員の処遇
の改善です。それなしには、本当に持続的な
改善、虐待防止は難しいだろうと思います。
職員の方々が大変ストレスフルな環境に置か
れていることは事実だろうと思いますし、必
ずしも大変高い給料を頂いているわけでもな
いだろうと思います。そういった面はすぐに
は改善できないかもしれませんけれど、強調
したいのはこういった施設の職員の方々は、
褒められることが少ないんじゃないかという
ことです。本当に頑張っておられる方も多い
と思うんですけれど、褒められたり感謝され
ることが余りに少ないとなると、やっぱり人
間はなかなか志を維持できないと思うんです
ね。献身的に頑張ってくれている職員のご苦
労をねぎらい感謝の言葉を伝えることは、今
すぐでもできることではないでしょうか。入
所者自身がそれを伝えることが必ずしも容易
でないとするならば、上司や管理者の方々、
入所者のご家族、行政、地域の皆さん、そし
てメディアがそうした素晴らしい職員に光が
当たり誇りを持って仕事ができるよう評価し
て差し上げることではないかと思います。そ
うやって職員の方々の士気を高めることも虐
待事案の防止には大切なことだと思います。
　それと現代は、ICTの技術をこうした施設
の現場に活用できる時代であると思います。
人手不足を補う、あるいは人間ではできない
ようなことが技術の力で沢山できるように
なっています。福祉や介護の世界でも、情報
通信技術を応用して、例えば深夜ベッドから
起きて徘徊する方がいたとしても、ずっと職
員が見ているわけにはいきませんが、ベッド
の下にマットのセンサーを置いておけば、そ
のマットのアラームが鳴れば、この人また歩
きだしたよ、ということがすぐ分かるわけな
んですね。いいかどうか議論が分かれるかも
知れませんが、施設内にカメラを設置して、
その映像を家族の方がスマートフォンで見守
れるというようなことだって可能なんですね。
こうした情報通信技術を活用して、職員の負
担を軽減するとともに、虐待の防止にもつな
げられないかということも大いにお考えいた
だきたいと思います。
　潜在化する事案に対応するというのは非常
に難しい話で、私もいろんなことを考えなが
らなかなか適切な解がないんですけれども、
まずは、こういう問題が存在するんだという
ことを、このシンポジウムもそうした意義が
あると思うんですけれど、広めなきゃいけな
いと思います。広報啓発の重要性ですね。そ
れと、どこに相談したらいいのかということ
がなかなか分からないので、相談しやすい窓
口をつくり周知すること。また、事案を潜在
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化させてしまう要因が、制度や社会の環境な
どの中にいろいろあると思います。そういっ
た要因を一つ一つ抽出して除去していく。あ
るいは被害者や虐待の通報者がその後不利益
を受けないような制度整備、被害者をケアし
ていくための社会の受け皿を作ることなども
必要かと思います。さらに申し上げると、も
し人的な資源があれば、潜在的な事案を発見
していくための専門のチームもつくる必要が
あるのではないかなと思います。そんなこと
をご提案したいと思います。
畑中　安田先生ありがとうございました。そ
れでは最後に竹澤先生、お願いいたします。
竹澤　1点だけ、ご質問に対する補足の回答
ということで。質問は、利用者から殴られる
ような施設の生活支援員の保護は、障害者の
保護と比べて優先されないのでしょうか。答
えは、「優先されません」です。なぜならそ
れは、生活支援はプロであって、強度行動障
害とか暴れるような人がいても、プロとして
しかるべき対応をすべく教育されて、仕事と
してお金をもらってやらなくちゃいけないか
らです。そういう教育を受けないで、そうい
う介護っていうか支援の場に臨まなくなって
しまった方、支援員の方は不幸ですが。そう
ならないためには私は、施設のしかるべき情
報を開示すべきだと思います。強度行動障害
支援者養成研修を全員受けてるような施設も
あるかもしれませんし、1人も受けてないよ
うな施設もあるかもしれません。1人も受け
てないような施設に就職した場合は、やっぱ
りそれは自分の何ていうか、行き先を確保し
なくちゃいけないと思うので。そういったこ
とが情報開示されていくのが、必要じゃない
かと思います。以上です。
畑中　竹澤先生ありがとうございました。私
の基調講演が長引いてしまったもので、時間
を有効に活用することができなくなってし
まって、大変申し訳ありませんでした。進行
役が未熟で、もっと扱うべき論点とか、ある
いは消化不良な論点もあったかと思います。
ただ、施設虐待の防止に関してまだまだ多く
の解決すべき問題があるということは、皆さ
ん共通でご理解いただけたんじゃないかなと
思います。本日のシンポジウムでは、多くの
視点や示唆が得られました。障害者の権利擁
護をより進めていくためにも、このようなシ
ンポジウムが各地で開かれることを望みたい
と思います。本日は長時間にわたり、誠にあ
りがとうございました。これで終わります。
岡田　どうもありがとうございました。もう
一回シンポジスト、それからコーディネーター
に、大きな拍手をお願いいたします。最後、
法政策研究所からということで。私も随分
しゃべったので、すいません。時間が延びた
のは、私も原因です。やはり、このテーマを
扱うというのは難しいとよく分かっておりま
すし、ある種パンドラの箱を開けたような感
じでおります。多角的な論点とありますが、
やはり法学者ですから法律学者として、法学
の観点からということで、今回やろうと思い
まして。私も何ていうか、狭いつき合いの中
から、この方ならいいだろうという、この組
み合わせですよね。何ていうのか、ブレンド
をいろいろ考えたところ、このお三方。それ
と畑中先生ってのがちょうどぴったりこれ。
これはいいぞと思って、やってみました。私
としては、非常にこれは面白かったなと思っ
ております。消化不良だと思うっていう方も
いらっしゃるかもしれません。それは最初か
ら分かっております。油たっぷりのラーメン
みたいなところがありまして、そういう意味
での消化不良。食い足りないっていうところ
ではなく、結構おなかいっぱいだなっていう
ところもあるかと思います。
　でもやっぱり、この事案っていうのは特に、
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恐らく忘れられてしまう、数年後には何、宇
都宮のって、多分そんな状態になってるかも
しれません。一時期は、新聞もだいぶ取り上
げたはずなんですが、きょうの例えばシンポ
ジウムのお知らせは、新聞社に配ってますけ
ども結局取材が来てないわけですよね。いな
いですよね、本当に。来てるのはだから本当
にそういうのに関心があると、あるいはその
告知を受けた方、関心のある方。そういう業
界にいる方ですよね。ですから来ないと一般
に広く知らしめるような機会は、やっぱりつ
くってかなきゃいけない。それは大学の役割
だなと思っておりまして、こういうのを企画
した次第でございます。そういう意味でまた
こういったことを、引き続き追求していきた
いということ。本学においては畑中先生が専
門家でいらっしゃいますから、きょうの消化
不良の部分は、そこで今後やっていけるかと
思います。
　きょうはフロアとして参加された、皆さん
もかなり言いたいことある人ってのは、いっ
ぱいいたことでしょう。うずうずする感じは
感じてるんですけども。ぜひそういう機会を
設けて、あるいはそういう機会に参加して、
発言していただければというふうに思ってお
るところでございます。ということで、長時
間にわたりましてご参加いただきましてあり
がとうございました。またシンポジストの皆
さまがた、あるいはコーディネーターの畑中
先生、非常に長時間にわたって熱のこもった
議論ありがとうございました。以上で本日の
シンポジウムは終わらせていただきたいと思
います。どうもご清聴、あるいはご協力あり
がとうございました。
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『障害者虐待防止法に基づく
施設虐待への対応と課題』
基調講演・コーディネーター
（平成３０年１２月１日）
白鷗大学法学部准教授 畑中祥子
白鷗大学法政策研究所主催シンポジウム
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2. 犯罪被害者支援の経緯
5
※改正前の重傷病給付金
　　　給付期間　１年
　　　限額　　　120万円
支給対象期間及び上限額の撤廃 給付期間の
延長
犯罪被害者にとって
負担の少ない給付の実現
仮給付の
柔軟化
遺児がいる若年の
犯罪被害者の死亡時に
おける給付金の増額
遺児への
手厚い支援
親族間犯罪被害は
不支給を原則とされて
いることの見直し
親族間犯罪被害
に係る支給基準の
抜本的見直し
改　　正　　の　　概　　要要　望
重傷病給付金の
支給対象期間等の
在り方
犯罪被害者に
負担の少ない
支給の在り方
若年者の
給付金の在り方
親族間犯罪被害に
係る給付金の
在り方
●犯罪被害給付制度の改正の概要（平成30年4月1日施行）
犯罪被害者支援の必要性と取組
2. 犯罪被害者支援の経緯
　警察は、被害の届出、被疑者の検挙、被害の回復・軽
減、再発防止などを通じ犯罪被害者と最も密接に関わ
り、犯罪被害者を保護する役割を担う機関であることか
ら、犯罪被害者の視点に立った各種施策の推進に努めて
います。
　警察庁では、平成8年2月、各種施策を総合的に推進
するに当たっての基本方針を取りまとめた「被害者対策
要綱」を制定しました。さらに、同年5月には、長官官
房給与厚生課に犯罪被害者対策室（後に「犯罪被害者支
援室」に改称）を設置し、各種施策の企画・調査のほ
か、全般的な取りまとめを行っています。
　平成16年12月には、「犯罪被害者等基本法」が成立
し、平成17年4月に施行されました。それまでは、各府
省が個別に施策に取り組んでいたところ、この法律で
は、犯罪被害者等に関する基本理念を定めており、国に
おいては総合的かつ長期的に講ずべき犯罪被害者等の
ための施策の大綱等を定める犯罪被害者等基本計画を
策定すること、地方公共団体はこれを踏まえて、地域の
状況に応じた適切な施策を実施することなどが盛り込ま
れました。
　政府においては、この法律に基づき、平成17年12月
に「犯罪被害者等基本計画」を閣議決定しました。計画
の中では、犯罪被害者等に対して講じていく具体的施策
が盛り込まれました。また、検討を要する課題は、内閣
府（犯罪被害者等施策推進室）を中心に警察庁を含めた
関係省庁や有識者等により構成される3つの検討会にお
いて、具体的な検討が進められました。
　これらの検討会における検討結果等を踏まえ、警察庁
においては、平成20年4月に「犯罪被害者等給付金の
支給等に関する法律」を改正し、国家公安委員会では、
「犯罪被害者等の支援に関する指針」（平成20年国家
公安委員会告示第25号）を定めました。
　平成23年3月には、「第2次犯罪被害者等基本計画」
が閣議決定され、警察庁では、この計画の閣議決定を受
け、被害者対策要綱を見直し、警察において特に講ずべ
き施策の具体的推進要領を示した「犯罪被害者支援要
綱」を制定しました。
　平成28年4月には、「第3次犯罪被害者等基本計画」
が閣議決定され、引き続き取り組むべき施策のほか、被
害が潜在化しやすい犯罪被害者等に対する適切な支援
の充実を図る取組、犯罪被害給付制度に関する検討など
が盛り込まれました。警察では、この計画の閣議決定を
受け、犯罪被害者支援要綱に替え、新たに、警察が講ず
るべき具体的な取組内容及びその推進要領を示した「警
察庁犯罪被害者支援基本計画」を策定し、カウンセリン
グ等心理療法の費用の負担軽減などの新たな取組を盛
り込んだほか、犯罪被害給付制度についても改正を行い
ました。これを受け、各都道府県警察では、既に実施し
ている取組のより一層の充実を図り、引き続き組織を挙
げて犯罪被害者支援に取り組んでいます。
重傷病給付金の給付期間を３年に
延長
犯罪被害者等給付金相当額の３分
の１以下とする制限を撤廃
幼い遺児がいる場合、遺児が18
歳になるまでの年数分を満たすよ
う遺族給付金を増額
・親族関係が事実上破綻している
場合には給付金を全額支給
・18歳未満の者が受給者となる
場合の特例措置を新設
● 犯罪被害者支援の経緯
年　月　日 出　　来　　事　
昭和49年 8月30日 三菱重工ビル爆破事件
※　同事件をめぐり犯罪被害給付制度の必要性が論議された。
　　55年 5月 1日 犯罪被害者等給付金支給法公布（56年1月1日施行）
　　56年 5月21日 財団法人犯罪被害者救援基金設立
　　60年 8月26日 「犯罪防止及び犯罪者の処遇に関する第7回国際連合会議」（～9月6日）
※　同会議において「犯罪及び権力濫用の被害者のための司法の基本原則宣言」を採択。
平成 2年11月17日 日本被害者学会設立
3年10月 3日 犯罪被害給付制度発足１０周年記念シンポジウム開催
※　同シンポジウムにおいて被害者の精神的援助の必要性が指摘される。
4年 3月10日
　　 　 4月　　
　
「犯罪被害者相談室」（東京）設立
犯罪被害者実態調査研究会による調査（7年3月報告書提出）
※　10周年記念シンポジウムでの指摘を受け、犯罪被害救援基金の委託研究として、犯罪被害者実態調査研究会（代表：慶応大学教授（当時）宮澤浩一）により実
施された日本で初めての本格的な被害者の実態研究。これにより、警察の捜査過程における二次的被害の問題や情報提供のニーズ等が指摘される。
7年 3月20日
　　 　 6月　　
　
地下鉄サリン事件
※　同事件をめぐり被害者が受ける精神的被害の深刻さが広く認識されるようになった。
「警察の被害者対策に関する研究会」による研究（～１２月）
※　警察の被害者対策の在り方についての研究。これを参考として、警察庁が被害者対策に係る基本方針を策定。
8年 2月 1日
　　 　 5月11日
警察庁において「被害者対策要綱」を策定　　全国警察に通達
警察庁長官官房給与厚生課に犯罪被害者対策室設置
10年 5月 9日 「全国被害者支援ネットワーク」設立
11年 5月15日
　　 　 5月26日
　　 　 6月18日
　　 　11月11日
全国被害者支援ネットワークによる「犯罪被害者の権利宣言」発表
児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律公布（11月１日施行）
犯罪捜査規範の一部を改正する規則公布・施行
政府に「犯罪被害者対策関係省庁連絡会議」設置
　　12年 5月19日
　　 　 5月24日
　　 　12月 6日
いわゆる犯罪被害者保護のための二法（「刑事訴訟法及び検察審査会法の一部を改正する法律」及び「犯罪被害者等の保護
を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律」）公布
児童虐待の防止等に関する法律施行（11月20日施行）
ストー カー行為等の規制等に関する法律施行（11月24日施行）
少年法等の一部を改正する法律公布（13年4月1日施行）
　　13年 4月13日
　　 　11月19日
犯罪被害者等給付金支給法の一部を改正する法律公布（7月1日施行）
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律公布
犯罪被害給付制度発足・犯罪被害救援基金設立２０周年記念　　犯罪被害者支援フォー ラム開催
　　14年 1月30日 警察本部長等による犯罪の被害者等に対する援助の実態に関する指針告示（4月1日施行）
犯罪被害者等早期援助団体に関する規則公布（4月1日施行）
　　15年 3月18日
　　 　10月 3日
犯罪被害者対策国際シンポジウム2003開催
「全国被害者支援ネットワーク」が10月3日を「犯罪被害者の日」と定めて全国キャンペーンを実施
　　16年12月 8日 犯罪被害者等基本法公布（17年4月1日施行）
　　17年12月27日 犯罪被害者等基本計画　閣議決定
　　18年 4月 1日 犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律施行令の一部を改正する政令施行
犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律施行規則の一部を改正する規則施行
　　18年 4月 犯罪被害者等基本計画に基づく3つの検討会（～19年11月）
　　19年 6月27日 犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事訴訟法等の一部を改正する法律公布
　　19年11月 犯罪被害者等基本計画に基づく3つの検討会「最終とりまとめ」決定
　　20年 4月18日
　　 　 6月18日
　　 　 7月 1日
　　 　10月31日
犯罪被害者等給付金の支給等に関する法律の一部を改正する法律公布（7月1日施行）
オウム真理教犯罪被害者等を救済するための給付金の支給に関する法律公布（12月18日施行）
警察庁長官官房給与厚生課犯罪被害者対策室を「犯罪被害者支援室」に改称
犯罪被害者等の支援に関する指針告示
　　21年 9月11日 犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行規則の一部を改正する規則公布（10月1日施行）
　　23年 3月25日
　　 　 7月 7日
　　 　 7月15日
　　 　 9月30日
第2次犯罪被害者等基本計画　　閣議決定
警察庁において「犯罪被害者支援要綱」を制定　　全国警察に通達
犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行規則の一部を改正する規則公布（7月15日施行）
民間被害者支援20年、犯罪被害救援基金・犯罪被害給付制度３０年記念　犯罪被害者支援フォー ラム開催
　　25年 6月12日 犯罪被害者ら等の権利利益の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律及び総合法律支援法の一部を改正す
る法律公布（12月1日施行）
　　 　 7月 3日 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律の一部を改正する法律公布（26年1月3日施行）
ストー カー行為等の規制等に関する法律の一部を改正する法律公布（10月3日（一部7月23日）施行）
　　26年10月10日 犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行規則の一部を改正する規則公布（１１月１日施行）
　　28年 4月 1日 内 閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律施行
※ 　内閣府で担っていた犯罪被害者等基本計画の作成及び推進に関する事務を国家公安委員会（警察庁）に移管
第 ３次犯罪被害者等基本計画　　閣議決定
警察庁において「警察庁犯罪被害者支援基本計画」を制定　　全国警察に通達
　　28年 6月 7日 国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律公布（11月30日施行）
　　29年 6月23日 刑法の一部を改正する法律公布（7月13日施行）
　　30年 3月30日 犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行令の一部を改正する政令公布（4月1日施行）
犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律施行規則の一部を改正する規則公布（4月1日施行）
［配布資料］　安田貴彦
資料１
出展　〈警察庁犯罪被害者支援室「警察による犯罪被害者支援」（平成 30 年版）より
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資料２
○人身安全関連事案への対処
　平成25年12月　警察庁生活安全局長・刑
事局長連盟通達「人身安全関連事案に対処す
るための体制の確立について」
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福祉施設内の権利擁護と虐待防止に向けて
―行政と法はどう対応すべきか―
資料３
（アンダーラインは安田による）
○「犯罪被害者等基本法」（抜粋）
（前文）
安全で安心して暮らせる社会を実現すること
は、国民すべての願いであるとともに、国の
重要な責務であり、我が国においては、犯罪
等を抑止するためのたゆみない努力が重ねら
れてきた。
しかしながら、近年、様々な犯罪等が跡を絶
たず、それらに巻き込まれた犯罪被害者等の
多くは、これまでその権利が尊重されてきた
とは言い難いばかりか、十分な支援を受けら
れず、社会において孤立することを余儀なく
されてきた。さらに、犯罪等による直接的な
被害にとどまらず、その後も副次的な被害に
苦しめられることも少なくなかった。 
もとより、犯罪等による被害について第一義
的責任を負うのは、加害者である。しかしな
がら、犯罪等を抑止し、安全で安心して暮ら
せる社会の実現を図る責務を有する我々もま
た、犯罪被害者等の声に耳を傾けなければな
らない。国民の誰もが犯罪被害者等となる可
能性が高まっている今こそ、犯罪被害者等の
視点に立った施策を講じ、その権利利益の保
護が図られる社会の実現に向けた新たな一歩
を踏み出さなければならない。
ここに、犯罪被害者等のための施策の基本理
念を明らかにしてその方向を示し、国、地方
公共団体及びその他の関係機関並びに民間の
団体等の連携の下、犯罪被害者等のための施
策を総合的かつ計画的に推進するため、この
法律を制定する。
（基本理念） 
第三条　すべて犯罪被害者等は、個人の尊厳
が重んぜられ、その尊厳にふさわしい処遇を
保障される権利を有する。
２　犯罪被害者等のための施策は、被害の状
況及び原因、犯罪被害者等が置かれている状
況その他の事情に応じて適切に講ぜられるも
のとする。
３　犯罪被害者等のための施策は、犯罪被害
者等が、被害を受けたときから再び平穏な生
活を営むことができるようになるまでの間、
必要な支援等を途切れることなく受けること
ができるよう、講ぜられるものとする。
（連携協力） 
第七条　国、地方公共団体、日本司法支援セ
ンター（総合法律支援法（平成十六年法律第
七十四号）第十三条に規定する日本司法支援
センターをいう。）その他の関係機関、犯罪
被害者等の援助を行う民間の団体その他の関
係する者は、犯罪被害者等のための施策が円
滑に実施されるよう、相互に連携を図りなが
ら協力しなければならない。
（犯罪被害者等基本計画） 
第八条　政府は、犯罪被害者等のための施策
の総合的かつ計画的な推進を図るため、犯罪
被害者等のための施策に関する基本的な計画
（以下「犯罪被害者等基本計画」という。）を
定めなければならない。
○第三次犯罪被害者等基本計画（平成28年4
月）（抜粋）
はじめに
第１次基本計画及び第２次基本計画の下で、
犯罪被害者等施策は着実に進展してきた。
しかしながら、第１次基本計画及び第２次基
本計画の推進により、犯罪被害者等の抱える
問題が全て解決したわけではない。犯罪被害
者等や犯罪被害者等の援助を行う民間の団体
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等からは、依然、広範囲・多岐にわたる要望
意見が寄せられている。
また、犯罪被害者等の属性や被害の類型等に
よっては、自ら被害を訴えることが困難で、
支援の手が十分に行き届いていない犯罪被害
者等も存在する。そうした犯罪被害者等の声
なき声にも耳を傾けなければならない。
II 基本方針
〔４つの基本方針〕
② 個々の事情に応じて適切に行われること
性犯罪や児童虐待等の被害に遭ったにもかか
わらず、自ら声を上げることが困難なため被
害が潜在化しやすい犯罪被害者等や、自己が
直接の犯罪被害者ではないものの、兄弟姉妹
が被害に遭ったことなどにより、その心身に
悪影響を受けるおそれがある子供等について
も、そのニーズを把握し、適切に支援をして
いかなければならない。
Ⅴ　重点課題に係る具体的施策
第４ 支援等のための体制整備への取組
１ 相談及び情報の提供等（基本法第11条関
係）
(15) 警察における相談体制の充実等
ア 警察において、全国統一の相談専用電話
「＃9110番」や性犯罪相談、少年相談等の個
別の相談窓口において、犯罪被害者等の住所
地等にかかわらず、また、匿名であっても相
談に応じるとともに、犯罪被害者等の要望に
応じて、当該都道府県又は警察署の被害者支
援連絡協議会等ネットワークに参画する機
関・団体等の情報提供等や、他都道府県又は
他警察署のネットワークの活用にも配慮する。
また、被害者本人からの申告が期待しにくく
潜在化しやすい犯罪を早期に認知して検挙に
結び付けるため、暴力団が関与する犯罪、少
年福祉犯罪、児童虐待事案、人身取引事犯等
に関する通報を匿名で受け付け、事件検挙等
への貢献度に応じて情報料を支払う「匿名通
報ダイヤル」の適切な運用を推進する。
２ 調査研究の推進等（基本法第21条関係）
(1) 犯罪被害者等の状況把握等のための調査
実施に向けた検討
警察庁において、法務省及び厚生労働省並び
に犯罪被害者等の援助を行う民間の団体等の
協力を得て、被害が潜在化しやすい犯罪被害
者等を始め、犯罪被害者等が置かれている状
況等を把握するための調査を実施する方向で
検討する。
第５ 国民の理解の増進と配慮・協力の確保
への取組
１ 国民の理解の増進（基本法第20条関係）
(11) 被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に
対する相談体制の充実及び理解の促進
各府省庁において、性犯罪被害者や被害児童
を始め被害が潜在化しやすい犯罪被害者等か
らの相談に適切に対応できるよう体制の充実
に努めるとともに、研修の実施やシンポジウ
ムの開催など様々な機会を通じて、このよう
な犯罪被害者等が置かれている状況等を広く
周知し、その理解促進を図り、社会全体で支
える気運の醸成に努める。
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［寄稿］
福祉事業における法と苦情処理
―紛争解決の理念と技法―1
岡田順太（白鷗大学法学部教授）　
はじめに
　本日はこうした場でお話をさせて頂くこと
に感謝申し上げます。
　私は、普段、憲法及び行政法の授業を担当
しておりまして、福祉事業ないし福祉行政に
特化した研究教育活動をしている訳ではあり
ません。平成24年9月より、栃木県運営適正
化委員会・苦情解決委員会における公益分野
の委員として2、苦情相談の対応をしてはおり
ますが、およそ隔月で開催される委員会に出
席し、対応を協議する程度のものですから、
苦情解決のために専門的知見を出していくと
いうよりは、他の委員の方のお考えを拝聴し
て、ああなるほどと勉強させて頂いている状
況であります。また、授業等の都合で委員会
に出席できないこともありますので、この分
野の専門家を名乗る資格はありません。
　そのような次第で、本日、ご参加されてい
る方のご期待に必ずしも沿う講演内容とは
なっていないかと思いますが、より実践的具
体的な話は、午後に開催される各分野の演習
に譲ることにして、多少の実例も交えつつ3、
紛争解決の理念とその解決のための具体的な
技法について、法学者なりの視点から総論的・
抽象的なお話をしていきたいと思います。法
学というのは、簡単に言うと、紛争の予防と
解決に関する学問でありまして、苦情処理と
1　本稿は、2015年3月6日にとちぎ福祉プラザで実施された、栃木県運営適正化委員会福祉サービス苦情解決研修会におけ
る講演原稿に大幅な加筆・修正を加えたものである。2018年度法政策研究所主催シンポジウムと関連する内容でもあるの
で、資料として掲載することとした。
2　本稿において、意見・評価にわたる部分は筆者の個人的な見解であり、栃木県運営適正化委員会の公式的な見解を示すも
のではない。
3　本稿で紹介する事例のうち、運営適正化委員会で扱ったものについては、資料の持ち出しが禁止されているため、筆者の
記憶をたどって可能な限り再現して紹介している。そのため、細部において不正確な部分があることは予め承知願いたい。
また、守秘義務やプライバシー保護との関係で、事実関係を一部削除・修正している場合がある。
4　（運営適正化委員会）
第83条　都道府県の区域内において、福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保するとともに、福祉サービスに関す
る利用者等からの苦情を適切に解決するため、都道府県社会福祉協議会に、人格が高潔であって、社会福祉に関する識見
を有し、かつ、社会福祉、法律又は医療に関し学識経験を有する者で構成される運営適正化委員会を置くものとする。
も紛争解決という点において共通する要素が
あります。それらの異同を意識しながらお話
ができればと考えております。
１、苦情処理制度と司法制度
（１）苦情解決委員会について
　ご存知の方も多いとは思いますが、私が委
員を務めております県の運営適正化委員会
は、社会福祉法（昭和26年法律45号。以下、
法と呼ぶ。）83条に根拠を持つ組織でありま
す4。ただ、県庁の機関ではなく、そこから独
立した栃木県社会福祉協議会に置かれる組織
という位置付けであり、行政機関ではありま
せんので強制力のある法的権限を有していま
せん。
　そして、運営適正化委員会に置かれる苦情
解決委員会は、「福祉サービスに関する苦情
について解決の申し出があったときは、その
相談に応じ、申出人に必要な助言をし、当該
苦情に係る事情を調査するもの」（法85条1項）
とされており、状況に応じて、申出人へ他の
適切な相談窓口を紹介するなどの助言、現地
施設への訪問による聞き取り調査、申出人と
事業者との話合い等による解決のあっせんな
どを行っております（同条2項）。ただ、虐
待事案や悪質な事業者の事案については、刑
事処分や行政処分といった強制的措置が必要
となることから県知事に対し、速やかに、そ
の旨の通知をして対応を求めることになりま
す（法86条）。
（２）苦情処理制度の意義
　一般的に、こうした苦情処理制度は訴訟と
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異なり、あっせん・勧告といった措置がとら
れても直接の法的効果をもつものではなく、
法制度上は訴訟などの紛争解決制度の補完的
制度として位置づけられています。ただ、現
在の複雑・多様な行政活動に対応するにあた
り、煩雑な手続や日時を必要とせず、日常的
苦情を迅速に処理する点において現代的意義
があると考えられます5。
　福祉事業の分野について考えますと、平成
12年に旧来の社会福祉事業法の改正により
名称や内容が大きく変わって現在の社会福祉
法に至っている訳でありますが、そこで盛り
込まれた柱の一つが地域福祉権利擁護事業、
もう一つが苦情解決制度であり、後者が法律
に盛り込まれていることが非常に特徴的とい
えましょう。また、権利擁護と苦情解決は異
なる仕組みではなく、「利用者本位の社会福
祉制度の確立」6を相互に補完する関係にある
という位置付けですので、運営適正化委員会
の苦情処理は両者にまたがるものとなります。
この点を次の表１にして説明してみたいと思
います。
　社会福祉事業法改正案審議の際の政府答
弁によりますと、福祉サービスの苦情とし
て、3つの類型を想定していたことがわかり
ます7。第一に、例えば、食事の内容がちょっ
と辛いとか、お風呂の温度が熱いといった個
人の好みに属するような苦情で、日常サービ
5　岡田順太『要点演習　行政法（第4次改訂版）』（公職研、2013年）105-106頁。
6　147国会衆会議録25号（平成12年4月14日）5頁〔丹羽厚生大臣答弁〕。
7　147国会参国民福祉委員会会議録21号（平成12年5月18日）5頁〔炭谷社会・援護局長答弁〕。
スにおいて利用者個人の好みとか選好が反映
する問題です。そして、第二に、例えばおむ
つ交換の頻度とか、日常の洗髪とか爪切りと
いったようなケア・サービスに属するような
苦情で、個人の好みというより、利用者に共
通して関わるような問題です。第三が、例え
ば、虐待や不当な寄附の強要といった本来的
に裁判所の訴訟や行政庁の処分といった対処
が必要な苦情で、不当ないしは違法な行為に
属する問題です。苦情としては、第一・第二
に関係するものが多い訳ですが、実際に生じ
る問題は必ずしも分類しきれないこともあり
ます。法的紛争と苦情というのは、かなりの
部分で重なり合うものなのです。もう少し、
細かく見て行きましょう。
（３）裁判所での紛争解決
　法学的な観点からすると、これらの苦情は、
まず権利侵害すなわち違法性があるかないか
という判断のレベルで考えます。裁判所での
訴訟においては、もっぱら法的判断を行い、
判決という強力な法的拘束力をもって個人の
権利救済をはかっていくという手法が採られ
ます。表１でいう違法性（法的判断）のレベ
ルです。
　その方法も大きく分けて刑罰を科すための
刑事事件と契約の不履行や損害賠償に関わる
民事事件とに区別されます。例えば、刑事事
件として次のような事例が挙げられます。
1 
 
  表１ 紛争の性質と各解決手法の射程範囲 
違法性（法的判断） 違法 適法 
個
人
的
要
望
・
異
議 
妥当性（公益性判断） 不当 妥当 
裁判所（訴訟）   
行政機関（処分等）   
苦情処理機関  
サービス（顧客満足）  良 ← → 悪 
 
 ○事例１ 児童福祉法違反事件1 
児童福祉法違反の疑いで元施設職員を逮捕／栃木県 
	 施設に入所している少女にみだらな行為をしたとして、○○署と県警少年課は 24 日、元
児童養護施設職員で、○○町○○の無職○○○○容疑者（26）を児童福祉法違反（淫行させ
る行為）の疑いで逮捕し、発表した。容疑を認めているという。発表によると、○○容疑者
は昨年 10 月 17 日午後 1 時 15 分ごろから約 30 分間 自宅で施設に入所していた少女（16）
に対してみだ な行為をした疑いがある。昨年 11 月、少女から被害申告を受けた人から 110
番通報があり、発覚した。 
 
 ○事例２ 謝罪広告等請求本訴、慰謝料請求反訴事件2 
	 特別養護老人ホームの入所者に対して虐待行為が行われている旨の新聞記事が同施設の
職員からの情報提供等を端緒として掲載されたことにつき、同施設を設置経営する法人が、
複数の目撃供述等が存在していたにもかかわらず、虐待行為はなく上記の情報は虚偽である
として同職員に対してした損害賠償請求訴訟の提起が、違法な行為とはいえないとされた事
例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
1 朝日新聞 2013 年 1 月 26 日。 
2 最二小判平成 21 年 10 月 23 日判時 2063 号 6 頁。 
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　○事例１　児童福祉法違反事件8
児童福祉法違反の疑いで元施設職員を逮捕／
栃木県
　施設に入所している少女にみだらな行為
をしたとして、○○署と県警少年課は24日、
元児童養護施設職員で、○○町○○の無職○
○○○容疑者（26）を児童福祉法違反（淫
行させる行為）の疑いで逮捕し、発表した。
容疑を認めているという。発表によると、○
○容疑者は昨年10月17日午後1時15分ごろか
ら約30分間、自宅で施設に入所していた少
女（16）に対してみだらな行為をした疑い
がある。昨年11月、少女から被害申告を受
けた人から110番通報があり、発覚した。
　これは、児童福祉法に定める刑罰規定（60
条1項、34条6号）に該当する行為ですから、
警察での捜査の後、検察庁に送検され、検察
官が刑事事件として裁判所に訴訟を提起し、
裁判所が判決で懲役刑や罰金刑などの刑罰を
科すことになります9。
　これに対して、民事事件は、施設入居の際
に説明すべき重要事項と異なるサービス提供
がなされたとか、職員が目を離しているすき
に施設内で転んでケガをしたといったもので、
警察などの公的機関は関係なく、当事者だけ
で裁判が行われるものです。少し珍しい事例
ですが、次のようなものがあります。
　○事例２
　謝罪広告等請求本訴、慰謝料請求反訴事件10
　特別養護老人ホームの入所者に対して虐待
行為が行われている旨の新聞記事が同施設の
職員からの情報提供等を端緒として掲載され
たことにつき、同施設を設置経営する法人が、
複数の目撃供述等が存在していたにもかかわ
らず、虐待行為はなく上記の情報は虚偽であ
るとして同職員に対してした損害賠償請求訴
 8　朝日新聞2013年1月26日。
 9　報道によると懲役2年（求刑同3年）の実刑判決が宇都宮地裁栃木支部で出され、即日控訴された。毎日新聞2013年6月6日。
10　最二小判平成21年10月23日判時2063号6頁。
11　札幌高判平成22年5月25日〔判例集未登載〕。毎日新聞2010年5月26日。北海道新聞2010年5月26日。
訟の提起が、違法な行為とはいえないとされ
た事例
　本件は、札幌の特別養護老人ホームでの虐
待について、職員が内部告発をしたために施
設側が名誉を毀損されたとして当該職員に損
害賠償請求をする訴訟を行ない、これに対し
て、職員側も施設側から嫌がらせを受け、ま
た、訴訟を提起されたことに対する損害賠償
を求めた事件です。福祉施設内の問題で最高
裁まで争われることはあまりないのですが、
法的争点として、内部告発をした職員を相手
に訴訟を提起した施設側の行為は訴訟に名を
借りた嫌がらせであり、違法な行為にあたら
ないかということが問題となったものです。
最高裁は、「当該訴訟において提訴者の主張
した権利又は法律関係が事実的、法律的根拠
を欠くものである上、提訴者がそのことを知
りながら又は通常人であれば容易にそのこと
を知り得たといえるのにあえて訴えを提起し
たなど、訴えの提起が裁判制度の趣旨目的に
照らして著しく相当性を欠くと認められると
きに限」り、違法な行為となるが、本件にお
いて施設側にそうした事情がないとして、審
理をやり直すよう高等裁判所に差し戻す判断
をしました。最終的に、内部告発をした職員
に対して罵倒するなどの人格権の侵害行為が
あったとして、施設側に損害賠償を命じる判
決が出されています11。
（４）行政機関による紛争解決
　ただ、法的には問題がないが、放置すれば
公益にそぐわない問題というのも存在します。
表１でいうと妥当性（公益性判断）に関わる
問題です。特に、福祉事業の領域は専門技術
性が高い事項が多いですから、単なる法律専
門家の裁判官としては判断しかねる問題が多
く存在します。そこで、行政機関には適法性
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の判断だけでなく、専門的観点から行政目的
を達成するための妥当性の判断も求められる
ことになります。先ほどの事例１に関連して、
行政的対応の例を見てみましょう。
　○事例３　改善勧告処分事件12
　児童養護施設に入所していた少女にみだら
な行為をしたとして1月下旬、児童養護施設
の元男性職員が逮捕、起訴されたとして、県
は5日までに、元職員が勤務していた施設を
運営する社会福祉法人に改善を勧告した。県
は元職員の行為が施設内性的虐待にあたると
して、施設側に対して初期対応や管理責任の
問題を明らかにし、再発防止のための改善策
の提出を求めた。
　児童福祉法違反容疑で逮捕、起訴されたの
は○○町○○、無職、○○○○被告（26）。
○○署などによると、○○被告は12年10月、
ケアワーカーとして勤務していた児童養護施
設に入所していた当時16歳の高校1年の女子
生徒が、18歳未満であることを知りながら
みだらな行為をしたとしている。○○被告は
同年12月末に施設を退職していた。
　本件において、施設自体が児童福祉法違反
の犯罪行為をした訳ではありません。しかし
ながら、都道府県知事には行政的な観点から、
児童福祉施設の設備や運営に問題がある場合
に改善を勧告する権限が児童福祉法上認めら
れています（46条3項）。本件では、施設が
虐待を把握した初期段階の対応や職員教育な
どの管理責任に問題があると認定し、再発防
止策をまとめた改善計画書の提出を求めてい
ます。このような施設運営上の問題について
は公益的見地からの専門的判断が必要であ
り、この場合は裁判所ではなく行政機関が第
一義的に対応する問題ということになります。
　この他に、県内での行政対応事件で、新聞
に報道されたものを挙げてみます。
12　下野新聞2013年4月5日、毎日新聞2013年4月6日。
13　下野新聞2014年4月25日。
14　下野新聞2014年8月30日。
　○事例４　○○市有料老人ホーム事件13
　○○市○○町の有料老人ホームで、介護職
員（60）が入所者男性（67）を殴り、傷害
容疑で逮捕された事件を受け、県は24日ま
でに、同施設への立ち入り調査を行い、虐待
防止法に基づき指導する方針を決めた。さら
に職員数の不足など施設運営上の問題が事件
につながったとして、県有料老人ホーム設置
運営指導指針に基づき、改善を求める行政指
導も行う。
　県によると、同施設は××県○○市の会社
が運営し、入所者は定員12人だったが、実
際には26人いたという。逮捕された職員を
含む計４人の職員が、３交代で勤務していた。
県の聞き取り調査で、虐待が恒常的に行われ
ていた事実は確認されなかったが、施設には
常時１人の職員しかおらず、職員の負担増や
入所者へのケア不足が、今回の事件の背景に
あると判断した。
　この事例は、職員が入所者に虐待を行った
ということで傷害容疑で逮捕されたことを
きっかけとして高齢者虐待防止法（平成17
年法律124号）に基づく立入調査を行い（11
条）、虐待の防止と職員配置に関して改善の
指導を行っています。なお、ここでの指導と
いうのは、相手方の任意の協力によって行わ
れる行政機関からの依頼に過ぎず、法的な拘
束力はありません。ただ、これに従わなけれ
ば、改善命令や業務停止、認可取消しなどと
いった法的に根拠のある処分が控えているの
で、事実上、従わざるを得ない効果を持って
いるものです。
　○事例５　○○市デイサービス事件14
　県保健福祉部は29日、利用者に対し頭を
たたいたり怒鳴ったりするなど身体的、心理
的虐待を行ったとして、○○市○○、デイサー
ビス○○を運営する株式会社 ×× に対し、9
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月から6カ月間、新規利用者の受け入れを認
めないことと、介護報酬を3割減額する処分
を決めたと発表した。
　同部によると、デイサービス○○の男性介
護職員（39）はことし５月のゴールデンウイー
ク明けから複数回、女性利用者（59）に対し、
しつけと称して頭をたたいたり、怒鳴ったり
したほか、「げんこつするぞ」などと脅迫し、
身体的、心理的虐待を行った。
　女性利用者は2013年10月に入所。虐待は6
月5日にこの利用者が施設を抜けだし、近く
の交番に逃げ込んだことから発覚した。
　同日保護され、県は6日、本人から聞き取
り調査を実施。同社は「親しみを込めて注意
しただけ」とし、虐待の事実を認めていない
という。
　この事例では、事業者に対してかなり重い
処分が出されています。事態が継続的な虐待
事例であることと、組織的な対応が期待でき
る状況にないことから、そのような対応になっ
たものと思われます。なお、こうした事例は、
直接、警察や県庁に通報されていますので、
運営適正化委員会では詳細を把握できていま
せん。また、仮に、同種の事件が苦情として
委員会に持ち込まれた場合でも、県知事への
通報という対応になると思われます。これら
の事例は、行政庁による権力的な対応が必要
であるからです。
　ここまでが、先ほど述べた苦情の類型のう
ちの第三番目のものにあたります。
　このように、法律に基づいて行政庁が処分
を行うという形式が、行政法における行政活
動の基本形と言ってもよいでしょう。ただ、
現実に起きる事件は複雑な要素を含んでいま
すので、国会が制定する法律を単純に適用す
るだけでは適切な解決に至らない場合があり
ます。そこで、法的な拘束力のない行政指導
15　厚生労働省通達「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について」（平成12年6月
7日障452号・社援1352号・老発514号・児発575号）。
や苦情処理のような対応により、個別的事情
を踏まえた柔軟な対処をすることが、多様な
行政需要を満たす上で不可欠になっているの
です。
（５）苦情解決の意義と役割
　第一、第二の類型に関わるものは、基本的
に公益ではなく私益からくるものですので、
裁判所や行政庁の対応ではなく、施設と利用
者という当事者間で解決すべき課題となりま
す。表１でいうサービスの良し悪し、あるい
は、個人的要望・異議という、どちらかと言
えば顧客満足度のような要素がそれにあたり
ます。社会福祉法以前は、福祉が「措置」と
いう一方的な処分を基本に構成されていまし
たので、そうした私益からくる苦情も事業主
体としての行政機関が対応すべき事柄でした。
しかしながら、今日の福祉事業は「措置から
契約へ」という理念的大転換を経ていますか
ら、「契約」すなわち当事者間の対話と合意
により内容を決すべきという構造になってい
ます。ただ、当事者間で解決するといっても、
事業者の方が情報や知識の面で当初から有利
だったり、利用者の判断能力や意思伝達能力
に問題があったりして、透明性や公平性、公
正性がはかれないおそれが出てきます。
　そこで、今日、ここに参加されているよう
な苦情受付担当者・苦情解決責任者あるいは
第三者委員が参加するかたちでの事業者内で
の苦情処理体制が整備されることになった訳
です15。さらに、そこで解決できなかった問
題や直接事業者に言うのが嫌だという利用者
については、運営適正化委員会が対応すると
いうことになっています。こうした事業者又
は運営適正化委員会が担う苦情解決の対応範
囲は非常に広いものがあります。
　表２にあるように、裁判所も行政機関も対
応しない領域として、私益に基づく紛争で妥
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当性の判断が残されると観念することができ
ます。しかしながら、こうした苦情の分類は、
もっぱら公権力の側からなされるものであっ
て、苦情を申し立てる当事者にとっては、ど
の分類かは基本的に関係のないものです。し
たがって、苦情処理窓口には、種々雑多な苦
情が持ち込まれることになるのです。
表２　利益の差異と判断方法の区分
　また、法的問題に関わらない私益に関する
事柄（例えば、「風呂場の掃除回数を増やし
て欲しい」との要望。）であったとしても、
放置すれば公益に関する事柄（例えば、掃除
回数が少ないことで、「風呂場に繁殖した雑
菌が原因で入居者に感染症が蔓延した」。）に
発展することもあり得ます。そうした紛争・
被害予防の観点からも、苦情処理の果たす役
割は決して小さいものではないといえるでしょ
う。
２、苦情解決における対応と課題
（１）平成29年度の全国の苦情解決の状況
　それでは、ここで運営適正化委員会が扱っ
た直近の苦情解決状況について概観してみた
いと思います。
　平成29年度に全国の運営適正化委員会に
寄せられた苦情件数は4,117件であり、前年
16　社会福祉法人全国社会福祉協議会『苦情受付・解決の状況―平成29年度都道府県運営適正化委員会事業実績報告』（平成
30年10月30日）。なお、研修会当日は、平成25年度のデータを使用している（以下、この章において同じ。）。
https://www.shakyo.or.jp/tsuite/jigyo/research/20181106_kujyo.html
17　栃木県運営適正化委員会『平成29年度事業報告書』（平成30年10月）8頁。
http://tochigikenshakyo.jp/shisetsu/unteki/29uketsuke.pdf
18　栃木県高齢対策課「平成29（2017）年度における県内高齢者虐待の状況について」（平成30年10月26日）。
http://www.pref.tochigi.lg.jp/e03/welfare/koureisha/fukushi/1187241279373.html
度より26件減少していますが、平成27年度
から4000件台で推移しており、件数は多い
といえるでしょう16。
　福祉分野別の内訳は、「障害者」2,229件
（54.1％）、「高齢者」883件（21.4％）、「児童」
466件（11.3％）、「その他」539件（13.1％）
となっています。
　苦情内容については、「職員の接遇」1,648
件（40.0%）と「サービスの質や量」762件
（18.5%）とで半数以上を占めています。
　解決状況については、3,191件が「初回相
談」のみで対応が終結しています。そして、
継続対応をした相談（926件）のうち、671
件（72.5%） が 解 決 に 至 り、71件（7.7%、
苦情相談全体の1.7％）が申出人、施設・事
業所双方が納得しない「不調」に終わってい
ます。また、継続対応した相談の中には、約
1年を要するケース、162回の対応を行った
ケースなど対応が長期化するケースもみられ
ます。
（２）栃木県の苦情解決状況
　栃木県運営適正化委員会が平成29年度に
受け付けた苦情相談は50件で、この他に問
合せなどで苦情に至らなかったものが45件
ありました17。その概要は以下の表３の通り
です。なお、これはあくまでも運営適正化委
員会として受理した件数ですので、この他に
も県庁や警察などが窓口で対応している事件
も相当数あると考えられます。
　ちなみに、県の保健福祉部によると、平成
29年度に県内市町が高齢者虐待として受け
付けた相談・通報件数は、養護者による虐待
331件、施設従事者による虐待12件ですが、
虐待と認定された件数はそれぞれ185件と0
件になっています18。また、障害者虐待につ
3 
 
 ○事例５ ○○市デイサービス事件5 
	 県保健福祉部は 29 日、利用者に対し頭をたたいたり怒鳴ったりするなど身体的、心理的
虐待を行ったとして、○○市○○、デイサービス○○を運営する株式会社××に対し、9 月
から 6 カ月間、新規利用者の受け入れを認めないことと、介護報酬を 3 割減額する処分を決
めたと発表した。 
	 同部によると、デイサービス○○の男性介護職員（39）はことし５月のゴールデンウイー
ク明けから複数回、女性利用者（59）に対し、しつけと称して頭をたたいたり、怒鳴ったり
したほか、「げんこつするぞ」などと脅迫し、身体的、心理的虐待を行った。 
	 女性利用者は 2013 年 10 月に入所。虐待は 6 月 5 日にこの利用者が施設を抜けだし、近く
の交番に逃げ込んだことから発覚した。 
	 同日保護され、県は 6 日、本人から聞き取り調査を実施。同社は「親しみを込め 注意し
ただけ」とし、虐待の事実を認めていないという。 
 
情が持ち込まれることになるのです。 
	 また、法的問題に関わらない私益に関する
事柄（例えば、「風呂場の掃除回数を増やして
欲しい」との要望。）であったとしても、放置
すれば公益に関する事柄（例えば、掃除回数
が少ないことで、「風呂場に繁殖した雑菌が原
因で入居者に感染症が蔓延した」。）に発展す
ることもあり得ます。そうした紛争・被害予
防の観点からも、苦情処理の果たす役割は決
して小さいものではないといえるでしょう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
5 下野新聞 2014 年 8 月 30 日。 
表２ 利益の差異と判断方法の区分 
 法的判断 妥当性判断 
公 益 
刑事裁判 
行政対応 
行政対応 
私 益 民事裁判 
対話・合意 
苦情処理 
- 76 -
いては、相談・通報が73件で31件を虐待と
認定し、そのうち福祉施設に関する相談・通
報が21件で2件が虐待と認定されています19。
また、使用者による虐待が18件で13件が虐
待と認定されています。
　最近は「就労継続支援事業」という障害者
自立支援法5条15項に基づく事業があり、「通
常の事業所に雇用されることが困難な障害者
につき、就労の機会を提供するとともに、生
産活動その他の活動の機会の提供を通じて、
その知識及び能力の向上のために必要な訓練」
を行うという、福祉と労働の合いの子のよう
な事業が行われています。これについては、
運営適正化委員会の本来の所管事項ではない
のですが、苦情申立てが増えてきています。
所管外であっても、運営適正化委員会が必要
と判断すれば、何らかの対応を行うことがあ
ります。過去の事例を参照してみましょう。
　○事例６　就労継続支援事業事件
　身体障害者であるXは、就労継続支援事業
（契約型（A型））に基づき、県内の事業所A
で勤務していたところ、上司のBに働きぶり
を評価され、当初の契約内容に加えて一定の
仕事を任されるようになり、Xもやりがいを
感じていた。ところが、現場責任者Cがそれ
19　栃木県障害福祉課「平成29(2017)年度栃木県内における障害者虐待の状況について」（平成30年10月26日）。
http://www.pref.tochigi.lg.jp/e05/houdou/houdou/29gyakutaikouhyou.html
を知り、Bが無断でXの仕事を増やしたこと
を叱責し、Xに元の仕事だけを担わせるよう
に指示した。XはCや事業所長に仕事をさせ
て欲しいと懇願したが受け入れられず、契約
の打切りを示唆されたり、障害に関する人格
否定的な発言を受けたりした。
　本件については、社会福祉法の範ちゅうを
超えており、委員会で対応できることではな
いのですが、弁護士である苦情解決委員長が
栃木県労働局に知っている職員がおり、必要
な対応を依頼するということで委員会として
の結論をみました。今後はこうした複数領域
にまたがる問題も生じてくると考えられます
が、ともするとたらい回しでどこも対応をし
ない状況も生じかねないので、運営適正化委
員会としてどういった対応が可能なのか調査
研究をする必要があると思います。
　さて、申出人から苦情解決委員会に連絡が
なされますと、苦情解決事業実施要綱に従
い、単なる問合せなどは事務局において対応
し、委員会での審議が必要なものが苦情とし
て受け付けられます。例えば、介護保険の対
象サービスについては、基本的に市町村が対
応しますし、また、そこでの対応が難しいも
のについては、県の国民健康保険団体連合会
4 
 
 
表３ 平成 29 年度栃木県運営適正化委員会相談受付件数 
内 容 苦情 
受付 
苦情解決の結果 問 合 せ
など 相談助言 紹介伝達 あっせん 通知 その他 継続 
サービス 45 17 2 0 1 23 1 24 
利用料 0 1 0 0 0 0 0 1 
説明・情報提供 1 0 0 0 0 1 0 0 
被害・損害 2 0 0 0 0 1 1 0 
権利侵害 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他 2 0 1 0 0 1 0 20 
 50 18 3 0 0 26 2 45 
 
 ○事例６ 就労継続支援事業事件 
	 身体障害者である X は、就労継続支援事業（契約型（A 型））に基づき、県内の事業所 A
で勤務していたところ、上司の B に働きぶりを評価され、当初の契約内容に加えて一定の仕
事を任されるようになり、X もやりがいを感じていた。ところが、現場責任者 C がそれを知
り、B が無断で X の仕 を増やしたことを叱責し、X に元の仕事だけを担わせるように指示
した。X は C や事業所長に仕事をさせて欲しいと懇願したが受け入れられず、契約の打切り
を示唆されたり、障害に関する人格否定的な発言を受けたりした。 
 
 ○ 事例７ 保育所内いじめ事件 
	 運営適正化委員会に次のような苦情の申し出が X からあった。 
	 Y 保育所内で、言葉に遅れのある園児 A を男児 B・C がいじめているのを見た女児 D が、
止めに入ったところ、D が暴力を振るわれた。D の両親 X がこれを聞き、B・C の両親に謝
罪を求める旨、保育所に申し出たところ、適切な対応がなされなかった。それどころか、保
育所から X の子育て観を否定するような発言があり、いじめの事実を隠蔽しようとしている
姿勢であった。市にも苦情 申し立てたが何に反応もない。このような施設の運営を放置し
ておくのか。 
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が対応することになっています。そうしたも
のについては、基本的に事務局において適切
な窓口を紹介するという対応がとられていま
す。
　したがって、委員会の構成員であっても、
「問合せなど」に区分された事案の詳細は把
握していないのが実際のところです。もちろ
ん、委員会審議の効率化の観点からもそうし
た対応は不可欠であり、また、仮に申出人が
対応に納得しないということであれば、委員
会で審議することになると考えられますので、
その点の支障はないものと思われます。
　ただ、これに関しては、社会福祉事業法か
ら社会福祉法への法改正をする際の国会審議
において重視された論点があることに留意す
る必要があります。「言ってみれば社協とい
うのは事業者の集まりでありますから、そう
いうようなところで中立公正な解決が図られ
るのだろうか」との問いに対して、政府は「事
務的なところは社会福祉協議会が行いますけ
れども、社会福祉協議会がこれの判断に対し
て指示を与えることはしませんで、あくまで
独立した運営ということを考えている」旨の
答弁をしています20。したがって、事務局限
りでの対応の方が、苦情対応の観点からは簡
易・迅速なのですが、それに頼りすぎると運
営の独立性を疑われることになりかねない点
は注意しなければならないことだと考えてい
ます。
（３）事情調査・助言
　その上で、苦情への対応方法としては、ま
ず事務局の聞き取り調査に基づいて審議を行
いますが、必要に応じて申出人及び事業者の
双方の同意を得て、事業所等に赴いて事情調
査を行うことになっています。委員が非常勤
であり、事業所側の都合もあることから、日
程調整が簡単にいかないといった事情もある
ので、現地での事情調査は必要な場合にのみ
20　147 国会衆厚生委員会議録10号（平成12年4月21日）3頁〔炭谷社会・援護局長答弁〕。
実施するにとどめ、多くの場合は審議継続扱
いとしつつ、次回会議までに事務局を通じて
改めて申出人や事業所などに照会をするとい
う方式がとられます。大きな問題ではないと
しても、委員会として何らかの改善を求めた
い場合は、事務局を通じて事業所に対して相
談・助言を行いますが、これが苦情解決の手
法として最も多くなっています。
　問題が重大であると思われるか、苦情申立
て内容だけでは状況が把握しにくい場合は、
やはり現地での事情調査を実施します。公
表されている資料の範囲で実例を挙げます
と、高齢者施設で「施設利用中のケガについ
て施設が責任を負わない」とするもの、障害
者施設で「施設職員の横柄な態度を改めて欲
しい」、「事業所への自販機設置について、利
用者への配慮が不足している」、「職員が利用
者同士のいじめを無視している」、「施設の閉
鎖について納得できる説明がない」、「施設で
の支援内容変更について説明がなく不満があ
る」、とするもの、児童福祉施設で「子ども
同士のいじめがあるが施設が適切な対応をし
ない」とするものなどについて、それぞれ現
地での事情調査を行っています。
　また、内部告発として匿名のメールで「職
員による利用者の虐待行為が行われている」
とする事例については、その信憑性と緊急性
を考慮して、県知事への通知を行った事例が
あります。ただ、近時増えている匿名メール
での苦情というのが曲者で、1回送信された
きりで、その後の連絡が途絶えてしまったり、
要領を得ない文章で何をして欲しいのか分か
らないものだったりと、苦情対応の審議の前
にメールの主旨を理解することに会議の時間
が取られることもあります。
（４）紛争の拡大要因と次善策
　経験的な印象からいいますと、苦情の内容
はもっともらしいが、実際に調査に入ると単
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情のもつれが本当の原因であることも少なく
ないように思います。実際に委員会が調査に
入った事例をもとに考えてみます。
　○　事例７　保育所内いじめ事件
　運営適正化委員会に次のような苦情の申し
出がXからあった。
　Y保育所内で、言葉に遅れのある園児Aを
男児B・Cがいじめているのを見た女児Dが、
止めに入ったところ、Dが暴力を振るわれた。
Dの両親Xがこれを聞き、B・Cの両親に謝
罪を求める旨、保育所に申し出たところ、適
切な対応がなされなかった。それどころか、
保育所からXの子育て観を否定するような発
言があり、いじめの事実を隠蔽しようとして
いる姿勢であった。市にも苦情を申し立てた
が何に反応もない。このような施設の運営を
放置しておくのか。
　まず、保育所での苦情解決の体制が適切に
整備・運用されているかどうかを確認しまし
たが、苦情申し出について意見箱を設置した
り、対応状況を掲示板に張ったり、職員間で
情報共有をしていたりと、苦情解決の体制に
は問題は見つかりませんでした。
　そこで、本件についての詳細を聞きますと、
状況が複雑であることが分かりました。まず、
女児Dがいじめと勘違いしてB・Cを蹴った
り叩いたりしたので、職員はその場で対応し
ていったん収めたものの、その後もDが下敷
きで叩くなどしてけんかに発展したというこ
とです。けんかになるまで、B・CはDに手
出しをしていないで我慢をしていたというこ
とでした。再び職員が入って、仲直りをさせ、
その日のうちに関係する保護者に説明をしま
した。Dの母親X1もそこで説明を聞かされ
ていると思われます。
　ところが、帰宅後、D から話を聞いた父
親X2が憤り、自宅に男児と両親を呼ぶよう
に保育所に要求してきました。そこで翌日、
保育所で保護者間の話合いの場を設けたが、
X2が「こういうことがないよう、殴ってし
つける必要がある」旨の発言をしたので、保
育所側が「それはおかしい」とたしなめたと
のことです。結局、両親Xは納得がいかず、
市の子育て支援センターに申し出ると職員に
言って帰りました。市への苦情の有無は確認
できませんでしたが、その後、運営適正化委
員会に苦情申立てをしたものと思われます。
　委員会としては、まず予断を入れずに事実
把握に努めますが、調査に強制力はありませ
んので、丁寧に事実確認をしていくほかあり
ません。本件では、施設の苦情解決責任者が
詳細に記録を取っていたので、事情調査がは
かどりました。起きてしまった紛争はやり直
しが効きませんが、やはりその後の紛争拡大
を防ぐことが重要で、そのためにも紛争に
至った経緯を客観的・詳細に記しておくこと
が欠かせません。施設側の説明では、事件の
起きた原因の一つに、園児AやDのことをよ
く知っている職員が休みで、代わりの職員が
入っていたため、うまく園児たちに対応でき
なかったことが挙げられるとのことでした。
　このような、事件と直接関係のない背景的
なことも含めて記録をしておくと、事件の全
体像を把握するのに役立ちますので、苦情対
応に当たる方はそうした点を心がけて頂くと
委員会としてもありがたい限りです。施設内
の事件は、閉鎖した空間で行われることが多
く、当事者しか証言者がいないとなると、言っ
た言わないの争いとなり、収拾が付かなくな
ります。そうした際に、克明な記録が紛争解
決に向けた拠りどころとなります。また、委
員会には法的処分を行う権限はありませんし、
捜査機関でもなく、個別の紛争解決が目的で
すので、不都合なことも含めて事情調査の際
には話をして頂くことをお願いしたいと思い
ます。
　お分かりかと思いますが、本事例で保育所
は「子どもを殴って教える」というX2の方
針を否定したのですが、苦情申立ての段階で
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はそれを「保育所に子育て観を否定された」
と抽象化して伝えてきています。その際、「弱
い者を助けるように教えているのに、保育所
はそれを否定した」とも主張しています。本
当に男児B・CのAに対する行為がいじめで
あったのかどうかは、委員会として知るすべ
がないのですが、自分に有利な主張だけをし
ているXと、事件の背景的事情も含めて述べ
ている施設側とでは、より具体的な説明をし
ている方の主張が事実に近いと判断しやすい
と言えるでしょう。
　さて、本件で、園児と保護者を自宅に呼べ
との父親X2からの要求に応じなかったこと
も大変重要なことだと思います。紛争解決に
向けた土俵作りにおいて、施設がイニシャティ
ブを奪われないように、話合いの場所を設定
することも不可欠です。単純に謝罪をするな
らともかく、話合いの場として一方当事者の
自宅は当然不向きです。相手方に対する無言
の圧力になりますし、「保育所は出て行って
くれ」などと言われて、やり取りを記録する
こともできない可能性があります。
　ただ、本件がこじれた要因は、Dの両親X
は保育所が味方をしてくれると思っていたの
に、かえってたしなめられたことにあるよう
です。当初は保護者間の紛争であったのに、
Xからすれば保育所が相手方に加担している
と見て、その憤りのやり場を運営適正化委員
会に見出したと考えられます。事情を聞きま
すと、施設の第三者委員は本件について全く
関知していなかったとのことで、そうした仕
組みをうまく活用して、公平中立な第三者的
な立場を失わせなければ、施設内での紛争解
決が可能であったとも思われます。この点、
園長から「もう少し、女の子の親の思いを聞
いてあげればよかったと反省している」との
発言がありました。
　ちなみに、本件について委員会として事情
調査に入ったのは、事件が起きてから2ヶ月
程経った頃でした。その段階で、女児Dは何
事もなく通園を継続しており、また、母親
X1も普通に施設側と接触しているとのこと
でした。また、委員会から苦情申出人に結果
報告をしようと事務局から何度か電話をかけ
ましたが一切返事もなく、いったい何だった
んだという感じがしますが、ちょっとした意
思疎通の齟齬が紛争を大きくしてしまったと
いう類の問題であったように思われます。
　次の事例も、同様に施設側と利用者のコ
ミュニケーションの欠如が伺えるものです。
　○事例８　自動販売機設置事件
　知的障害者のデイサービス・授産施設であ
るA事業所は、施設の前を通る道が近くの山
に通じており、登山客を見込んで自動販売機
を施設の入口に設置した。そうしたところ、
施設の利用者X（未成年者）の母親から、当
該施設は「利用者への配慮に欠ける」との苦
情が運営適正化委員会に申し立てられた。X
は遺伝子疾患であるプラダー・ウィリー症候
群による肥満で食事管理が必要であるにもか
かわらず、自動販売機設置によりジュース等
を購入するおそれがあると母親が施設側に苦
情を申し立てたにもかかわらず、まともに取
り合ってもらえなかったという。
　施設が入口に自動販売機を設置すること自
体に法的規制がないことは当然ですが、ここ
での問題は、施設側が利用者の不安を払拭す
る努力を怠っていることでしょう。苦情申立
ての内容を聞くと、この施設長と母親は施設
内の冷房の設置に関しても言い合いになるな
ど、以前から信頼関係が構築されていない様
子が伺えました。これに対して、運営適正化
委員会として具体的な対処方法についてあっ
せんするという方法もありましたが、事情調
査に赴き、利用者の苦情に適切な適切な対応
をとるように事業者に助言をすることで当事
者間での苦情解決に向けた努力を促しました。
　○事例９　散髪禁止事件
　特別養護老人ホームに入居するAの娘Xは、
母親の見舞いに来る際に散髪を行っていたと
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ころ、施設から散髪はしないように言われ、
ハサミの持込も禁じられ、面会の際も職員が
しばしば監視をするようになった。また、散
髪については、指定の理髪業者が行うのでそ
のサービスを利用するように言われた。
　Xとしては納得がいかず、施設と理髪業者
が談合して利益を得ようとしているのではな
いかと疑っている。
　施設側としては、散髪とはいえ何らかの事
故が起きることを危惧してそのような対応を
とったものと思われます。こういう事例に詳
しい専門家の話を聞くと、特養で素人にそん
なことをさせるのは危ないという意見もあり
ました。ただ、素人的にはたかが散髪で親孝
行のためという視点がXにはあるでしょうか
ら、Xの心中も察して正面から否定するので
なく、丁寧に説明して納得してもらうという
ことが必要であると思われます。それなしに、
持ち物検査や監視行為を行えば、新たな苦情
のきっかけとなります。
　このように、施設側と利用者とのコミュニ
ケーションが機能すれば、かなりの程度解決
できる苦情があると言ってよいでしょう。も
ちろん、当初から対話が成り立たたずに紛争
が長引く事例もあります。
　○事例１０
　事業所施設閉鎖に伴う移転拒否事件
　知的障害者のグループホームに入居するX
（未成年者）は、同施設を運営する社会福祉
法人Yから、同施設の老朽化を理由として、
別の施設に移動するように求められた。しか
し、自閉症でもあるXは新たな施設で生活を
することに極度の不安を覚えており、また、
馴染んだ職員が代わることを嫌がり、Xの親
が施設の存続を事業者に求めたが、協議も不
調に終わった。
　この事例は、第三者委員や県の担当者が間
に入って何度も協議を続けていますが、解決
21　名古屋地判平成20年3月26日判時2027号57頁。
していません。すでに他の入所者は移動して
いますので、Xのためだけに施設を存続して
いる状態が続いています。一方的に立ち退き
を求めているのではなく、他所での同種同等
のサービスを提供することを前提にしている
のですが、Xの不安を払拭するに至っていな
いということです。
　Xの心情や親の気持ちも分からなくはあり
ません。ただ、このために事業者に負担を課
すことはできませんので、最終的には法的解
決による方法が考えられます。多少事例は異
なりますが、次のような裁判例があります。
　○事例１１
　ホームヘルプサービス事業廃止損害賠償
　請求事件21
　Y市の運営する障害者ホームヘルプサービ
ス事業を利用していたXが、同種事業を運営
する民間事業者の増加を受けてY市が同事業
を廃止し利用契約を解除したことは不法行為
又は債務不履行に当たるとして、Y市に対し、
損害賠償を求めた事案において、Xの違憲、
違法の主張がすべて斥けられて請求が棄却さ
れた事例
　この事件では、原告が民間事業者ではサー
ビス水準が落ちるとして、従来どおり市が事
業者としてホームヘルプサービスを実施すべ
きと主張しましたが、裁判所はその主張を認
めませんでした。サービスを受けている現状
を既得権として構成したとしても、それと代
替し得るサービスが提供されるのであれば、
現状維持すべきとの法的要求は通らないで
しょう。
　もっとも、法律論としてそうした主張が成
り立つとしても、裁判所の判決を得て、泣き
叫ぶ入居者を強制的に退去させる選択肢は、
なかなか採り難いものがあると思います。た
だ、それが紛争解決を一層困難にしていくこ
とでしょう。
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　多少余談になりますが、法学的思考という
と予め決められたルールを機械的にあてはめ
るというイメージを持つ人が多いと思いま
す。これは、要件＝効果関係といって、例え
ば、3年経てば権利が消滅してしまうという
ように、「もし・・・ならば○○」という図
式で表されるものです。しかしながら、これ
だけでは現実に起こる問題に対処することは
できません。将来起きる事件すべてを予想し
てルールを作ることは不可能だからです。
　そこで、少し一般化抽象化された枠組みを
定めておいて判断するということがありま
す。それが原則＝例外関係という図式で、原
則を定めつつ、例外状態となる要素を考慮し
て、一定の例外を認める方式です。要件＝効
果関係のように具体的な内容を定めず、「～
の場合を除き、－－とする。」とか、「ただし、
○○に限り、・・・をしない」というように、
判断権者に一定の裁量を残すのが特徴です。
　学校の期末試験でいうと、「60点未満は単
位を与えない」というのは要件＝効果関係で
して、59点ではどんなことがあっても単位
が与えられません。これに対して、「20分遅
刻をした者は受験を認めない」というのは、
要件＝効果関係のようですが、実際は「ただ
し、やむを得ない事情がある場合に限り、追
試験を認める」ということが一般的に認めら
れていますので、その「やむを得ない事情」
という例外状態を置いて、受験の可否を定め
る原則＝例外関係になっています。そこで、
試験管理者が「やむを得ない事情」を定める
訳ですが、例えば「公共交通機関の遅延」と
いうの定めたとしても、学校に歩いて通って
いる学生にも機械的にあてはめるわけにはい
きませんので、遅延証明書の有無などから個
別的に判断する必要が出てきます。もちろん、
原則＝例外関係を予め詳細に定めるようにな
れば、要件＝効果関係と変わりはなくなりま
22　司法制度改革審議会「司法制度改革審議会意見書―21世紀の日本を支える司法制度」（平成13年6月12日）3頁。
すので、両者の違いは相対的なものです。
　ここで特に留意して頂きたいのは、紛争解
決の際に、何が原則で、どういう事情があれ
ば例外が認められるのかということを念頭に
おく必要があるということです。例外を認め
だすと際限なくなって、最後は「可哀想だか
ら」という理由にならない理由で原則も何も
なくなってしまうということがあります。無
重力状態で上も下も分からなくならないよう
に、常にどちらが空でどちらが地面なのかを
意識しておくことで、判断の基準となる一線
を引くことができるようになります。「Aが
いいんだから、Bもいいじゃないか」と言われ、
さらに、「Bもいいんだから、Cもいいんじゃ
ないか」と押されて、結局、本来のAという
原則が損なわれないよう、議論の土台（ベー
スライン）を常に意識する必要があります。
　そういう問題も念頭に置きながら、これま
での話を総括しつつ、苦情解決にあたり欠か
せない思考枠組みについて、法的な観点から
述べてみたいと思います。
３、現代的法システムへの転換と福祉事業に
おける苦情解決
（１）司法制度改革と強い個人
　今日、法によって構築される様々なシステ
ムは、一つの理念によって改革が進められて
います。それは、司法制度改革審議会の意見
書にも記されている「国民の一人ひとりが、
統治客体意識から脱却し、自立的でかつ社会
的責任を負った統治主体として、互いに協力
しながら自由で公正な社会の構築に参画し、
この国の豊かな創造性とエネルギーを取り戻
そうとする志」22なるものが、一連の改革の
理念の基礎となっているのです。
　そこでは、事前規制・官僚統制型社会とい
う従来の「お上」意識からの脱却を目指し、
自律した「個人」を基礎にした社会づくりを
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目指しています。福祉事業もその例外ではな
く、既に述べました社会福祉法の制定によ
る「措置から契約へ」という流れや成年後見
制度の成立もその一つということができるで
しょう。
　そこで重要になってくるのが、法の支配を
背景にした事後的紛争解決制度の拡充という
ことであり、司法制度の重要性はますます大
きくなっているのです。裁判員制度の導入や
弁護士増員など一連の司法制度改革は、そう
したことから進められてきました。教育現場
における法教育の必要性も認識されていると
ころで、能動的学修（アクティブ・ラーニン
グ）の観点から、模擬裁判や模擬町内会での
ルールづくりといった教材が考案されていま
す23。
　そうした一連の改革で想定されているのは、
国家や他人に依存することなく決定し行動で
きる個人（強い個人）の姿です24。もちろん
そうした強い個人ばかりではないですから、
それを実生活において補うために様々な法シ
ステムが構築されているのが現代法の特徴と
いえるでしょう25。
（２）現代的法システムの全体的理想像
　それでは、そうした法システムが目指す理
想的全体像はどのようなものなのでしょうか。
司法制度改革の理論的支柱となる法システム
論を展開する田中成明によれば、「わが国に
おいて法や裁判の市民社会的基盤が脆弱であ
ることは、“お上の掟”、“お上の裁き”など
のことばに象徴されるように、一般の人々が、
法や裁判を強制的で権力的なものとみて、法
23　筆者も模擬国会の取組みを通じた法教育の確立に取り組んでいる。岡田順太・横大道聡「法学教育における能動的学修
プログラムの開発−模擬国会を用いた臨床法学教育の試み」白鷗大学法政策研究所年報8号（2015年）23-84頁、岡田順太・
岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡・栗田佳泰「模範議会2017―記録と資料」白鷗大学論集33巻2号（2019年近刊）。
24　「強い個人」は、個人の価値観を最大限尊重する「個人主義」原理を基礎として、人々に共通する普遍的な要素を抽出し
て作り出された個人像をいう。これに対して、ありのままの個人の姿を「弱い個人」と呼ぶことがある。憲法は「強い個人」
を前提に人権を論じてきたが、その「苦しさ」を指摘する見解として、樋口陽一『いま、憲法は「時代遅れ」か―〈主権〉
と〈人権〉のための弁明』（平凡社、2011年）8-11頁参照。
25　憲法学における個人像をめぐる議論として、中島茂樹「憲法における人間像―自由、平等、そして連帯」立命館法学
333・334号（2010年）1916-1933頁。
26　田中成明『転換期の日本法』（岩波書店、2000年）4頁。
27　同上7-8頁。
28　田中成明『現代法理学』（有斐閣、2011年）105-112頁。
や裁判を用い動かす主体としてよりも、その
規制や裁定を受ける客体として意識する姿勢
が依然として根強く残っていることと密接に
関連する」26と指摘します。その上で、転換
期にあっては、「とりわけ、一人一人が、た
んに法的な規制・保護を受ける客体だけでは
なく、それぞれの善き生を実現するために法
を用い動かす主体でもあるということを自覚
し、相互に独自の人生目標・利害関心をもっ
た自律的な人格として尊重し配慮し合いなが
ら法に関わりあうという姿勢を強化し確立す
る必要がある」27と主張します。
　簡単に言えば、「法の支配」が広く浸透し
た社会づくりを目指すということですが、そ
こで機能する法にもいくつかの類型があるこ
とに気をつけなければなりません。その類型
として、自立型法、管理型法、そして自治型
法という分類があります28。自立型法は、近
代法の理念である個人主義を基礎として、自
由主義の実現をはかるべく裁判所を中心に構
成される法秩序で、法の要件＝効果図式で示
される法判断を基本的な特徴としています。
要するに、個人の自由を守るために、公正と
正義に根ざした紛争予防や解決を目指す法シ
ステムです。これに対して、管理型法は、特
定の行政目的達成のため一方的権力的裁定に
より個人の権利義務関係を変動させることを
基本とする、行政機関を中心に運用される法
システムです。日本流には、いわゆる“お上
のお達し”というもので、現代では行政権も
法律による統制を受けていますが、むしろ法
律さえあれば行政権が行使できるという具合
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に、目的達成のための手段として法が位置づ
けられ、これが進むと、個人の権利はその範
囲で保障するに過ぎないという「法道具主
義」に至ります。さらに、自治型法とは、基
本的に対等な当事者を想定して、両者の交渉
と合意によって形成される、基本的に非公式
かつ独自の特質を有する法システムです。個
別具体的な事情に合わせて適切な選択が可能
になる点に長所がありますが、ともすると一
般社会では許容できない内容の合意により紛
争解決が非公式の場ではかられるという「イ
ンフォーマリズム」に至ることもあります。
　これらの類型は相互に関連するものではあ
りますが、田中成明は、次のような展望を示
しています。
　自由で公正な社会において法システムに期
待されている役割を適切に果たすことができ
るためには、なによりもまず、司法の要領と
基盤を拡充し、自立型法を機軸とする法シス
テムの制度的整備と社会的定着を目指す「法
化」を強力に推進し、このような自立型法を
法システム全体の背景的枠組として、管理型
法の肥大化の抑止と自治型法の規制領域の拡
充をはかるという、二段階戦略ないし両面戦
略をとって、法の支配を確立することが必要
である。日本文化の特殊性や日本人の国民性
と適合していることを理由に、管理型法によ
る行政的な介入・規制を重視する法道具主義
や、自立型法の背景的枠組なしに自治型法だ
けでやってゆこうとするインフォーマリズム
には、問題が多く、批判的な眼でみなければ
ならない。29
　もちろん、何でも裁判で争うかのような法
万能主義は行き過ぎであり、管理型法や自治
型法を補助装置として用いる「賢慮に基づく
リーガリズム」を機軸とする対応戦略をとる
べきであるとしています30。
29　田中・前掲注26）24頁。
30　田中・前掲注28）127頁。
　まずは、前近代的な「お上」によるパター
ナリズム（国家権力による後見的介入）から
の脱却をはかり、自治型領域における対話を
重視し、最終的には裁判による紛争解決が控
えているという構図が現在の日本に必要な法
システムの姿といえるでしょう。これによっ
て、多様な価値観が存在しながらも、一つの
理念による枠組に統合されるという社会像が
描けてくるのです。表１で示したような紛争
解決構造を社会全体に浸透させることが、憲
法も基本理念とする個人主義を実現するため
に最も有効な構図であり、今日の様々な改革
はそうした流れに乗っていることを理解する
必要があります。
（３）福祉事業と現代法システムの課題
　福祉事業の世界においても、同様の理念に
従うことが求められており、現在の苦情解決
の仕組みはそうしたことに依拠しています。
これまでの事案の類型に従うと、例えば、虐
待事案のような重大な違法行為に対しては、
裁判所を中心にした自立型法システムを用い
る一方、違法行為にまで至らないとか事実関
係が明らかにできない事案に対しては、管理
型法システムによる対応がなされ、サービス
の向上や個人的要望に関わる事案に対しては、
自治型法システムを用いるというようになり
ます。ただし、サービス向上について、当事
者間のインフォーマルな合意にだけ委ねるの
ではなく、必ず施設入居時に重要事項を文書
で示して説明することを義務づけたり、紛争
解決体制の整備を求めたりして、それらの違
反行為があれば、自立型法システムによる対
応がなされるという具合に、多様な事例の特
性に応じたシステムの使い分けが企図されて
います。
　とはいえ、現代法システム一般にいえるこ
とを、そのまま福祉事業に持ち込むことが可
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能なのでしょうか。福祉サービスの利用者が
判断能力・意思伝達能力に欠ける場合も少な
くなく、そこに自立した個人という理念形を
持ち込むのは、何か矛盾をはらんでいないで
しょうか。憲法では、そうした個人を「強い
個人」などと呼びますが31、自ら交渉して契
約を結び、不満があれば再び交渉をし、相手
に違法行為があれば訴訟に打って出るような
存在はフィクションであり、むしろ「弱い個
人」だからこそ必要な福祉の世界には馴染
まないようにも思われるのです32。もちろん、
そうした判断能力を補うために民法上の成年
後見制度などが置かれているのは確かです。
「措置から契約へ」と転換した制度において、
契約を結ぶためには法的な判断能力が不可欠
であるということから、成年後見制度が整備
された訳ですが、結局それは行政目的達成の
ための手段として法が用いられる法道具主義
に他ならないのではないかという疑問が生じ
てきます。そうなると、本来、「自由な意思
で契約をした」となるはずが、「契約をした
んだから自由意思があった」というような置
き換えがなされる危険性もあります33。
　先ほどは、現代法システムのユートピア（理
想郷）について語った訳ですが、実際はその
逆のディストピア（暗黒郷）に陥ることもあ
るとの自覚は重要です。つまり、自立型法シ
ステムが、法万能主義や、何でも個人を中心
にした勘定で動く「個人勘定主義」に陥るこ
とで、訴訟が濫発されたり、利己主義的に権
利を主張したり、そのために他人との「絆」
が断絶されたりということも起こりえます。
また、管理型法システムは、形式主義、先例
31　近時、「若い世代を中心に、個人として強く生きることにちょっと疲れていて、他者との『つながり』を切実に求めてい
るといった状況があるのではないか」という面から、近代的個人像ともいえる「強い個人」の限界を指摘する議論として、
駒村圭吾・阪口正二郎・山本龍彦・大屋雄裕・谷口功一「（座談会）サンデル再読解／憲法と法哲学」法学セミナー677
号（2011年）26-28頁参照。
32　強い個人と弱い個人をめぐる議論として、金子勝・井上達夫「（対談）市場・公共性・リベラリズム」思想904号（1999
年）4-33頁参照。
33　同様のことは法律という一般的なルールの制定についてもいえることで、当事者の意思が反映されない立法を当事者が
受け入れざるを得ないという状況を避ける工夫も必要になる。この点についての問題提起は、本号に掲載の杉山有沙・
小川有希子「改正障害者基本法制定への当事者参加の憲法的意義」を参照。
主義に走りがちで、行政機関が主導して用意
した御用組織がいかにも民間主導のような形
態を作り出したり、「お上」意識が復活し、
国民が統治の客体として扱われる管理万能社
会が訪れる危険性もあります。さらに、自治
型法システムは、インフォーマルに問題が処
理されるという当事者間の事なかれ主義と泣
き寝入りを生むことにもつながります。そこ
では、力こそ正義となり、ヤクザ支配やごね
得がまかり通り、当事者間の合意という名目
ではあっても、単なるガス抜きの制度が乱立
することにもなりかねません。
　苦情処理について言えば、窓口をたらい回
しにしたり、問題解決を先延ばしにして相手
にあきらめさせ、結局何も改善していないと
いう状況を生んだり、運営適正化委員会のよ
うな任意の紛争解決を飛ばして、何でも県庁
や警察に苦情を申し出て「お上」の裁定を求
めたり、訴訟が濫発されたりという状況がま
さにディストピアとなるのです。
　ただ、そうはいっても、「賢慮あるリーガ
リズム」が紛争解決においては最善の策であ
ると考えられます。重要なのは、そうした負
の側面を十分理解したうえで、制度をよく理
解し、批判的に考える目を養うことでしょう。
誰かが設定したルールに乗っかっていれば、
「自立した個人」と認めてもらえるというよ
うな箱庭で管理される存在ではなく、ルール
自体を疑って、不備があれば改善していくこ
とに主体的に取り組んでいくことも必要です。
課題設定者を越えられない自由社会というの
は、本当の自由社会とはいえません。
　他方で、消費者行政においては、サービス
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提供者側により重い責任が課せられます。事
業者は、消費者の主体性に甘えてはいられな
いということです。一般にフール・プルーフ
（fool proof）と言いますが、よく分かってい
ない者が知らずに使ってケガをしないように
する安全への配慮が欠かせません。「愚か者
にも耐えられる」という直訳ですが、素人に
も安全をという意味合いです。例えば、製造
物責任法（PL法）という法律では、製造者
側に無過失責任を課しています。この程度の
ことは分かるだろうと放っておくのではなく、
「食べ物ではありません。口に入れないで。」
とか、「熱くなるので、触らない」などといっ
たことを予め表示して、極力リスクを避ける
ようにしなければならないようになっていま
す。福祉施設における安全配慮義務も、利用
者の特性に応じて、やはり通常よりも重いも
のになっていると考えられます。
　この意味で、利用者の方が法的には事業者
よりも保護されている構図であり、何か事故
などが起きたときに「聞いていなかった」とか、
「よく理解できなかった」とかいったことを
利用者側が主張すると事業者が不利に扱われ
ることが起こりえますので、自立型法システ
ムの刃が自分に向かってこないように、日頃
から最悪の事態を考慮して備えをしておく必
要があります34。
　要するに、利用者の側は開き直って、自分
34　なお、これと別に留意すべきものとして合理的配慮義務がある。障害者基本法では、「障害がある者にとつて日常生活又
は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のもの」を「社会的障壁」（2
条2号）と呼び、これの「除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないと
きは、それを怠ることによつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮が
されなければならない」（4条2項）と規定されている。この点、杉山有沙「生存権対象者と無力化された『強い個人』」
帝京法学31巻1・2号（2018年）181-183頁は、合理的配慮を、「多数派基準の偏頗的な社会構造の基準」から外れてし
まい排除されることで、本来の能力を発揮または適切な権利利益を享受できない者を“無力化された「強い個人」”と位
置づけた上で、その要因を除去するため、保護や福祉、ポジティブ・アクションとは異なる「積極的措置」を要求する
法的権利とする。
35　「冷戦が終結したいま、福祉国家であることはもはや先進諸国の必然的な国家目標ではない。異質な体制と福祉の平等な
向上をかけて競争する圧力から解き放たれた各国政府は、今やさまざまな公的サービスの局面で撤退を開始し、個人の
選択の自由を保障する反面で、その結果を本人に負担させようとしている」現在にあって、「そこでの課題は、リスク配
分の格差であり、その再配分と分散、そしてそれを通じたリスク管理のあり方である。常時、リスクを意識して生きざ
るをえない現代人にとって、リスクへの恐怖からの解放は、真の自由の前提条件である」とされる。長谷部恭男「法律
とリスク」長谷部恭男責任編集『リスク学入門３　法律からみたリスク』（岩波書店、2007年）6-7頁。しかしながら、「社
会保障制度における中間団体の役割が不明確なまま」（加藤智章「社会保障法とリスク」同上書140頁）のわが国において、
福祉事業者に様々なリスク負担が課せられ「リスク」は依然として残っており、常に紛争予防と解決に向けた姿勢が欠
かせないといえよう。
が「愚か者」と言ってしまえば、とりあえず
はいい訳ですから、事業者のストレスは非常
に大きいものになるでしょう。結局、あまり
考えずに良かれと思ってやったことが仇と
なって返ってくるというように、「正直者が
バカを見る」ことのないよう、「賢慮あるリー
ガリズム」で対処する姿勢が泥沼の紛争を避
ける上で欠かせない態度といえるのです35。
おわりに　―紛争解決の理念と技法
　さて、あれこれと話が拡散してしまいまし
たので、最後に簡単にまとめていきたいと思
います。
　まず、紛争解決にあたっては、表１で示し
たような紛争解決の構造と法システムの三類
型を念頭において、苦情がどのレベルのもの
かを的確に仕分けて対応することが必要です。
例えば、施設の職員がストレスから入居者に
暴力を振るったという場合に、安易に同情し
てインフォーマリズムに走るのではなく、県
や市町村の窓口に相談したり、外部の専門家
等の助言を仰いだり、刑事事件としての事件
性があれば警察に通報するということが必要
な場合もあるでしょう。かといって、何でも
訴訟に持ち込むとか、外部機関に通報すれば
いいというものでもありません。対処方法と
して何が考えられるか、個別具体的事件の特
質に応じた最良のものを選択する必要があり
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ます。ただ、いずれにしても、先ほど述べた
ように、最終的には法的紛争解決に耐えられ
るように、詳細な記録を取るとか、定められ
た手続や書類作成を怠らないといった行為が
自分の身を守る技法ですので、最低限、そう
した作業を怠らないようにすることが欠かせ
ません。
　次に、個別の苦情処理を一般的な制度改善
につなげる工夫も必要です。利用者によって
苦情の内容は様々ではありますが、そうした
個々の苦情を職員間で情報共有すれば、新た
な苦情が出るのを防ぐこともできるでしょう
し、場合によっては、現在の施設や制度の改
善につなげることもできるでしょう。この点、
総務省が行っている行政相談という仕組みが
まさにそうしたことを行っています。全国に
5000人いる行政相談委員というボランティ
アが様々な行政に対する苦情を受け付けて、
解決策をあっせんしたり、必要な助言をした
りします。それを活動記録としてまとめて、
全国の行政相談委員が共有して別の苦情解決
に役立てたり、必要であれば、総務省の行政
評価局から関係省庁などに対して、制度改正
を求めるといったことをしており、いわゆる
オンブズマンとしての機能を果たすとの評価
もされています36。苦情処理を一過性のもの
としないで、制度改善につなげるサイクルを
作り出すことも重要なのだと思います37。
　そして、最後に、何をもって福祉事業の目
的とするかという点を見失わないということ
でしょう。そこで、事業者も利用者も幸福の
増進を追求していくことを目的として定めて
いくべきです。法や苦情処理にかかる制度は、
36　片岡寛光・今川晃・上村進・川野秀之・外山公美編著『アジアのオンブズマン―不正・腐敗・非効率と戦うアジア各国
の諸機関と日本の行政相談・行政評価』（第一法規、2012年）。
37　この点、施設内の改善サイクルのみならず、福祉事業全般の改善サイクルの構築が不可欠となろう。そのためには、運
営適正化委員会が個別の苦情処理にとどまらず、一般的な制度改正に役立つことを提言する機能を持つことが近道では
ないか。その際、総務省の行政相談における行政苦情救済推進会議のような、法令上の根拠はなくても今日まで様々な
改善事例を積み重ねている組織を参考にするとよいだろう。関有一「行政苦情救済推進会議とオンブズマン的機能」行
政苦情救済&オンブズマン17号（2006年）31-34頁参照。社会福祉法の枠にとどまらず、事例6のような労働行政に関
わることも扱えなければ、窓口のたらい回しが生じてしまう。行政相談事業との連携も不可欠となろう。
38　関係性を加味した法理論の構築として、岡田順太『関係性の憲法理論―現代市民社会と結社の自由（白鷗大学法政策研
究所叢書）』（丸善プラネット、2015年）。
しょせん手段の一つに過ぎません。法という
のは、紛争を防止し解決する際には、切れ味
鋭い威力を発揮します。しかし、それだけで
幸福の増進は実現できません。様々なルール
は全国統一の画一的視点で作られていますの
で、それに従えば上手くいくというものでも
ありませんし、何より制度を支える人材不足
が深刻なのが地方の特徴であると思います。
個々人の選択の余地を増やすこと―これを潜
在能力といいますが―、それが幸福の増進に
つながっていきます。
　概して、法制度というのは、契約的思考が
強いですし、「措置から契約へ」と変容した
福祉行政もその例外ではありません。しかし、
一過性の売買契約とは異なり、福祉事業は継
続的な人間の関係性を基礎としており、ある
種の「絆」がなければ成り立たないものでも
あります38。それが福祉事業における幸福増
進を考える際に欠かせない要素ともいえるで
しょう。そういう点を考慮しますと、片手に
法という剣を持ちつつ、もう片手には絆を紡
ぐ糸を持ち、状況に応じて使い分けを図るこ
とが、苦情解決に欠かせない姿勢であり理念
であると考えます。
　以上、雑駁な話で恐縮ですが、これで私の
講演を終わらせて頂きます。
　ご清聴ありがとうございました。
